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【各指標の達成状況】

【成果指標①】
旧耐震基準の住宅の耐震化率

93.7% 94.1% 99% 96.8% 97%

【成果指標②】
重点的に取り組む木造住宅密集市街地（不燃化特区区域）の不燃領
域率

66.0% 67.0% 99% 70% 96%

【成果指標①】
水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている区民の割合

76.1% 72.6% 94% 75.0% 97%

【成果指標②】
ハザードマップを見て、自宅の浸水深を確認した区民の割合

31.1% 30.7% 93% 36.0% 85%

【成果指標③】
足立区防災アプリのダウンロード数（累計）

49,408 57,537 103% 76,000 76%

【成果指標④】
河川がはん濫するおそれがある際に避難する場所を事前に決めて
いる区民の割合

94.0% 94.1% 99% 80.0% 118%

【成果指標①】
実践型の避難所運営訓練の実施率

70.0% 70.9% 101% 70.0% 101%

【成果指標②】
女性防災士のいる避難所運営会議の割合

31.6% 39.3% 112% 45.0% 87%

【成果指標③】
コミュニティタイムラインを策定した荒川沿線地区数（全12地区）

4 5 100% 8 63%

【成果指標①】
「はるかぜ」路線維持事業対象路線ひと月当たりの利用者指数

97.9% 105.8% 108% 95.0% 111%

【成果指標②】
地域内交通導入サポート制度活用地区の件数（累計）

0 2 100% 5 40%

【成果指標①】
区内の都市計画道路整備延長の割合

78.0% 78.0% 96% 81.0% 0%

【成果指標②】
交通事故死傷者数（年間）
※低減目標

1,879 1,775 89% 1,850 96%

【成果指標①】
「景観・街並みが良好である」と思う区民の割合

56.1% 56.8% 114% 53.0% 107%

【成果指標②】
「足立まちの風景資産」の選定数（累計）

― 33 110% 30 110%

【成果指標③】
「快適で安全なまちである」と思う区民の割合

62.8% 63.6% 104% 62.5% 102%

【成果指標①】
エリアデザイン計画策定地域内における拠点開発着手数（累計）

7 8 89% 14 57%

【成果指標②】
エリアデザイン計画策定地域内の拠点開発に伴う道路・公園整備着
手数（累計）

15 16 100% 21 76%

【成果指標③】
エリアデザイン計画策定地域内の拠点開発に伴う駅前広場等整備
着手数（累計）

2 2 100% 4 50%

【成果指標①】
公共住宅の再生など住環境対策に関する満足度

5.8% 5.0% 100% 5.0% 100%

【成果指標②】
老朽化した空き家の残存件数
※低減目標

1,105 1,016 104% 1,052 104%

【成果指標③】
管理不全の兆候のあるマンションの割合
※低減目標

1.8% 2.2% 77% 1.7% 77%

【成果指標④】
あだちお部屋さがしサポート事業を通じて、住宅確保に至った割合

57.7% 36.7% 73% 50.0% 73%

【成果指標①】
緑化活動に参加した区民の割合

23.6% 18.5% 105% 18.6% 99%

【成果指標②】
まちなかに花や緑が多いと感じている区民の割合

62.6% 62.8% 97% 66.4% 95%

【成果指標③】
パークイノベーションの考え方に基づく、公園の改修・整備数（累計）

76 80 81% 129 62%

４つの
視点 施策 施策指標

R6年度
実績
（A）

R7年度
実績
（B）

R7年度実績対
R7年度目標値
（達成率）

中間目標
（令和10年度）

（C）

R7年度実績対
中間目標値
（達成率）
（B/C）

個別評価調書
該当ページ

災害に強い都市
整備の推進

137

安全に利用でき
る道路環境の整
備

155

良好な景観の形
成と快適なまち
づくりの推進

159

10.2 災害に備えた区
民意識の向上

143

スムーズに移動
できる交通環境
の整備

151

災害に備えた地
域防災力の強化

147

エリアデザイン
計画の推進によ
る拠点開発の展
開

163

12.3
安心して住み続
けられる住宅環
境の整備

167

12.4
緑のある空間の
創出や自然環境
の保全

171

ま
ち

12.1

11.1

10.1

10.3

12.2

11.2



【各指標の達成状況】

４つの
視点 施策 施策指標

R6年度
実績
（A）

R7年度
実績
（B）

R7年度実績対
R7年度目標値
（達成率）

中間目標
（令和10年度）

（C）

R7年度実績対
中間目標値
（達成率）
（B/C）

個別評価調書
該当ページ

【成果指標①】
区の支援を受けて売上げが向上した事業者数（累計）

1,258 1,722 128% 2,332 74%

【成果指標②】
中長期的な経営方針を「現状維持」と答えた事業者の割合
※低減目標

42.0% 37.0% 97% 30.0% 81%

【成果指標③】
創業支援事業の支援終了時（支援期間3年以内）に事業として成立し
ている事業者の割合

100% 94% 94% 100% 94%

【成果指標①】
就業（継続的な就職）に必要な資格を取得できた人数（年間）

241 279 114% 260 107%

【成果指標②】
補助金を活用して人材を採用できた、または就業規則を整備できた
企業数の合計（年間）

192 230 118% 210 110%

【成果指標③】
マンスリー就職面接会やシニア人材マッチング等を通して、就業につ
ながった人数（年間）

79 101 126% 80 126%

【成果指標①】
区民評価委員会による重点プロジェクト事業評価結果の平均点
（全体評価）

3.63 3.75 94.2% 3.98 94.2%

【成果指標②】
経常収支比率

79.7% 80.8% 99% 80% 99%

【成果指標③】
実質収支比率

6.5% 6.4% 70% 4.5% 70.0%

【成果指標①】
研修やジョブローテーションを通じて自己成長を感じた職員の割合

69% 67% 89% 75.0% 89%

【成果指標②】
職員（入区10年間）の定着率

78.0% 74.0% 93% 80.0% 93%

【成果指標③】
ストレスチェックにおける健康リスク（職場内の支援）の平均値
※低減目標

99 97 97% 99 98%

【成果指標①】
「ICTを活用した区民サービス向上」に関する満足度

4.8% 4.7% 87% 6.3% 75%

【成果指標②】
オンラインで申請・届出ができる手続の割合

32.0% 37.2% 77% 100% 37%

【成果指標③】
ＲＰＡで効率化して生み出した時間（年間）

7,072 11,082 164% 8,880 125%

【成果指標④】
ＥＢＰＭの考え方を身につけた職員の割合

100.0% 71.3% 71% 100% 71%

【成果指標①】
特別区民税収納率

96.95% 97.31% 100% 98.08% 99%

【成果指標②】
国民健康保険料収納率

78.38% 76.81% 90% 86.50% 89%

【成果指標③】
後期高齢者医療保険料収納率

98.79% 98.69% 100% 99.08% 100%

【成果指標④】
介護保険料収納率

97.56% 97.69% 100% 97.60% 100%

【成果指標①】
令和4年度末に対する施設総面積の割合
※低減目標

100% 99.2% 99% 100% 99%

【成果指標②】
一般施設の工事計画のうち、大規模改修工事の履行率

18.4% 23.7% 82% 89.5% 26%

【成果指標③】
低・未利用の公有財産（土地・建物）の利活用目標の達成件数（累
計）

20 21 100% 25件 84%

戦略的な人事管
理・組織運営の
推進

191

13.1
区内事業者の持
続的な発展と創
業者支援の充実

175

就労支援と人材
確保支援の充実

181

効果的かつ効率
的な区政運営の
推進

185

14.3
ＤＸ（デジタル・ト
ランスフォーメー
ション）の推進

195

14.4 適正な賦課と収
納対策の推進

199

公有財産の活用
と公共施設マネ
ジメントの推進

203

ま
ち

行
財
政

14.5

13.2

14.2

14.1



【各指標の達成状況】

４つの
視点 施策 施策指標

R6年度
実績
（A）

R7年度
実績
（B）

R7年度実績対
R7年度目標値
（達成率）

中間目標
（令和10年度）

（C）

R7年度実績対
中間目標値
（達成率）
（B/C）

個別評価調書
該当ページ

【成果指標①】
区の情報提供に「満足している」区民の割合

41.4% 43.1% 86% 50.0% 86%

【成果指標②】
「必要なときに必要とする情報が得られない」と答えた区民の割合
※低減目標

15.8% 15.1% 66% 9.0% 60%

【成果指標③】
「区民の声」に対して区長が確認の上で回答した割合

100% 100% 100% 100% 100%

【成果指標①】
足立区に「愛着をもっている」区民の割合

71.8% 72.2% 103% 73.5% 98%

【成果指標②】
足立区に「誇りをもっている」区民の割合

43.5% 44.7% 108% 47.0% 95%

【成果指標③】
足立区を「人に勧めたいと思う」区民の割合

44.4% 47.1% 111% 47.0% 100%

【成果指標④】
足立区を「良いまちにするために何かしたいと思う」区民の割合

49.9% 52.2% 107% 53.5% 98%

【成果指標⑤】
足立区を「良いまちにするために何かの行動をした」区民の割合

30.3% 31.1% 119% 28.0% 111%

【成果指標⑥】
足立区のイメージが「良い」と思う足立区外の人の割合

25.4% 26.7% 98% 37.0% 72%

魅力の発掘・創
出とプラスイメー
ジへの転換

211

15.1
効果的な情報発
信と区政情報の
透明化

207

行
財
政

15.2



施

整備

■　【取組１】①

策

建築物の耐震助成制度

の

②老朽建築物対策の推

概

進③無接道家屋の建替

要

えの推進

■　【取組２

柱

】①解体工事等の助成

立

制度②地権者等への相

て

談支援の実施③細街路

1

の整備支援の実施

■　

6

【取組３】①調節池の

【

早期整備要請の実施②

ま

京成荒川橋りょう架替

ち

えの早期整備要請の実

】

施③高台まちづくりの

地

　　推進

主な取組

担 当

域

課 名 建・建築防災課（

の

取りまとめ）

電 話 番 号

個

03-3880-54

性

63 E-mail ke

を

nchiku-bou

活

sai@city.a

か

dachi.toky

し

o.jp

　密集市街地

た

整備事業では、庁内関

都

係部署をはじめ、地域

市

の理解が得られるよう

基

にまちづくり協議会と

盤

連携して円滑

な事業の

が

推進に努めている。不

整

燃化促進事業では、都

備

第六建設事務所など街

さ

路事業施行者と連携し

れ

て、道路整備の進

捗に

た

合わせた事業実施に努

ま

めている。

協働・協創

ち

　耐震化促進事業では

施

、東京都や建築士事務

策

所協会、東京土建一般

群

労働組合、建設業協会

名

と協働し、普及啓発に

1

取組

の 取 組 み んでいる

0

。また、空家対策や耐

災

震補強などの減災対策

害

をセットで行うことで

に

関連部署と連携を図り

強

ながら、取り組み

を進

い

めていく。

【目標】1

ま

1 住み続けられるま

ち

ちづくりを　

【ターゲ

を

ット】11.5　20

つ

30年までに、貧困層

く

及び脆弱な立場にある

る

人々の保護に焦点をあ

施

てながら、水関連災害

策

など
ＳＤＧｓが

による

名

死者や被災者数を大幅

1

に削減し、世界の国内

0

総生産比で直接的経済

.

損失を大幅に減らす。

1

目指す目標
【関連する

災

理由】震災や火災など

害

に強いまちづくりを推

に

進することは、災害に

強

よる死者や被災者数の

い

低減につながる
（ター

都

ゲッ
。

ト）との関
【評

市

価】密集市街地の不燃

整

化領域率の向上及び建

備

築物の耐震化は着実に

の

推進している。
連及び

推

評価

備　　　考

進

■　防災力の高い都市基盤が整備されている。

施策の
目指す姿

■　【方向１】耐震化をはじめとする建築物の震災対策を強化する①耐震化の啓発活動等で耐震化助成制度の利用促

　　進を図り震災による建築物の被害を最小限に抑える。②無接道家屋の建替え、空き家・老朽建築物対策などを進

　　める。

■　【方向２】建築物の不燃化と地域の防災性向上を進める①令和８年度以降の不燃化特区制度延長に向けて、東京
施策の方向

　　都と協議を進める。②密集市街地整備事業や細街路整備事業による道路拡幅や公園の整備等を進める。

■　【方向３】国・東京都と連携し、治水対策を進める①河川や下水道の管理者への堤防等早期整備の働きかけ、開

　　発事業者の事業協力等により、水害被害に備えたまちづくりを推進する。②国や東京都、荒川沿川６区と連携

　　し、「高台まちづくり」を推進する。

■　【現状１】①過去の地震による死傷者は建築物などの倒壊によるものが多く、道路の遮断や隣家への影響、火災

　　発生といった二次被害を誘発する危険性もある。②建築物のさらなる耐震改修を促進するため、令和５年度から

　　３年間限定で耐震化助成制度の拡充を行い、初年度は年間約４００件の耐震診断や約３００件の耐震改修工事等

　　へ助成を行った。【課題１】建築物の耐震化

■　【現状２

足

】①震災・火災の危険

立

度が高い地域では、老

区

朽木造建築物の建替え

　

や道路拡幅、公園整備

令

などを行い、
現状と課

和

題
　　防災性の向上や

８

住環境の改善を進めて

年

いる。②建替え工事・

度

用地買収などが進まず

施

、不燃領域率の上昇が

策

年１％

　　程度にとど

評

まっている。【課題２

価

】建築物・地域の防災

調

性向上

■　【現状３】

書

①区内には、東京湾平

(

均満潮位より低いゼロ

令

メートル地帯などが存

和

在しており、大雨によ

７

る川の増水

　　によっ

年

て堤防決壊などが発生

度

すると、川の水が市街

事

地へ大量に流れ込むこ

業

とが想定されている。

実

②水害被害を軽

　　減

施

するためには、大規模

)

なハード整備を進める

1

必要がある。【課題３

 

】水害に備えたハード
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4,960 837,038 1,891,529 △263,132

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 旧耐震基準の住宅の耐震化率

定義等 昭和５６ 年５ 月以前に建築された住宅
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 93.4 93.8 94 95 95
(1)

実　績　値 92.9 93.3 93.7 94.1 R10 96.8

達　成　率 99% 96% 99% 96% 100% 97% 99% 97% -

指標名 重点的に取り組む木造住宅密集市街地（不燃化特区区域）の不燃領域率

定義等 西新井駅西口周辺地区、足立区中南部一帯地区
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 65 66 67 68 68
(2)

実　績　値 64.1 65.2 66 67 R10 70

達　成　率 99% 92% 99% 93% 99% 94% 99% 96% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(3)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 2,346,169 3,125,157 4,935,097 4,592,432

人件費 828,791 886,841 968,430 1,047,963

総事業費 3,174,960 4,011,998 5,903,527 5,640,395

前年比(金額) 3,17
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宅

目的やニーズを探り・

の

応えていくことで、耐

耐

震助成申請につな

げ、

震

目標である耐震化率9

化

5％の達成を目指す。

率

【計画の理念】①協創

の

の再構築・⑥地域特性

割

・地域資源を踏まえた

合

施策の展開

　区内事業

は

者の耐震診断士及び工

、

事施工者の名簿を継続

今

して作成し、公表して

年

いくことで、より安心

度

して建物所有者が事業

は

協力を

したいと思って

9

もらえるように、区内

4

関係団体と協力して事

.

業の推進・成果につな

1

げていく。

　また、足

％

立区建築設計協会と協

で

働して実施している、

あ

耐震説明会・個別相談

り

会及びアドバイザー派

、

遣制度を引き続き行っ

例

ていく

ことで、「安心

年

・安全なまちづくり」

と

の実現を進めていく。

同

【成果指標２】不燃領

様

域率は、燃えにくい建

の

物の割合と公園や道路

前

等の空地の割合から算

年

出

 （不燃化特区制度

度

）

 令和7年度に制度

比

終了を予定していたが

0

、東京都の制度延伸を

.

受けて、令和8年度以

4

降も助成を継続する。

ポ

また、建替え助成にお

イ

いて、建築費の増額な

ン

どの拡充を行う。今後

ト

、これらを地区内4万

の

戸及び関係事業者12

上

00社へチラシを配布

昇

し、周知を徹底し、令

で

和10年度を目途に不

あ

燃領域率70％達成を

っ

目指す。

 （密集事業

た

）

　令和7年度で事業

が

終了を予定していた西

、

新井駅西口周辺地区は

耐

、令和12年度まで5

震

年間延伸する。令和8

助

年度以降は、千住西地

成

区

と柳原一・二丁目地

申

区の3地区にて事業推

請

進する。今後も、まち

は

づくり協議会やまちづ

前

くりニュース、チラシ

年

等を活用しながら、

事

度

業周知を行っていく。

4

実

個別のご相談について

績

は、地権者に丁寧な説

か

明を重ね、事業協力を

ら

求めていく。

【計画の

1

理念】①協創の再構築

0

・⑥地域特性の地域資

5

源を踏まえた施策の展

件

開

　不燃化特区助成は

増

、令和8年度も引き続

加

き、関係権利者及び関

 

し

係事業者と協創のもと

て

老朽建築物の不燃化建

お

替えなどを推進す

る。

り

　また、密集事業では

。

、まちづくり協議会と

「

連携しながら関係権利

全

者との協創により、道

住

路・公園等の整備を進

戸

めていく。

数

担

」からの割合を考慮す

当

ると耐震化率は順調に

部

改善されていると考え

に

る。

　引き続き、耐震

お

化促進事業による普及

け

啓発と耐震助成により

る

解消していくことが必

評

要である。

【計画の理

価

念】①協創の再構築・

（

⑥地域特性・地域資源

部

を踏まえた施策の展開

長

　住宅の耐震化の必要

評

性を多くの区民に理解

価

してもらうため、「あ

－

だち広報」や「公社ニ

１

ュースときめき」を活

次

用した情報発信を

常に

評

実施するとともに、足

価

立区建築設計協会と協

）

力して耐震説明会・個

そ

別相談会を年間２８回

の

実施するなど、建物所

１

有者及び関係

団体との

1

協創のもと着実に成果

)

を上げてきている。

　

施

また、旧耐震木造住宅

策

が密集した災害時の総

の

合危険度の高い地域を

達

特定地域とし、助成金

成

額を他地域より引き上

状

げ、地域特性に

応じた

況

助成を実施している。

と

【成果指標２】不燃領

そ

域率は、燃えにくい建

の

物の割合と公園や道路

原

等の空地の割合から算

因

出

　今年度も例年並み

の

の約1％の上昇であっ

分

た。不燃化特区助成の

析

実績は約240件であ

【

ったが、道路整備で補

成

助138号線西新井駅

果

西口

その2工区地区の

指

開通や公園等の整備が

標

4か所あり、空地率の

１

向上が不燃領域率の上

】

昇に寄与したと考える

住

。

【計画の理念】①協

宅

創の再構築・⑥地域特

の

性の地域資源を踏まえ

耐

た施策の展開

　不燃化

震

特区助成は、令和5年

化

度から助成内容の拡充

率

を図り、関係権利者及

は

び関係事業者と協創の

「

もと着実に成果が上っ

全

ている。

　また、密集

住

事業においては、令和

戸

7年度より柳原一・二

数

丁目地区を追加して3

」

地区にて、各地区のま

と

ちづくり協議会と連携

「

しなが

ら関係権利者と

耐

の協創により、密集市

震

街地の改善に向け、道

性

路・公園等の整備実績

の

を上げている。

2)達

あ

成状況と原因分析を踏

る

まえた今後の方向性

【

住

成果指標１】住宅の耐

戸

震化率は「全住戸数」

数

と「耐震性のある住戸

」

数」の割合から算出

　

の

住宅の耐震化率の向上

割

は、継続して耐震の必

合

要性について情報発信

か

し、区民の「安心・安

ら

全なまちづくり」への

算

意識向上を図っ

ていく

出

。

　また、耐震説明会

　

・個別相談会に参加し

住

ていただいた参加者の
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計２５事業 4,592,432 1,047,963 5,640,395

3)施施策の手段として位置付け
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防災 営

対

121 52,645 7

策

,012 59,657

課

拡充 Ａ

感震ブレーカー

3

設置助成事業 建・建築

5

防災課24255 34

4

,312 17,530

2

51,842 改善・変

1

更 Ａ

合計２５事業 4,

1

592,432 1,0

6

47,963 5,64

事

,

0,395

119 42,9

別

3

紙

3)施策の手段とし

1

て位置付けられる事務

業

1

事業の評価結果
事務事

5

業 施策への
事務事業名

9

事業費 人件費 総事業費

,

課長評価 担当課コ ー

0

 ド 貢献度

50 現状維

災

持 Ａ

水害対策事業 都市

害

建設課3896 16,

対

067 56,532 7

策

2,599 改善・変更

課

Ａ

土木事務一般管理事

3

務 都市建設課3897

5

25,740 61,7

行3

91 87,531 現状

7

維持 Ｂ

災害抑制工事事

9

業 都市建設課3901

6

0 4,383 4,38

,

3 現状維持 Ａ

排水場の

5

維持管理事業 道・安全

3

設備課3954 70,

8

293 17,618 8

1

7,911 現状維持 Ａ

0

建築防災管理事務 建・

政 ,

建築防災課3980 3

5

7,785 32,64

1

9 70,434 拡充 Ａ

8

都市防災不燃化促進事

1

業 建・建築防災課39

0

81 19,323 4,

7

383 23,706 拡

,

充 Ｂ

密集市街地整備事

0

業 建・建築防災課39

5

83 1,154,71

無 6

6 119,200 1,

現

273,916 現状維

状

持 Ａ

建築確認審査・検

維

査事務 建・建築審査課

持

3992 15,953

Ａ

300,608 316

火

,561 現状維持 Ａ

細

災

街路整備事業 建・建築

防

防災課3994 255

止

,540 52,150

線

対

307,690 現状維

策

持 Ａ

指定道路調書作成

事

事務 建・建築防災課3

業

996 27,452 4

災

2,944 70,39

害

6 現状維持 Ａ

建築審査

対

会運営事務 建・開発指

策

導課3998 1,75

課

6 26,295 28,

3

051 現状維持 Ａ

建築

の

5

物耐震化促進事業 建・

3

建築防災課4010 1

8

,163,606 60

6

,915 1,224,

1

521 現状維持 Ａ

河川

,

の整備事業 道・道路整

8

備課4514 692,

2

287 33,307 7

2

25,594 現状維持

1

Ｂ

防災センター設備更

管

3

新事業 災害対策課49

,

19 19,963 17

4

,966 37,929

5

現状維持 Ａ

河川の整備

4

事業 都市建設課566

7

0 69,387 10,

5

518 79,905 現

,

状維持 Ａ

老朽家屋対策

2

事業 建・開発指導課1

7

3975 11,650

理

6

56,973 68,6

現

23 拡充 Ａ

災害備蓄の

状

管理運営事業 防災戦略

維

課17329 594,

持

796 31,554 6

Ａ

26,350 拡充 Ａ

排

防

水場・水門の整備事業

災

道・安全設備課218

セ

73 45,650 2,

ン

630 48,280 現

運

タ

状維持 Ｂ

災害備蓄倉庫

ー

整備事業 防災戦略課2

管

3678 8,734 1

理

1,395 20,12

運

9 現状維持 Ａ

建築指導

営

事務 建・建築審査課2

事

3943 298 12,

業

707 13,005 現

災

状維持 Ｂ

河川の整備事

害

業 道・道路維持課24
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

　備蓄の普及啓発

■ 

策

【課題2に対する取組

の

】ハザードマップの配

概

付、周知・啓発、ＡＲ

要

・ＶＲを活用した災害

柱

体験イベントの開催、

立

防

　災アプリ・災害ポ

て

ータルサイトの普及啓

1

発

■ 【課題3に対す

6

る取組】防災講演会の

【

開催、浸水深表示の周

ま

知・啓発、水害時個別

ち

避難計画書の作成支援

】

の実施
主な取組

担 当 課

地

名 災害対策課（取りま

域

とめ）

電 話 番 号 03-

の

3880-5836 E

個

-mail saita

性

i@city.ada

を

chi.tokyo.

活

jp

　防災フェスティ

か

バルや防災フェアなど

し

、協定締結機関や商業

た

施設と連携し、区民一

都

人ひとりが災害への備

市

えが強化

できるよう普

基

及啓発を行っている。

盤

　また、総合防災訓練

が

や水防訓練など、協定

整

締結機関や区民と連携

備

し災害に備えた訓練を

さ

定期的に実施している

れ

。

協働・協創 　今後は

た

、各協定機関等と平時

ま

から連絡の取り合える

ち

関係を構築するととも

施

に、発災時に具体的行

策

動が取れるような

の 取

群

組 み 訓練の実施を検討

名

していく。

■【目標】

1

11住み続けられるま

0

ちづくりを【ターゲッ

災

ト】11.5 203

害

0年までに、貧困層及

に

び脆弱な立場にある人

強

々の

保護に焦点をあて

い

ながら、水関連災害な

ま

どの災害による死者や

ち

被災者数を大幅に削減

を

し、世界の国内総生産

つ

比で直接
ＳＤＧｓが

的

く

経済損失を大幅に減ら

る

す。【関連する理由】

施

震災に対する意識の向

策

上や地域防災力を高め

名

ることは、震災時の被

1

害
目指す目標

軽減につ

0

ながる。【評価】「自

.

助」「共助」の力を高

2

めるために普及啓発や

災

訓練を行っている。
（

害

ターゲッ
■【目標】1

に

7パートナーシップで

備

目標を達成しよう【タ

え

ーゲット】17.17

た

 さまざまなパートナ

区

ーシップの経験や資源

民

ト）との関
戦略を基に

意

した、効果的な公的、

識

官民、市民社会のパー

の

トナーシップを奨励・

向

推進する。【関連する

上

理由】訓練及び
連及び

■

評価
普及啓発にて、協

　

定締結機関と連携して

区

いる。【評価】協定締

民

結で終わらず、発災時

一

に具体的行動が取れる

人

関係構築

を目指す。

　

ひ

備　　　考

とりの防災意識が高まっている。

施策の
目指す姿

■　区民一人ひとりが事前に災害へ備えて自分の身を守る行動がとれるように普及啓発を強化することで、日常から

　災害に備える「自助」の意識を高めていく。

■　これまでの普及啓発活動に加え、拡張現実や仮想現実を活用した体験型の新たな啓発活動を実施し、災害避難に

　関する意識・理解度を向上させる。災害時には、防災アプリや災害ポータルサイトを通じ、正確で迅速な情報提供
施策の方向

　に努めていく。　

■　防災講演会や広報などを通じ、災害に備えた意識を啓発し、災害時にも落ち着いた行動で身の安全を確保するこ

　とができるよう支援をしていく。災害時に自分ひとりでは避難できない方への啓発や適切な支援を行うことができ

　るよう実効性の高い仕組みを整備していく。

■　【現状1】①大災害が発生した際のライフライン停止に備えて、普段から飲料水、非常食、トイレを備蓄するこ

　とが重要。②令和５年度の世論調査では、水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている区民の割合は69.6％で

　あった。【課題1】日常からの災害への備え

■　【現状2】①令和５年度の世論調査では、ハザードマップを見て、自宅の浸水深を確認した区民の割合は32.0％

　であった。②防災アプリのダウンロード総数

足

は36,651件（令

立

和５年度末時点）であ

区

り、災害時の正確・迅

　

速な情報
現状と課題

　

令

提供のため、防災アプ

和

リを普及させていく必

８

要がある。【課題2】

年

災害に備えた情報収集

度

■　【現状3】①水害

施

時にあらかじめ避難す

策

る場所や避難行動を確

評

認することで、落ち着

価

いて行動することがで

調

き

　る。②令和５年度

書

の世論調査では、水害

(

時に備えて、あらかじ

令

め避難する場所を決め

和

ている区民の割合は6

７

8.6％で

　あり、令

年

和３年度から9.3ポ

度

イント減少している。

事

【課題3】避難場所·

業

避難行動の確認

■ 【

実

課題1に対する取組】

施

防災用品あっせんの実

)

施、家具転倒等防止工

1

事・窓ガラス飛散防止

 

工事助成制度、災害時
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-

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 49,371 99,088 105,543 106,647

人件費 48,123 51,045 50,793 75,718

総事業費 97,494 150,133 156,336 182,365

前年比(金額) 97,494 52,639 6,203 26,029

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている区民の割合

定義等 世論調査で「災害に備えて水や食料等の備蓄や防災用具等の用意をしている」と答えた区民の割合
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 75 75 74 77 75
(1)

実　績　値 72 69.6 76.1 72.6 R10 75

達　成　率 96% 96% 93% 93% 103% 101% 94% 97% -

指標名 ハザードマップを見て、自宅の浸水深を確認した区民の割合

定義等 世論調査で「ハザードマップを見て、自宅の浸水深を確認した」と答えた区民の割合
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 32 32 33 33
(2)

実　績　値 33.3 32 31.1 30.7 R10 36

達　成　率 0% 93% 100% 89% 97% 86% 93% 85% -

指標名 足立区防災アプリのダウンロード数（累計）

定義等 足立区防災アプリのダウンロード数
指

単　位 件 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 56,000 58,000
(3)

実　績　値 24,093 36,651 49,408 57,537 R10 76,000

達　成　率 0% 32% 0% 48% 0% 65% 103% 76% -

指標名 河川がはん濫する恐れがある際に、避難する場所を事前に決めている区民の割合

定義等 世論調査で「河川はん濫時の避難場所を決めている」と答えた区民の割合
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 95 95
(4)

実　績　値 71.7 68.6 94 94.1 R10 80

達　成　率 0% 90% 0% 86% 0% 118% 99% 118%
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。

災グッズや啓発用チラ

普

シを配布するほか、よ

及

り広く周知啓発を

行う

啓

ために、毎月１９日の

発

「あだち備蓄の日」に

の

は、ＳＮＳによる情報

イ

発信等を引き続き実施

ベ

していく。

【成果指標

ン

２】ハザードマップを

ト

見て、自宅の浸水深を

と

確認した区民の割合

　

し

転入者への「洪水・内

て

水・高潮ハザードマッ

、

プ」の配布を継続する

ア

ほか、浸水深表示未設

リ

置の第一次避難所（高

オ

校、大学）や設

置希望

西

のあった福祉避難所（

新

民間福祉施設）への設

井

置を行うことで、自宅

で

周辺の浸水リスクの周

の

知を図る。

【成果指標

防

３】足立区防災アプリ

災

のダウンロード数（累

フ

計）

　引き続き普及啓

ェ

発イベントにてチラシ

ア

配布を行うほか、区民

や

へより正確な情報発信

防

ができるよう、足立区

災

防災アプリや災害ポー

フ

タルサイトの定期的な

ェ

保守改修を行う。

【成

ス

果指標４】河川がはん

テ

濫する恐れがある際に

ィ

、避難する場所を事前

バ

に決めている区民の割

ル

合

　引き続きあだち広

（

報の水害特集号で周知

あ

していくとともに、防

だ

災講演会や普及啓発イ

ち

ベントのほか、水防訓

区

練等で広く周知啓発

を

民

行っていく。

【計画の

ま

理念】①協創の再構築

つ

、⑥地域特性・地域資

り

源を踏まえた施策の展

と

開

　指標１～４の全て

同

を網羅している防災講

日

演会を、令和７年度は

・

年間４６回行い、延べ

同

２，６０８人の区民が

会

参加した。講演会は

町

場

会・自治会及び事業者

で

からの依頼を受けて行

開

っているものであり、

催

小学生に対しても実施

）

している。令和８年度

に

も引き続き実施

すると

加

ももに、新たに在宅避

え

難を啓発するためのリ

4

、

ーフレットを作成・配

新

布することで、新たな

た

切り口からも指標１～

に

４の重要性

についての

ポ

周知啓発を行っていく

ン

。　

テポルタ

 

千住でも防災フェアを

担

実施したことで、高い

当

水準が維持できたもの

部

と考える。

【成果指標

に

２】ハザードマップを

お

見て、自宅の浸水深を

け

確認した区民の割合

　

る

目標を下回った。転入

評

者向けに「洪水・内水

価

・高潮ハザードマップ

（

」を配布しているほか

部

、アリオ西新井での防

長

災フェアでは、

イベン

評

ト会場に浸水深表示を

価

実際の高さに掲示する

－

ことで、浸水深に関し

１

てより伝わりやすいよ

次

う普及啓発を行った。

評

また、北綾

瀬駅ペデス

価

トリアンデッキ、すこ

）

やかプラザあだち、小

そ

台橋高校、淵江高校、

の

都営江北四丁目アパー

１

ト、文教大学あだちキ

1

ャンパ

スの６施設に新

)

たに浸水深表示の設置

施

を行い、地域住民や学

策

生への啓発に努めた。

の

【成果指標３】足立区

達

防災アプリのダウンロ

成

ード数（累計）

　目標

状

を達成した。避難所運

況

営訓練、区公式ＨＰ、

と

あだち広報等で積極的

そ

な周知・啓発を行った

の

結果である。これによ

原

り、災害時

における区

因

民への確実なプッシュ

の

型情報伝達の基盤が拡

分

大した。

【成果指標４

析

】河川がはん濫する恐

【

れがある際に、避難す

成

る場所を事前に決めて

果

いる区民の割合

　目標

指

を若干下回ったが、高

標

い水準を維持している

１

。あだち広報の水害特

】

集号で周知啓発を行っ

水

たほか、アリオ西新井

や

の防災フェ

アでは水害

食

をテーマとした普及啓

料

発を行った結果と考え

等

る。

 

【計画の理念】

の

①協創の再構築、⑥地

備

域特性・地域資源を踏

蓄

まえた施策の展開

　ア

や

リオ西新井やポンテポ

防

ルタ千住でのイベント

災

においては、自衛隊・

用

東京消防庁・消防団と

具

協力し普及啓発を行っ

等

たほか、防災

フェステ

の

ィバルでは２日間あわ

用

せて全４０団体が参加

意

した。浸水深表示の設

を

置については、施設の

し

要望を受けて設置して

て

いるほか

、都立高校や

い

大学への展開が出来て

る

いる。しかしながら、

区

要望を受けた全施設に

民

設置できていないこと

の

から、浸水深が高い箇

割

所よ

り引き続き設置し

合

ていく。

2)達成状況

　

と原因分析を踏まえた

目

今後の方向性

【成果指

標

標１】水や食料等の備

を

蓄や防災用具等の用意

下

をしている区民の割合

回

　自助による備蓄を促

っ

すため、避難所運営訓

た

練に参加した区民へ防
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

防災管理事務 災害対策課3528 81,104 29,713 110,817 現状維持 Ａ

避難行動要支援者対策推進事業 福祉管理課22891 25,543 46,005 71,548 拡充 Ａ

合計２事業 106,647 75,718 182,365

3)施施策の手段として位置付け
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施

民組織活動助成制度、

策

災害情報システムの活

の

用

■　【課題2に対す

概

る取組】防災士資格取

要

得費用助成制度、防災

柱

士研修会の実施、あだ

立

ち防災リーダーの認定

て

■　【課題3に対する

1

取組】コミュニティタ

6

イムライン策定支援の

【

実施、コミュニティタ

ま

イムラインに沿った訓

ち

練実

　施の支援、あだ

】

ち防災リーダーの認定

地

主な取組

担 当 課 名 災害

域

対策課（取りまとめ）

の

電 話 番 号 03-388

個

0-5836 E-ma

性

il saitai@c

を

ity.adachi

活

.tokyo.jp

　

か

町会・自治会主導で避

し

難所運営訓練が実施で

た

きるよう、支援を行っ

都

ている。

　また、水害

市

発生時に適切な行動が

基

取れるよう、町会・自

盤

治会と共同でコミュニ

が

ティタイムラインを策

整

定する。加え

て、コミ

備

ュニティタイムライン

さ

に沿った訓練が実施で

れ

きるよう支援する。

協

た

働・協創
の 取 組 み

■【

ま

目標】11住み続けら

ち

れるまちづくりを【タ

施

ーゲット】11.5 

策

水関連災害などの災害

群

による死者や被災者数

名

を大幅

に削減し、世界

1

の国内総生産比で直接

0

的経済損失を大幅に減

災

らす。【関連する理由

害

】コミュニティタイム

に

ラインを策
ＳＤＧｓが

強

定することが、水害時

い

のスムーズな避難行動

ま

に資するため、水害に

ち

よる被害軽減につなが

を

る。【評価】荒川沿川

つ

地区
目指す目標

以外へ

く

もコミュニティタイム

る

ラインの策定支援を拡

施

げており、全区的な水

策

害による被害軽減を目

名

指している。
（ターゲ

1

ッ
■【目標】17パー

0

トナーシップで目標を

.

達成しよう【ターゲッ

3

ト】17.17 さま

災

ざまなパートナーシッ

害

プの経験や戦略
ト）と

に

の関
を基にした、効果

備

的な公的、官民、市民

え

社会のパートナーシッ

た

プを奨励・推進する。

地

【関連する理由】町会

域

・自治会
連及び評価

等

防

と連携し、避難所運営

災

訓練を実施している。

力

【評価】実践型の避難

の

所運営訓練の実施率を

強

上げることで、より災

化

害

に強い地域がつくら

■

れる。

備　　　考

　災害に強い地域がつくられている。

施策の
目指す姿

■　幅広い住民・団体の避難所運営訓練への参加を促し、一人ひとりが災害発生時に冷静かつ迅速に行動できる準備

　を整えることで地域全体の防災力を高める。積極的にﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を活用することで地域防災力を効果的に高める。

■　防災士資格の取得費用助成を行うとともに、防災士を避難所運営会議につなくことで、地域で活躍する防災士を

　増加させる。避難所運営会議に参加していない女性や女性団体に対して、防災士資格取得の働きかけを行い、避難
施策の方向

　所運営に女性の視点を反映していく。

■　荒川沿川12地区のうち、コミュニティタイムライン未策定の地区に対して、策定の働きかけと支援を行うことに

　加え、コミュニティタイムラインに沿った訓練を実施することで、水害時のスムーズな避難行動を促していく。荒

　川沿川地区以外の策定を希望する地域に対しては策定の支援を行い、地域防災力を高める。

■　【現状1】町会・自治会で組織された避難所運営会議が実施する訓練では、平均参加者数が90人程度にとどまっ

　ている。【課題1】地域の災害対応力の向上

■　【現状2】①避難や救助・救命、避難所運営にあたって重要な役割を果たす防災士の人数は増えているものの、

　防災士のいない避難所運営会

足

議が数カ所ある。②地

立

域の防災対策を進める

区

ために女性ならではの

　

視点や配慮も重要

　だ

令

が、女性防災士のいる

和

避難所運営会議は約４

８

割にとどまっている。

年

【課題2】地域で活躍

度

する防災士の増加
現状

施

と課題
■　【現状3】

策

風水害の予報や河川水

評

位情報等を基に、地域

価

住民の取るべき防災行

調

動や避難のタイミング

書

など「い

　つ・誰が・

(

何をするか」を定めた

令

コミュニティタイムラ

和

インは、地域住民のス

７

ムーズな防災行動を促

年

すが、コミュ

　ニティ

度

タイムラインを策定し

事

ている地区は４地区に

業

とどまっている。【課

実

題3】コミュニティタ

施

イムライン策定地

　区

)

の増加

■　【課題1に

1

対する取組】避難所運

 

営訓練の実施、防災区
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　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 83,950 100,859 100,280 400,308

人件費 78,821 80,334 83,507 165,810

総事業費 162,771 181,193 183,787 566,118

前年比(金額) 162,771 18,422 2,594 382,331

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 実践型の避難所運営訓練（受付設置・避難所物品の組立・備蓄倉庫の確認など）の実施率

定義等 避難所運営会議のある第一次避難所（117校）のうち、実践型の避難所運営訓練を実施した避難所運営会議数の割合
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 60 62 70 70
(1)

実　績　値 - 60 70 70.9 R10 70

達　成　率 0% 0% 100% 86% 113% 100% 101% 101% -

指標名 女性防災士のいる避難所運営会議の割合

定義等 避難所運営会議のある第一次避難所（117校）のうち、女性防災士のいる避難所運営会議数の割合
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 35 35 35 40
(2)

実　績　値 27.5 35 31.6 39.3 R10 45

達　成　率 0% 61% 100% 78% 90% 70% 112% 87% -

指標名 コミュニティタイムラインを策定した荒川沿川地区数（全１２地区）

定義等 コミュニティタイムラインを策定した荒川沿川地区数
指

単　位 地区 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 3 4 5 6
(3)

実　績　値 3 3 4 5 R10 8

達　成　率 0% 38% 100% 38% 100% 50% 100% 63% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達
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う

る。あわせて、実践型

ち

訓練の実施を呼びかけ

、

ることで、避難所運営

８

に関して一定程度の標

３

準

化を図るとともに、

校

実災害に即した実効性

で

の高い訓練の実施を促

実

進していく。

【成果指

践

標２】女性防災士のい

型

る避難所運営会議の割

避

合

　引き続き、女性防

難

災士の活動・活躍の機

所

会を広げるとともに、

運

文教大学等の学生に向

営

けた防災講演会を通じ

訓

て、より多くの若年

層

練

や女性に向けて、防災

を

士資格取得助成制度に

実

ついて周知啓発を行っ

施

ていく。

【成果指標３

し

】コミュニティタイム

た

ラインを策定した荒川

。

沿川地区数（全１２地

ま

区）

　千住常東地区の

た

リーフレット作成及び

、

配布を進めるとともに

９

、既策定済地区を対象

校

に、コミュニティタイ

が

ムラインの実効性を高

講

めるため、コミュニテ

演

ィタイムライン運用訓

会

練の実施を支援してい

及

く。

【計画の理念】①

び

協創の再構築、⑥地域

イ

特性・地域資源を踏ま

ベ

えた施策の展開

　指標

ン

１～３の全てにおいて

ト

、参加者が高齢化して

の

いることが課題である

み

。避難所運営訓練にお

の

いては、ＰＴＡ等から

実

も参加を促

す事に加え

施

、学校を通じて保護者

で

に訓練参加の周知を依

あ

頼していく。また、防

っ

災士については、令和

た

７年１０月１日付けで

た

足立区

防災士資格取得

め

費用助成要綱を改正し

、

、防災士資格費用助成

講

対象者を１８歳以上へ

演

と拡大した。令和８年

会

度はあだち広報や区Ｈ

や

Ｐ

などを通じて広く広

イ

報を行い、若い世代の

ベ

担い手も募っていく。

ン

さらに、コミュニティ

ト

タイムラインについて

に

は、若年層が多く集

ま

あ

るアリオ西新井などで

4

わ

のイベントを用いて、

せ

広く周知啓発を行って

て

いく。

訓練が実施でき

 

るよう支援が必要であ

担

る。

【成果指標２】女

当

性防災士のいる避難所

部

運営会議の割合

　目標

に

を達成した。２月２８

お

日に実施した防災士研

け

修会では、令和６年度

る

に引き続き女性防災士

評

（特定非営利活動法人

価

日本防災士

会 理事）

（

に「防災士の活動につ

部

いて」をテーマに被災

長

地での経験等を講演い

評

ただいた。

　また、足

価

立区防災士資格取得費

－

用要綱を令和７年１０

１

月１日付けで改正し、

次

若年者を含むより広い

評

世代が防災士資格を取

価

得でき

るよう、助成対

）

象者を拡大した。これ

そ

までは、避難所運営本

の

部長もしくは町会・自

１

治会長の推薦が必須で

1

あった要件を撤廃し、

)

地

域防災活動に継続的

施

に参加する意思のある

策

１８歳以上の区内在住

の

者を助成対象者とした

達

。

【成果指標３】コミ

成

ュニティタイムライン

状

を策定した荒川沿川地

況

区数（全１２地区）

　

と

目標を達成した。新た

そ

に千住常東地区のコミ

の

ュニティタイムライン

原

を策定した。しかしな

因

がら、策定地区の住民

の

へ広く配布する

リーフ

分

レットが未完成のため

析

、引き続き町会・自治

【

会と連携し、リーフレ

成

ットの作成及び配布を

果

行い、コミュニティタ

指

イムライン

の理解と周

標

知を広げていく。

【計

１

画の理念】①協創の再

】

構築、⑥地域特性・地

実

域資源を踏まえた施策

践

の展開

　指標１～３の

型

全てにおいて、主に町

の

会・自治会と連携した

避

事業である。避難所運

難

営訓練の実施について

所

は、顔合せ会⇒役員会

運

⇒

全体会と順を踏み、

営

町会・自治会の意向を

訓

確認したうえで訓練を

練

実施している。コミュ

の

ニティタイムラインに

実

おいても、策定地区

の

施

町会・自治会の方々と

率

ワークショップを行っ

　

たうえで策定している

目

。防災士資格助成制度

標

については、避難所運

を

営会議の本部長

及び庶

達

務部長に推薦依頼文書

成

を送付しているほか、

し

あだち広報にて全区民

た

への募集も行っている

。

。

2)達成状況と原因

第

分析を踏まえた今後の

一

方向性

【成果指標１】

次

実践型の避難所運営訓

避

練の実施率

　「震災時

難

避難所運営手順書～第

所

Ⅱ部 開設運営編～」

１

を基礎としつつ、新た

１

に導入する「実践型訓

７

練パッケージ」を活用

校

し、避

難所の現地確認

の

及び運営訓練を実施す

- 149 -



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

防災会議運営事務 防災戦略課3530 39,239 76,238 115,477 拡充 Ａ

災害救助事務 災害対策課3532 0 7,889 7,889 現状維持 Ｂ

消防団運営助成事業 災害対策課3533 18,254 6,136 24,390 現状維持 Ａ

自衛官募集事務 災害対策課3536 31 1,753 1,784 現状維持 Ｂ

防災訓練実施事業 災害対策課17268 35,585 40,927 76,512 拡充 Ａ

区民防災力向上推進事業 災害対策課17298 307,199 32,867 340,066 現状維持 Ａ

合計６事業 400,308 165,810 566,118

3)施施策の手段として位置付け
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施

全で快適な移動環境を

策

提供することが必要と

の

なっている。【課題３

概

】移動制約者に配慮し

要

た

交通環境の整備

■　

柱

「はるかぜ」路線の維

立

持に向けた事業の展開

て

（はるかぜ路線の一部

1

協働事業化の実施、は

6

るかぜ車両等購入費補

【

助制度など）

■　地域

ま

内交通導入サポート制

ち

度による技術的助言・

】

財政的支援の実施

■　

地

路線バス停留所環境整

域

備費補助制度

■　交通

の

情報のデジタル化の推

個

進
主な取組

■　移動制

性

約者への費用助成の実

を

施（福祉タクシー・自

活

動車燃料助成券の交付

か

など）

担 当 課 名 交通対

し

策課（取りまとめ）

電

た

話 番 号 03-3880

都

-5718 E-mai

市

l koutuu@ci

基

ty.adachi.

盤

tokyo.jp

■　

が

令和6年4月から「は

整

るかぜ」路線のうち2

備

事業者7路線で協働事

さ

業を開始した。

■　令

れ

和7年4月から入谷・

た

鹿浜地区の「足立区デ

ま

マンドタクシー（足タ

ち

ク）」を本格運行へ移

施

行した。

■　令和7年

策

8月から、地域内交通

群

導入サポート制度を活

名

用し、北千住駅東口の

1

常東地区で乗合型デマ

1

ンドタクシー「

協働・

便

協創 チョイソコ×せん

利

じゅ」の実証実験を開

で

始した。

の 取 組 み ■　

快

令和7年10月から、

適

地域内交通導入サポー

な

ト制度を活用し、花畑

道

地区で定時定路線型交

路

通「花畑ぐるりん」の

・

実

証運行を開始した。

交

【目標】11.住み続

通

けられるまちづくりを

網

/17.パートナーシ

を

ップで目標を達成しよ

つ

う【ターゲット】11

く

.2　2030年ま

で

る

に、移動制約者のニー

施

ズを特に配慮し、公共

策

交通の維持や地域内交

名

通の導入により、すべ

1

ての人々に、安全かつ

1

安
ＳＤＧｓが

価で容易

.

に利用できる、持続可

1

能な交通手段を提供す

ス

る。17.17　交通

ム

事業者との協働や、住

ー

民等が主体となった地

ズ

目指す目標
域内交通の

に

活動等への支援を通じ

移

て、効果的な公的、官

動

民、市民社会のパート

で

ナーシップを進める。

き

【関連する理由
（ター

る

ゲッ
】公共交通サービ

交

ス水準の維持に向け、

通

「はるかぜ」路線の維

環

持や、新たな交通導入

境

の支援を実施すること

の

は、SDGs
ト）との

整

関
ターゲット11.2

備

及び17.17に寄与

■

する。【評価】「はる

　

かぜ」協働事業や地域

地

内交通の導入は、すべ

域

ての人に、安全
連及び

と

評価
かつ安価で容易に

の

利用できる、持続可能

協

な交通手段の提供に寄

働

与するものであり、官

で

民パートナーシップを

公

進めるも

のである。

備

共

　　　考

交通を支えている。

施策の
目指す姿

【「はるかぜ」路線の維持に向けた事業を展開する】今後、さらにバス運転士不足が深刻化していく中、区民の移動

手段を支えていくため、「はるかぜ」路線の一部を区とバス事業者による協働事業へ変更するとともに、補助金制度

の見直しを含めた施策を充実させ、利用者の多い「はるかぜ」路線の維持に取組む。

【持続可能な地域内交通手段を構築する】令和2年11月に「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」が改正さ
施策の方向

れた主旨を捉えながら、今後のバス路線の縮小を踏まえた地域交通課題に対応していくため、住民等が主体となって

取り組む地域内交通の活動等に対して技術的助言や財政的支援を行うことで、交通課題の解消に取組む。

【移動制約者への視点を持った交通施策を進める】交通事業者や地域住民と協働し、高齢者や障がい者、子育て世帯

をはじめ、多様な人々の移動実態に応じた交通環境整備を進め、誰もが安全で快適に移動できる環境を実現する。

【現状１】公共交通利用者の減少や慢性的なバス運転士不足により、全国的にバス路線の維持が困難になっている。

令和6年4月に改正された改善基準告示によって運転士の労働時間が見直され、バス運転士不足がさらに深刻化し、区

内でもバ

足

ス路線の減便や運行終

立

了が生じている。【課

区

題１】「はるかぜ」路

　

線の維持

【現状２】社

令

会情勢の大きな変化な

和

どによって、電車やバ

８

スなどの既存公共交通

年

機関だけに依存するこ

度

とには限界が

きている

施

。一方、それらに代わ

策

る新たな交通サービス

評

やモビリティ等が全国

価

的に普及しつつあり、

調

移動手段が多様化
現状

書

と課題
してきている。

(

【課題２】新たな交通

令

導入の支援

【現状３】

和

超高齢社会が進行し、

７

介護保険制度における

年

要支援・要介護認定者

度

が増加することで、移

事

動に制約を抱え

る人が

業

増えている。高齢者や

実

障がい者、子育て世帯

施

などをはじめとした移

)

動に制約がある人も含

1

め、全ての公共交通

機

 

関を利用する人々に安
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810,111

前年比(金額) 6,704,787 △4,674,589 1,086,753 2,693,160

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 「はるかぜ」路線維持事業対象路線ひと月当たりの利用者指数

定義等 令和5年度の対象7路線のひと月当たりの利用者数を100として指数化した利用者指数
指

単　位 なし 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 100 99 98 97
(1)

実　績　値 - 100 97.9 105.8 R10 95

達　成　率 0% 0% 100% 95% 101% 97% 93% 90% -

指標名 地域内交通導入サポート制度活用地区の件数（累計）

定義等 地域内交通導入サポート制度を活用して地域内交通の実証実験等を実施した地区数の累計
指

単　位 か所 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 0 0 2 3
(2)

実　績　値 - 0 0 2 R10 5

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100% 40% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(3)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 6,515,449 1,841,834 2,892,255 5,595,194

人件費 189,338 188,364 224,696 214,917

総事業費 6,704,787 2,030,198 3,116,951 5,
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事

用を検討す

る地区での

業

勉強会を開催していく

に

。

【計画の理念】⑦持

お

続可能な区政運営の推

い

進

　すでに検討してい

て

る地区の、各協議会で

、

の運営方法や利用促進

７

策などの意見交換を行

路

える場を設けていくこ

線

とで、地域協議会の

ス

の

キルアップを図りなが

運

ら、制度の見直しを図

行

っていく。　

経費の負担を継続し、路線の維持を行ったことから、利用者数が維持されている。

　また、ＡＩを活用し

4

た運行ダイヤの最適化

 

を行い、慢性的な遅延

担

を減少させ、バス利用

当

者の利便性の向上を図

部

ったことにより、

利用

に

者数の維持につながっ

お

た。

【計画の理念】⑦

け

持続可能な区政運営の

る

推進　

　バス運転士の

評

改善基準告示の改正に

価

沿った運行ダイヤの改

（

正を行い、運転士の休

部

憩時間の確保など労働

長

環境改善を図ったが、

評

依

然としてバスの運転

価

士不足は全国的な問題

－

であり、公共交通の担

１

い手の確保が課題とな

次

っている。

【成果指標

評

２】地域内交通導入サ

価

ポート制度活用地区の

）

件数（累計）

　地域内

そ

交通導入サポート制度

の

のモデル地区として、

１

常東地区では令和７年

1

８月から、花畑地区で

)

は令和７年１０月から

施

実証実験

を開始した。

策

両地区とも地域協議会

の

や運行事業者等と連携

達

しながら、地域ニーズ

成

に合った運行計画の見

状

直しを図ったことによ

況

り利

用件数も増加傾向

と

となっている。

【計画

そ

の理念】⑦持続可能な

の

区政運営の推進

　区内

原

で初めてとなる、地域

因

主体での移動課題解消

の

を目指す取り組みとな

分

っているが、主に地域

析

協議会が継続して運営

【

していける

ような制度

成

の見直しが必要となっ

果

ている。

　

2)達成状

指

況と原因分析を踏まえ

標

た今後の方向性

【成果

１

指標１】「はるかぜ」

】

路線維持事業対象路線

「

ひと月当たりの利用者

は

指数

　はるかぜのバス

る

利用者数の維持にあた

か

り、バス路線を維持で

ぜ

きるよう、引き続きバ

」

ス運行事業者への財政

路

的支援を行う。また、

線

区内の各種イベントで

維

の公共交通のＰＲやバ

持

スの乗り方教室を通し

事

て、バスの魅力を伝え

業

るほか、バス停のベン

対

チ設置などの待合

環境

象

の改善を図り、バスの

路

利用促進につなげる。

線

【計画の理念】⑦持続

ひ

可能な区政運営の推進

と

　

　公共交通の提供に

月

は担い手の確保が重要

当

であり、運転士に代わ

た

る取り組みとして自動

り

運転技術が発展してき

の

ていることから、中

・

利

長期的な取り組みとし

用

て、自動運転バスの導

者

入を実証実験を行いな

指

がら進める。

【成果指

数

標２】地域内交通導入

　

サポート制度活用地区

は

の件数（累計）

　令和

る

７年度中に地域住民に

か

もわかりやすい本制度

ぜ

の概要版を作成したた

協

め、制度自体の認知度

働

を高めていきながら活
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

交通施策推進事務 交通対策課3905 32,363 17,530 49,893 現状維持 Ａ

交通施設の整備・改善事業 交通対策課3908 113,980 8,765 122,745 現状維持 Ａ

道路の新設事業 道・道路整備課3934 4,637,607 73,626 4,711,233 現状維持 Ａ

新設道路整備の事務 道・道路整備課3935 68,581 25,419 94,000 現状維持 Ｂ

都市計画道路用地取得事務 道・道路整備課15263 77,205 23,401 100,606 拡充 Ａ

鉄道駅ホームドア等整備事業 都市建設課22144 43,196 8,765 51,961 現状維持 Ａ

持続可能なコミュニティバスはるかぜ路線維持事業 交通対策課23805 563,624 17,530 581,154 現状維持 Ａ

多様な交通推進事業 交通対策課23807 31,402 35,498 66,900 拡充 Ａ

道路の新設事業 都市建設課24065 14,300 2,630 16,930 現状維持 Ａ

交通安全施設の整備事業 道・道路維持課24178 12,936 1,753 14,689 現状維持 Ｂ

合計１０事業 5,595,194 214,917 5,810,111

3)施施策の手段として位置付け
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施

の自転車教室では、Ｐ

策

ＴＡとも連携し、家庭

の

でも交通安全意識の啓

概

発が

できるよう促す。

要

なお、学校等で死角体

柱

験や内輪差に関する普

立

及啓発を行うためトラ

て

ック協会等と連携する

1

。また、

協働・協創 自

6

転車用ヘルメット補助

【

制度の創設に伴い、区

ま

内自転車販売店に協力

ち

を促していく。区イベ

】

ントでの自転車シミュ

地

レ

の 取 組 み ーション体

域

験事業についても、委

の

託事業者だけでなく区

個

内警察署にも協力を促

性

す。

【目標】３すべて

を

の人に健康と福祉を【

活

ターゲット】３．６【

か

関連する理由】交通安

し

全意識の普及啓発活動

た

を推進し

ていくことで

都

、交通事故発生件数の

市

減少につなげる。【評

基

価】自転車用ヘルメッ

盤

トの補助制度によりヘ

が

ルメットの着
ＳＤＧｓ

整

が
用を促した。【目標

備

】11住み続けられる

さ

まちづくりを【ターゲ

れ

ット】１１．５【関連

た

する理由】無電柱化の

ま

推進によ
目指す目標

り

ち

防災力強化につながる

施

。【評価】新たに補助

策

第１３８号線（興野地

群

区）、補助第２５５号

名

線の事業認可を取得し

1

た
（ターゲッ

。【目標

1

】１７パートナーシッ

便

プで目標を達成しよう

利

【ターゲット】１７．

で

１７【関連する理由】

快

区役所や警察など
ト）

適

との関
の公的機関だけ

な

が働きかけるのではな

道

く、トラック協会や自

路

転車販売店、ＰＴＡな

・

どにも連携してもらう

交

ことで、官
連及び評価

通

民あげて交通安全の意

網

識を広く普及していく

を

。【評価】交通安全意

つ

識が官民の協力により

く

幅広い層に周知された

る

。

備　　　考

施 策 名 11.2 安全に利用できる道路環境の整備

安全な道路・交通環境が整備されている。

施策の
目指す姿

■　道路網の拡充と防災機能の強化を進める。

■　安全に利用できる道路環境を整備する。

■　多様な主体と連携し、交通安全を推進する。

施策の方向

【現状１】①区内には、広くて安全な歩行空間が確保されていない道路や緊急車両の通行に課題を抱えた道路がある

。②無電柱化を含む道路の整備は、安全な道路環境の確保のほか、災害時の避難経路や延焼遮断帯としての機能、電

柱の倒壊による道路閉塞の防止とライフラインの安定供給の確保など、防災機能の強化としての側面がある。

【課題１】①道路整備の拡充②無電柱化の促進

【現状２】道路の老朽化が進むことで、陥没や道路附属物の落下・倒壊、ブロック系舗装のがたつきなどが発生し、
現状と課題

事故につながる危険性を生じるが、道路の維持管理経費が増大しているなどの課題がある。

【課題２】安全な道路環境の維持・管理

【現状３】①令和５年は交通事故発生件数、死傷者数ともに都内ワースト１位となっており、道路を利用する人への

交通安全意識の普及啓発を進めていくことが必要である。②交通事故全体に占める自転車関与事故の割合（自転車関

与率）は５３．６% と、東京都平均（４６．３%）より高くなっている。【課題３】交通安全意識の普及啓発

■　

足

【課題１】①都市計画

立

道路の整備、②無電柱

区

化の推進、③既存道路

　

の大規模改良の実施

■

令

　【課題２】①道路施

和

設の定期点検の実施、

８

②区公式LINEによ

年

る通報システムの活用

度

、③通学路点検の実施

施

■　【課題３】①自転

策

車教室の開催、②保育

評

園などへの交通安全教

価

室の開催、③自転車走

調

行環境整備の実施

主な

書

取組

担 当 課 名 道・道路

(

整備課（取りまとめ）

令

電 話 番 号 03-388

和

0-5921 E-ma

７

il gairo@ci

年

ty.adachi.

度

tokyo.jp

　保

事

育園・幼稚園等、小・

業

中学校、都立高校、住

実

区センター等で、区内

施

四警察署とともに、幅

)

広い年齢層に対して、

1

各種啓発活動を継続的

 

に実施する。小学校で
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16,086 1,385,331 △978,483

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 区内の都市計画道路整備延長の割合

定義等 都市計画道路の事業完了整備割合（区内延長161ｋｍ）
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 81 81 81 81 81
(1)

実　績　値 78 78 78 78 R10 81

達　成　率 96% 96% 96% 96% 96% 96% 96% 96% -

指標名 交通事故死傷者数

定義等 負傷者数・死亡者数の合計　※低減目標
指

単　位 人 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 1,300 1,200 1,100 1,990 1,850
(2)

実　績　値 2,011 2,075 1,879 1,775 R10 1,850

達　成　率 65% 92% 58% 89% 59% 98% 112% 104% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(3)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 4,474,407 4,680,705 6,020,586 4,997,103

人件費 782,075 791,863 837,313 882,313

総事業費 5,256,482 5,472,568 6,857,899 5,879,416

前年比(金額) 5,256,482 2
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都施工路線の補助第１３８号線（興

野）など事業期間延伸により目標値は下回った。

【指標２】　交通事故死傷者数は前年を大きく下

4

回ったが、死亡者数は

 

前年より増えてしまっ

担

た。

【計画の理念】⑥

当

地域特性・地域資源を

部

踏まえた施策の展開

　

に

都市計画道路の整備は

お

、事業の進捗具合によ

け

って、事業期間の延伸

る

を行わざる得ないこと

評

が発生してしまう。ま

価

た交通安全につ

いては

（

、多世代における意識

部

の普及啓発が課題とな

長

っている。

2)達成状

評

況と原因分析を踏まえ

価

た今後の方向性

【指標

－

１】　補助第２５６号

１

線、補助第１３８号線

次

（江北地区）の用地取

評

得を進めている。令和

価

７年１０月１６日に補

）

助第１３８

号線（興野

そ

地区）、令和８年１月

の

２３日に補助第２５５

１

号線の事業認可を取得

1

した。今後、地権者の

)

方と丁寧に交渉を進め

施

、事業

を進めていく。

策

【指標２】　交通事故

の

死傷者数は前年を下回

達

り１７７５人となった

成

。これまでの各種交通

状

安全教室や自転車シミ

況

ュレータ体験、自

転車

と

啓発チームによる自転

そ

車のマナー啓発事業な

の

どが区民に浸透してき

原

た結果からだと思われ

因

る。事故全体の中で自

の

転車が関与す

る件数は

分

まだ多いこと、令和８

析

年４月から自転車にも

【

「自転車等に対する交

指

通反則通告制度（青切

標

符）」が適用されるこ

１

となどか

ら、今後も自

】

転車のルール・マナー

　

啓発事業を強化してい

令

く。

【計画の理念】⑥

和

地域特性・地域資源を

７

踏まえた施策の展開

　

年

地域社会の持続可能な

６

発展を実現するために

月

は、それぞれの地域が

２

持つ特性に応じた施策

６

を講じることが不可欠

日

である。

都市計画道路

に

の整備は、道路ネット

補

ワークの拡充と防災性

助

の向上が見込まれるが

第

、地域の皆さんのご理

１

解とご協力が不可欠と

３

なる

。また、道路の整

８

備とともに交通安全に

号

関する意識の向上も必

線

要となる。

　同じ区内

そ

であっても、高齢化が

の

進行している地域や若

２

年層の流入が多い地域

工

、都市化が進む地域を

区

はじめ、地理的条件や

（

地域資

源、人口・世帯

２

の特徴などが大きく異

８

なる様々な地域がある

０

ことから、多様な特性

ｍ

を理解し、地域ごとの

）

ニーズや課題に応じた

が

施

策を展開していく。

開通したが、
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ら

6,295 95,51

れ

6 現状維持 Ｂ

道路の改

る

良事業 道・道路維持課

事

24116 305,2

務

22 26,295 33

事

1,517 現状維持 Ａ

業

合計１９事業 4,99

の

7,103 882,3

評

13 5,879,41

価

6

結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

道路台帳整備事業 道・道路管理課3911 141,181 227,427 368,608 現状維持 Ｂ

道路・水路の占用事務 道・道路管理課3912 6,657 60,474 67,131 現状維持 Ｂ

屋外広告物事務 道・道路管理課3913 5,761 21,472 27,233 現状維持 Ｂ

道路の不正使用等に対する指導事業 道・道路管理課3915 4,618 46,886 51,504 現状維持 Ｂ

道路の維持事業 道・道路維持課3946 1,819,768 140,191 1,959,959 現状維持 Ｂ

道路一般管理事務 道・道路維持課3947 28,335 33,521 61,856 現状維持 Ｂ

道路の改良事業 道・道路整備課3949 741,921 65,738 807,659 現状維持 Ａ

交通安全施設の維持事業 道・道路維持課3951 159,776 34,179 193,955 現状維持 Ｂ

舗装の改修事業 道・道路維持課3952 95,403 26,295 121,698 現状維持 Ｂ

私道整備助成事業 道・道路管理課3953 83,719 10,736 94,455 現状維持 Ｂ

交通安全の普及啓発事業 交通対策課18647 45,866 55,651 101,517 拡充 Ａ

街路灯の維持事業 道・安全設備課20762 354,182 35,060 389,242 現状維持 Ａ

街路灯の新設及び改修事業 道・安全設備課20770 849,262 52,590 901,852 現状維持 Ａ

防犯灯助成事業 道・道路管理課20776 44,303 11,613 55,916 改善・変更 Ｂ

道路の改良事業 道・安全

3

設備課22348 19

)

4,478 2,630

施

197,108 現状維

施

持 Ｂ

道路の設備維持事

策

業 道・安全設備課23

の

162 35,830 2

手

,630 38,460

段

現状維持 Ｂ

都市建設関

と

係施設改修事業 道・道

し

路維持課23429 1

て

1,600 2,630

位

14,230 現状維持

置

Ｂ

公共基準点再整備事

付

業 道・道路管理課24

け

023 69,221 2
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施

景観法に基づく届出の

策

実施

■　足立区景観条

の

例に基づく事前協議制

概

度

■　景観ガイドライ

要

ンの作成

■　足立まち

柱

の風景資産の選定

■　

立

景観に関する普及啓発

て

イベントの開催
主な取

1

組
■　パンフレット発

6

行による景観の魅力発

【

信

■　地域住民などと

ま

の丁寧な合意形成の実

ち

施

■　都市計画手続の

】

実施

■　まちづくりに

地

関する情報発信

担 当 課

域

名 都市建設課（取りま

の

とめ）

電 話 番 号 03-

個

3880-5738 E

性

-mail tosi@

を

city.adach

活

i.tokyo.jp

か

■　第二次景観計画に

し

基づく「足立まちの風

た

景資産」について、“

都

足立らしい風景”を区

市

民を問わず広く募集し

基

、そ

　の結果をとりま

盤

とめた投票を行うこと

が

で、景観資源の重要性

整

の認識を共有している

備

。また、それにあわせ

さ

てまち歩

　きやワーク

れ

ショップを実施するな

た

ど、足立区の魅力ある

ま

景観を区の内外へ発信

ち

することにより、景観

施

施策への参加

協働・協

策

創 　意欲を高めていく

群

。こうした取り組みを

名

通じて、区民、事業者

1

、区の協働・協創によ

2

る景観まちづくりを推

地

進して

の 取 組 み 　いく

域

。

■　エリアデザイン

の

計画の推進など、庁内

特

及び地元まちづくり協

性

議会やまちづくり推進

を

委員会と連携しながら

活

、まち

　づくりを進め

か

ている。さらに区民・

し

地域・各種団体などが

た

一体となって地域課題

ま

解決に向けた取り組み

ち

ができるよ

　う都市計

づ

画マスタープランに基

く

づく、協働・協創によ

り

るまちづくりに取り組

を

んでいく。

【目標】1

進

1　住み続けられるま

め

ちづくりを【ターゲッ

る

ト】11.3　203

施

0年までに、包摂的か

策

つ持続可能な都市化を

名

促進

し、すべての国々

1

の参加型、包摂的かつ

2

持続可能な人間居住計

.

画・管理の能力を強化

1

する。【関連する理由

良

】都市計
ＳＤＧｓが

画

好

ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝに掲

な

げる３つの柱は、安心

景

して住み続けられるま

観

ちづくりにつながる。

の

【評価】庁内、区民、

形

事業者など
目指す目標

成

と連携し、まちづくり

と

を進めることができた

快

。引き続き安全で活力

適

と魅力あふれるまちの

な

実現に取り組んでいく

ま

。
（ターゲッ

【目標】

ち

17　ﾊﾟｰﾄﾅｰｼ

づ

ｯﾌﾟで目標を達成し

く

よう【ターゲット】1

り

7.17　様々なﾊﾟ

の

ｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟの経

推

験や資源戦略を基にし

進

た
ト）との関

、効果的

■

な公的、官民、市民社

　

会のﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯ

魅

ﾌﾟを奨励・推進する

力

。【関連する理由】都

あ

市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗ

る

ﾝに掲げている
連及び

快

評価
「協働・協創によ

適

るまちづくり」は区民

な

・地域・各種団体など

ま

とのﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯ

ち

ﾌﾟの推進につながる

が

。【評価】まちづく

り

つ

協議会やまちづくり推

く

進委員と連携して、ま

ら

ちづくりを進めること

れ

ができた。

　

備　　　

て

考

いる。

施策の
目指す姿

■　景観法に基づく届出を通じて、建築物や屋外広告物の規制・誘導により良好な景観形成を進める。大規模開発な

　どは、景観ガイドライン作成や条例に基づく事前協議制度の活用などにより、統一感ある景観形成を誘導する。

■　まち歩きやワークショップなど、魅力ある景観資源を探す機会の提供や重要な景観資源を選定した「足立まちの

　風景資産」などの取組を進め、協創による魅力ある景観の発見・ 創出を進めていく。また、SNSを活用した情報発
施策の方向

　信やパンフレットの発行などにより、区内外の関心を高めていく。

■　区民及び事業者など様々な主体との協働・ 協創により、足立区都市計画マスタープランに基づく、用途地域や

　地区計画等の規制・ 誘導による土地利用施策や市街地開発事業等を着実に進め、駅周辺のにぎわいづくりや木造

　密集市街地の解消などに取り組んでいく。

■　個々の建築物の形態意匠、色彩等の質を高め、周辺とのつながりやまとまりに配慮した良好な景観の形成を図る

　ため、届出や事前協議を通じた建築物や屋外広告物の規制・ 誘導を行っている。地域の特性を活かした景観形成

　を図るため、景観形成地区と特別景観形成地区における調和のとれた

足

まち並み誘導に取り組

立

む必要がある。

■　景

区

観に対する社会情勢の

　

変化や新たな行政ニー

令

ズ等に対応し、計画の

和

進行管理を行いながら

８

実効性のある施策を

　

年

推進するため、令和3

度

年1月に「協創」の理

施

念を反映させた上で、

策

第二次足立区景観計画

評

を策定した。区民や事

価

業者
現状と課題

　など

調

、景観に関わる様々な

書

人々や団体とともに良

(

好な景観形成の施策を

令

進めていく必要がある

和

。

■　快適なまちづく

７

りを進めていくには、

年

区民や事業者等との協

度

働・ 協創により、地

事

域の特性を活かしたま

業

ちの

　ルールを策定し

実

、用途地域や地区計画

施

等に基づく規制・ 誘

)

導を行うことで、良好

1

な市街地を形成してい

 

く必要が

　ある。

■　
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1 54,935

人件費 107,862 106,274 109,336 120,820

総事業費 138,574 151,392 150,487 175,755

前年比(金額) 138,574 12,818 △905 25,268

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 「景観・街並みが良好である」と思う区民の割合

定義等 世論調査で「景観・街並みが良好である」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 49 49 50 50 51
(1)

実　績　値 53.4 50.2 56.1 56.8 R10 53

達　成　率 109% 101% 102% 95% 112% 106% 114% 107% -

指標名 「足立まちの風景資産」の選定数（累計）

定義等 「足立まちの風景資産」に選定された累計数
指

単　位 件 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 30 30
(2)

実　績　値 0 0 0 33 R10 30

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 110% 110% -

指標名 「快適で安全なまちである」と思う区民の割合

定義等 世論調査で「快適で安全なまちである」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 61 61.5
(3)

実　績　値 63.1 60.2 62.8 63.6 R10 62.5

達　成　率 0% 101% 0% 96% 0% 100% 104% 102% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 30,712 45,118 41,15
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目

産」の選定数（累計）

標

　風景資産にふさわし

を

い風景が区内にまだ存

達

在していることや事業

成

継続のニーズが大きい

す

ことなどから、「第２

る

回足立まちの風景

資産

こ

」の募集を令和７年度

と

末より開始し、募集期

が

間を１年間とした上で

で

、令和９年度の選定に

き

向けて事業を進めてい

た

く。事業の認

知度や魅

。

力を向上させていくこ

届

とが課題であり、その

出

ため、パネル展や選定

及

風景を巡るまち歩きイ

び

ベントを実施していく

事

。

【成果指標３】「快

前

適で安全なまちである

協

」と思う区民の割合

　

議

まちづくりを進めてい

制

く上で、地域住民の理

度

解を得ることは必要不

の

可欠である。まちづく

適

り協議会やアンケート

切

調査等を通じて

丁寧に

な

地域の意向を把握しな

運

がら、用途地域や地区

用

計画等の規制・誘導を

に

行うことで、区内各地

よ

区（エリアデザイン計

り

画の区域、

防災まちづ

、

くりの推進地区、都営

ま

住宅建替え事業地区等

ち

）における協働・協創

づ

によるまちづくりを推

く

進していく。

【計画の

り

理念】⑤子ども・若者

が

と進めるまちづくり　

進

⑥地域特性・地域資源

む

を踏まえた施策の展開

区

　「足立まちの風景資

内

産」の募集や投票では

に

「きかせて！みんなの

あ

いけん」やＣ４ｔｈを

っ

活用し、子ども、若者

て

の参加を促してい

く。

、

また、風景資産を巡る

景

まち歩きイベントでは

観

、これまで未開催の地

形

域で実施することによ

成

り、区内の景観資源の

を

掘り起こしを

図る。

正しく誘導で

4

きたこと、またＳＮＳ

 

をはじめとする積極的

担

な情報発信により、多

当

くの区民等に区内景観

部

の魅力が

正しく認識さ

に

れたことなどが要因と

お

考える。

【成果指標２

け

】「足立まちの風景資

る

産」の選定数（累計）

評

　景観計画に基づき令

価

和３年度から取組みを

（

行ってきた「足立まち

部

の風景資産」の事業に

長

おいて、景観審議会で

評

３３件を選定し目

標を

価

達成することができた

－

。パネル展の開催など

１

により区民の関心を引

次

くことに成功し多くの

評

投票を得られたこと、

価

また足立区景

観審議会

）

等で選定に対して活発

そ

な議論を交わしたこと

の

などが要因と考える。

１

【成果指標３】「快適

1

で安全なまちである」

)

と思う区民の割合

　前

施

年度に引き続き、指標

策

が上昇し目標を達成す

の

ることができた。防災

達

まちづくりを進めてい

成

る柳原一・二丁目地区

状

、隅田川沿い

の土地利

況

用転換を図る千住大川

と

端地区、都市計画道路

そ

の整備を進める補助１

の

３８号線沿道地区、未

原

整備であった公園を再

因

整理した

西新井公園周

の

辺地区において、用途

分

地域や地区計画等の変

析

更などまちづくりを進

【

展することができた。

成

【計画の理念】⑤子ど

果

も・若者と進めるまち

指

づくり　⑥地域特性・

標

地域資源を踏まえた施

１

策の展開

　「足立まち

】

の風景資産」では、Ｓ

「

ＮＳによる情報発信と

景

共に「きかせて！みん

観

なのいけん」を活用し

·

、小中学生向けに選定

街

結果

の発表を行った。

並

また、土曜日及び日曜

み

日のアリオ西新井でパ

が

ネル展を開催すること

良

で、来店した子どもに

好

区内景観への関心を持

で

ってもらうことができ

あ

た。また同事業は、区

る

内に点在する景観資源

」

の魅力をあらためて区

と

民等に認識してもらう

思

ことに成功した。

2)

う

達成状況と原因分析を

区

踏まえた今後の方向性

民

【成果指標１】「景観

の

· 街並みが良好である

割

」と思う区民の割合 

合

　情報発信等によって

 

事業者へ各種手続き制

　

度を正しく理解しても

前

らうことにより、新規

年

建築物による景観形成

度

を正しく誘導して

いく

か

。一方、区内景観のあ

ら

り方やルールを区民や

指

事業者と共有していく

標

ことが課題であり、そ

が

のために区内の良好な

上

景観事例の研

究を進め

昇

ていく。

【成果指標２

し

】「足立まちの風景資
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

土地取引適正化事務 資産管理課3549 159 877 1,036 現状維持 Ｂ

土地区画整理事業 道・道路整備課3937 28 24,714 24,742 休止・終了 Ａ

用途地域見直し事務 都市建設課3962 49,612 47,767 97,379 現状維持 Ａ

景観形成の推進事業 都市建設課3964 2,795 39,443 42,238 現状維持 Ａ

公共事業に伴う融資あっせん・利子補給事業 道・道路整備課12392 126 3,636 3,762 縮小 Ｂ

サインの整備事業 都市建設課22759 2,215 4,383 6,598 改善・変更 Ａ

合計６事業 54,935 120,820 175,755

3)施施策の手段として位置付け
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施

発を遅滞な

く着実に進

策

めるためには、開発関

の

係者や庁内関係部署と

概

調整を行い、一体とな

要

って連携を図りながら

柱

、プロジェクト

を推進

立

していく必要がある。

て

②開発した拠点の機能

1

を十分に発揮させるた

6

めに、道路や公園、交

【

通広場などの整備を

進

ま

めていく。【課題3】

ち

計画的な整備の実施

【

】

主な取組1】①サウン

地

ディング調査の実施②

域

商業施設· 大学等の誘

の

致③公共施設の再編の

個

実施

【主な取組2】①

性

住民説明会等の開催②

を

道路等公共空間活用の

活

実証実験③地域への情

か

報発信

【主な取組3】

し

①各エリア計画の進捗

た

管理と事業間調整の実

都

施②地区計画の策定③

市

駅前広場等の整備

主な

基

取組

担 当 課 名 エリアデ

盤

ザイン計画担当課

電 話

が

番 号 03-3880-

整

5812 E-mail

備

areadesign

さ

@city.adac

れ

hi.tokyo.j

た

p

　事業を円滑に進め

ま

るため、庁内において

ち

ハード整備については

施

主に事業を実施する都

策

市建設部や新施設を所

群

管する

各部署と、民間

名

活力を視野に入れた土

1

地活用については資産

2

活用部と、ソフト事業

地

においては主にシティ

域

プロモーシ

ョン課やS

の

DGs・協創推進課と

特

連携し取り組んでいく

性

。

協働・協創 　エリア

を

デザイン計画策定の際

活

は無作為抽出アンケー

か

トやヒアリング、意見

し

交換会等を通じて地域

た

住民の意見を幅広

の 取

ま

組 み く取り入れながら

ち

地域住民と一体となっ

づ

たまちづくりを進めて

く

いく。

■【目標】11

り

住み続けられるまちづ

を

くりを【ターゲット】

進

11.a地域規模の開

め

発計画の強化を通じて

る

、経済、社会、環

境面

施

における都市部及び都

策

市周辺部間の良好なつ

名

ながりを支援する【関

1

連する理由】拠点開発

2

の展開で、地域活性化

.

ＳＤＧｓが
、情報発信

2

、交通利便性向上等に

エ

より、経済や人の往来

リ

が増え、地域間のつな

ア

がりを支援する効果が

デ

ある。【評価】
目指す

ザ

目標
地域活性化、情報

イ

発信、交通利便性向上

ン

等が経済面、社会面で

計

のつながりを強化して

画

いる。■【目標】17

の

パートナー
（ターゲッ

推

シップで目標を達成し

進

よう【ターゲット】1

に

7.17効果的な公的

よ

・官民・市民社会のパ

る

ートナーシップを推進

拠

する【関
ト）との関

連

点

する理由】民間活力の

開

誘導によるエリアの魅

発

力向上や地域住民と一

の

体となったエリアデザ

展

イン計画策定を推進し

開

て
連及び評価

いる。【

■

評価】各エリアにおい

　

て、民間企業や大学等

エ

を誘致し、エリアの魅

リ

力向上に繋げている。

ア

また、多様な方法

で地

の

域住民の意見を聴取し

魅

、計画を策定すること

力

で、地域住民と一体と

と

なったまちづくりを進

活

めている。

備　　　考

力が高まっている。

施策の
目指す姿

■【施策1】住みたくなる· 訪れたくなるまちをつくる①計画に基づき民間企業等を誘導することで、拠点施設を中

心とした地域活性化のうねりを生み出す。②これに伴い、まちの魅力や個性が創出され、高まっていくことで、区内

外から住みたくなる· 訪れたくなるまちを実現していく。■【施策2】区民意見を反映したエリアデザイン計画をつ

くる①エリアデザイン計画の策定や開発にあたっては、アンケートやオープンハウス型説明会等多様な方法を活用し
施策の方向

、地域住民の意見を幅広く聴取していく。②地域住民の意見を十分に考慮した計画を策定することで、地域住民と一

体となったまちづくりを進めていく。■【施策3】エリアデザイン計画に基づき着実に整備を進める①拠点開発に関

わる事業関係者等と情報共有を図り、事業及び事業間の調整を行うことで進行管理に取り組み、着実な整備を進めて

いく。②拠点開発に平行して公共インフラ等の周辺環境の整備を行うことで、エリアの魅力をさらに高める。

■【現状1】①拠点開発を進めるには、行政による開発に頼ることなく、地域活性化の起爆剤となる民間企業等を誘

導する手法などの検討が必要。②区では、魅力的なまちの将来像を描き、民

足

間活力の誘導や区有地

立

等の活用を効果的

に行

区

い、区内外に広く発信

　

することで、区のイメ

令

ージアップや地域の活

和

性化を図るエリアデザ

８

インのまちづくりの取

年

組を進めている。【課

度

題1】まちの魅力や個

施

性の創出■【現状2】

策

①エリアデザイン計画

評

の策定にあたっては、

価

各エリ

アの特徴やまち

調

の強み· 弱みの分析を

書

進めるとともに、地域

(

住民をはじめとした地

令

域に関わる人々の意見

和

を聴き、十
現状と課題

７

分に考慮していく必要

年

がある。②また、区内

度

の開発状況を把握し、

事

エリアの状況に応じた

業

手法を検討していく必

実

要が

ある。【課題2】

施

地域と一体となったま

)

ちづくりの推進■【現

1

状3】①エリアデザイ

 

ン計画に基づく拠点開
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　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 5,217,488 4,453,188 1,735,139 217,773

人件費 208,256 210,037 204,034 206,280

総事業費 5,425,744 4,663,225 1,939,173 424,053

前年比(金額) 5,425,744 △762,519 △2,724,052 △1,515,120

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 【指標1】エリアデザイン計画策定地域内における拠点開発着手数（累計）

定義等 エリアデザイン計画策定地域内における拠点開発着手数（累計）
指

単　位 か所 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 6 6 7 9 12
(1)

実　績　値 6 6 7 8 R10 14

達　成　率 100% 43% 100% 43% 100% 50% 89% 57% -

指標名 【指標2】エリアデザイン計画策定地域内の拠点開発に伴う道路・公園整備着手数（累計）

定義等 エリアデザイン計画策定地域内の拠点開発に伴う道路・公園整備着手数（累計）
指

単　位 か所 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 14 14 15 16 18
(2)

実　績　値 14 14 15 16 R10 21

達　成　率 100% 67% 100% 67% 100% 71% 100% 76% -

指標名 【指標3】エリアデザイン計画策定地域内の拠点開発に伴う駅前広場等整備着手数（累計）

定義等 エリアデザイン計画策定地域内の拠点開発に伴う駅前広場等整備着手数（累計）
指

単　位 か所 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 1 2 2 2 2
(3)

実　績　値 1 2 2 2 R10 4

達　成　率 100% 25% 100% 50% 100% 50% 100% 50% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達
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所

上沼田東公園東側創出

」

用地の活用に向けて、

が

事業者と協議していく

整

。

　竹の塚エリアは「

備

竹ノ塚駅の東西一体人

着

が主役のまちづくり」

手

を目指し、竹ノ塚駅東

予

口駅前の市街地再開発

定

事業の実施に向けて

、

で

ＵＲ都市機構、東武鉄

あ

道と協議していく。

ったが、「六町駅前区

有地の開発」は事業を予定していた東神開発株式会社が、工事費高騰を原因に、事業収

4

支が見込めないことか

 

ら撤退を申し出たた

め

担

、目標を達成できなか

当

った。

　

【指標2】

　

部

令和7年度は江北エリ

に

アで「上沼田第二公園

お

（西エリア）」に整備

け

着手し、目標を達成し

る

た。

【指標3】

　令和

評

7年度は駅前広場等整

価

備着手予定がなく実績

（

はなかった。

【計画の

部

理念】⑥地域特性・地

長

域資源を踏まえた施策

評

の展開

　六町エリアは

価

六町駅前区有地に賑わ

－

い創出の起爆剤となる

１

民間開発誘導に向けて

次

取り組みを行ってきた

評

が、上記【指標1】記

価

載

の通り実施が見送り

）

となった。

　江北エリ

そ

アは「住んでいるだけ

の

で自ずとこころもから

１

だも健康になるまちづ

1

くり」を目指し、江北

)

給水所の土地所有者で

施

ある東

京都と協議を重

策

ねた結果「極楽湯」の

の

整備に着手することが

達

でき、「上沼田第二公

成

園（西エリア）」は、

状

ウォーキングやジョギ

況

ン

グができる園路や、

と

日頃の運動不足解消に

そ

役立つ健康遊具を設置

の

する等の整備を行い、

原

テーマに沿ったまちづ

因

くりに取り組んだ。

　

の

2)達成状況と原因分

分

析を踏まえた今後の方

析

向性

【指標1】

　六町

【

エリアは六町駅前区有

指

地の活用に向け、地域

標

の声を聞きながら周辺

1

のまちづくりとあわせ

】

て引き続き令和8年度

　

も検討して

いく。

　江

令

北エリアの上沼田東公

和

園東側創出用地活用及

7

び千住エリアの千住大

年

橋駅前用地活用は、令

度

和8年度中の工事着手

は

に向け活用事

業者と協

六

議を進めていく。

【指

町

標2】

　竹の塚エリア

エ

で竹ノ塚駅東口駅前交

リ

通広場整備のため、Ｕ

ア

Ｒ第三団地3号棟の移

で

転先として用途を廃止

「

した竹の塚第五公園の

六

代

替公園として、令和

町

8年度中に「竹の塚五

駅

丁目公園」の整備着手

前

を目指す。

【指標3】

区

　西新井駅西口駅前交

有

通広場及び竹ノ塚駅東

地

口駅前交通広場の整備

の

に向けて検討を進めて

開

いく。

【計画の理念】

発

⑥地域特性・地域資源

」

を踏まえた施策の展開

、

　六町エリアは引き続

江

き賑わい創出の起爆剤

北

となる民間施設を誘導

エ

に向け検討を進めてい

リ

く。

　江北エリアは「

ア

住んでいるだけで自ず

で

とこころもからだも健

「

康になるまちづくり」

江

を目指し、スポーツを

北

中心に区外からも人を

給

呼び込める目的地とな

水

る拠点づくりに向け、
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

地区まちづくり計画及び地区計画推進事業 まちづくり課3970 130,406 122,710 253,116 現状維持 Ａ

北千住駅東口周辺まちづくり事業 まちづくり課3986 0 17,530 17,530 現状維持 Ａ

エリアデザイン推進事業 政策経営課21947 11,011 34,179 45,190 現状維持 Ａ

住宅市街地総合整備事業 まちづくり課21956 33,812 18,713 52,525 現状維持 Ａ
竹の塚鉄道立体化及び関連都市計画事業資金積立基金積立
金

都市建設課23798 5,259 4,383 9,642 現状維持 Ａ

鉄道関連事業 交通対策課23802 37,285 8,765 46,050 縮小 Ｂ

合計６事業 217,773 206,280 424,053

3)施施策の手段として位置付け
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施

の適正管理の推進(マ

策

ンション管理士アドバ

の

イザー派遣制度、マン

概

ション管理計画認定制

要

度など

）
主な取組

■　

柱

居住支援体制の推進（

立

居住支援協議会の開催

て

、あだちお部屋さがし

1

サポート事業、住宅セ

6

ーフティネット制度の

【

充実）

担 当 課 名 建・住

ま

宅課（取りまとめ）

電

ち

話 番 号 03-3880

】

-5963 E-mai

地

l juutaku@c

域

ity.adachi

の

.tokyo.jp

　

個

開発指導課と連携し、

性

居住環境の改善及び良

を

質な住宅の供給につな

活

がるよう取り組みに努

か

めている。

　関係所管

し

（福祉まるごと相談課

た

、生活支援推進課、高

都

齢者地域包括ケア推進

市

課、親子支援課、子ど

基

もの貧困対策・

協働・

盤

協創若年者支援課）及

が

び区内不動産団体や居

整

住支援法人と連携して

備

、住宅確保要配慮者の

さ

居住支援に取り組ん

協

れ

働・協創 でいる。

の 取

た

組 み

　【目標】11　

ま

住み続けられるまちづ

ち

くりを　17　パート

施

ナーシップで目標を達

策

成しよう。　【ターゲ

群

ット】11.1　

20

名

30年までに、すべて

1

の人々に対し、適切、

2

安全かつ安価な住宅及

地

び基本的サービスへの

域

アクセスを確保し、ス

の

ラム
ＳＤＧｓが

を改善

特

する。
目指す目標

【関

性

連する理由】　公営住

を

宅の管理運営および整

活

備を行い、良質で安価

か

な住宅を供給していく

し

。また、住宅確保要配

た

（ターゲッ
慮者の住宅

ま

確保について、事業展

ち

開し行政評価すること

づ

で、寄り添った支援体

く

制を構築する。
ト）と

り

の関
【評価】令和3年

を

度から開始したお部屋

進

さがしサポート事業を

め

指標に追加したことで

る

、事業実績を行政評価

施

で分析し
連及び評価

可

策

視化することができた

名

。当事業は、住宅セー

1

フティネットとしての

2

役割を担い、高齢者を

.

はじめとする住宅の確

3

保

が困難な方々へのス

安

ムースな住居提供を目

心

指してさらなる強化を

し

図っていく。

備　　　

て

考

住み続けられる住宅環境の整備

■　住み続けられる住まいを確保できる。

施策の
目指す姿

■　区営住宅の集約及び建替えによる長寿命化を行い、セーフティネット住宅としての役割を保ちながらも、多様な

世帯が住むことができる住宅への転換を進めていく。　

■　最優先に既存の老朽家屋の解消に取り組むことに加え、老朽家屋の予備軍となる空き家の所有者へ相談会の活用

を促すなど、早期の働きかけを行い、適正管理や空き家の抑制につなげていく。
施策の方向

■　マンション管理計画認定制度の浸透を図ることで、管理不全に陥るマンションの発生を抑制し、良質なマンショ

ンストックの形成につなげていく。

■　住宅確保要配慮者の居住の安定を確保するため、居住支援協議会で様々な課題について協議を行うとともに、不

動産協会や居住支援法人などと連携し、地域に住み続けられる居住支援に取り組んでいく。

【現状1】①区営住宅において、単身高齢者の申込倍率が高いことに加え、現在居住している方も高齢かつ単身・少

人数世帯が増えている。②建替えにあたり、これまで全てファミリー向けだった住戸から、単身・小人数世帯向けの

住戸も増やしている。【課題1】多様な住宅ニーズへの対応

【現状2】①老朽家屋の解消と空き家の適正管理に取り組むとともに、状況把握のため実態調査を実施

足

。②令和5年度

よりマ

立

ンション管理計画認定

区

制度を開始し、分譲マ

　

ンションの適正な管理

令

の推進に取り組んでい

和

る。【課題2】老朽
現

８

状と課題
家屋の解消と

年

マンションの適正管理

度

の推進

【現状3】①不

施

動産協会等と連携し、

策

高齢者や子育て世帯等

評

に民間賃貸住宅の入居

価

サポート等を行ってい

調

る。②住宅

確保要配慮

書

者は複数の課題を抱え

(

ているため個々の課題

令

を紐解き、部屋さがし

和

に伴い寄り添った支援

７

体制を構築して

いく必

年

要がある。【課題3】

度

住宅確保要配慮者のサ

事

ポートの促進

■　区営

業

住宅の集約建替え更新

実

の推進

■　都営住宅等

施

の団地建替え協議の実

)

施

■　空き家対策の推

1

進（空き家無料相談会

 

）

■　分譲マンション
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度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 932,439 1,434,886 572,849 944,253

人件費 193,736 210,036 200,591 267,321

総事業費 1,126,175 1,644,922 773,440 1,211,574

前年比(金額) 1,126,175 518,747 △871,482 438,134

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 公共住宅の再生など住環境対策に関する満足度

定義等 世論調査による公共住宅の再生など住環境対策への満足度
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 5 5 5 5
(1)

実　績　値 - 4.8 5.8 5 R10 5

達　成　率 0% 0% 96% 96% 116% 116% 100% 100% -

指標名 老朽化した空き家の残存件数（低減目標）

定義等 老朽家屋の年間減少数
指

単　位 件 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 1,052 1,052 1,052 1,052 1,052
(2)

実　績　値 576 1,217 1,105 1,016 R10 1,052

達　成　率 183% 183% 86% 86% 95% 95% 104% 104% -

指標名 管理不全の兆候のあるマンションの割合（低減目標）

定義等 区内の分譲マンション棟に対する管理不全の兆候があるマンションの割合
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7
(3)

実　績　値 1.8 1.8 1.8 2.2 R10 1.7

達　成　率 94% 94% 94% 94% 94% 94% 77% 77% -

指標名 あだちお部屋さがしサポート事業を通じて、住宅確保に至った割合

定義等 お部屋さがしサポート事業の個別寄り添い相談によって民間賃貸住宅に成約した割合
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 65 65 50 50 50
(4)

実　績　値 48.5 48.2 57.7 36.7 R10 50

達　成　率 75% 97% 74% 96% 115% 115% 73% 73% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年
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ど

行い適正な維持管理指

に

導等を行っていく。

【

よ

計画の理念】①協創の

り

再構築・③ウェルビー

改

イングの向上

　関係所

善

管（開発指導課、福祉

が

まるごと相談課、生活

進

支援推進課、高齢者地

ん

域包括ケア推進課、親

で

子支援課、子どもの貧

い

困対策・

協働・協創若

る

年者支援課）と連携し

。

、居住環境の改善及び

一

良質な住宅の供給につ

方

ながるよう取り組みに

で

努めていく。また、区

、

内不

動産団体や居住支

住

援法人と連携して、住

民

宅確保要配慮者の居住

の

支援に取り組んでいく

マ

。

　

ナーやルールを守る意識低下などから、前回より満足度は低下した。

　指標２は、目標

4

値を上回った。長年行

 

っている改善要請の成

担

果があったことが考え

当

られる。また、令和５

部

年度から実績値が増加

に

しているのは、同年度

お

に行った実態調査によ

け

り老朽家屋数が増大し

る

たことや解体助成金の

評

増額が要因としてあげ

価

られる。

　指標３は、

（

目標値を下回った。原

部

因は、管理不全の兆候

長

がある分譲マンション

評

が若干増加しているた

価

め。（管理不全の兆候

－

があ

るマンション等２

１

４棟から３０棟に増加

次

）

　指標４は、目標値

評

を下回った。原因は、

価

低額所得者で生活保護

）

受給できない方の部屋

そ

さがしが増えており、

の

入居審査が通りにく

い

１

ため、成約率に結びつ

1

かない。

【計画の理念

)

】①協創の再構築・③

施

ウェルビーイングの向

策

上

　不動産協会と連携

の

したあだちお部屋探し

達

サポート事業や東京都

成

住宅供給公社の住戸を

状

利用した住宅セーフテ

況

ィネット制度をはじ

め

と

、福祉まるごと相談課

そ

や生活支援推進課との

の

連携により、賃貸住宅

原

の成約へつながったが

因

、福祉的な問題により

の

部屋紹介までつ

ながら

分

れないケースがあるこ

析

とが課題となっている

　

。

　住生活基本計画に

指

基づく施策に伴い、全

標

区民に対し、住宅専門

１

相談会の実施や分譲マ

は

ンションアドバイザー

、

派遣などを行い、安

心

目

して住み続けられる住

標

宅環境の整備を図った

値

。

2)達成状況と原因

と

分析を踏まえた今後の

同

方向性

　分譲マンショ

じ

ン施策について、令和

に

５年度から開始された

な

マンション管理計画認

っ

定制度の浸透を図るた

た

め、区内１２ヶ所で出

。

張

セミナーおよび個別

世

相談会を実施した。

　

論

令和８年度も同様に、

調

周知啓発を図るととも

査

に、管理不全の兆候が

の

ある分譲マンションに

結

対して、マンション管

果

理士のプッシュ

型派遣

で

を新たに開始する。

　

、

居住支援について、福

空

祉まるごと相談課およ

き

び生活支援推進課との

家

庁内連携や、居住支援

の

法人および債務保証会

利

社と様々な協力

関係を

活

構築した。令和８年度

用

からは、居住支援協議

や

会の専門部会開始や居

公

住サポート住宅の更な

共

る推進を図る。

　老朽

住

家屋への対応について

宅

、現在行っている通報

の

による対応だけではな

再

く、危険な状況になる

編

以前の老朽家屋の現地

な

調査及び所

有者調査を
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

開発指導事務 建・開発指導課3995 10,472 116,566 127,038 現状維持 Ａ

区営住宅管理事務 建・住宅課4004 193,914 42,508 236,422 現状維持 Ａ

一般区営住宅改修整備資金積立基金積立金 建・住宅課4006 157,425 877 158,302 現状維持 Ｂ

区営住宅更新事業 建・住宅課4007 564,907 28,925 593,832 現状維持 Ａ

住宅施策推進事務 建・住宅課4008 9,062 47,767 56,829 改善・変更 Ａ

住宅改良助成事業 建・建築防災課4009 8,473 4,383 12,856 現状維持 Ａ

公共住宅再編事務 建・住宅課12042 0 26,295 26,295 現状維持 Ａ

合計７事業 944,253 267,321 1,211,574

3)施施策の手段として位置付け

- 170 -



施

がある。②限られた財

策

源を有効に活用し、公

の

園の魅力向上や安全・

概

安心・快適な公園につ

要

ながる整備を進めてい

柱

くため、計画的な改修

立

や維持管理を行ってい

て

く必要がある。【課題

1

3】魅力ある公園環境

6

づくり

■　【課題1】

【

①緑と関わるきっかけ

ま

づくりの推進、②「緑

ち

の効果」の普及啓発、

】

③緑を育む協創事業の

地

展開

■　【課題2】①

域

優良緑化認定制度、②

の

保存樹木・樹林の指定

個

、③特定生産緑地制度

性

■　【課題3】①公園

を

施設の長寿命化、②公

活

園樹木の維持管理の実

か

施、③パークイノベー

し

ションの考えに基づく

た

公園

　　　の改修・整

都

備

主な取組

担 当 課 名 道

市

・パークイノベ課（取

基

りまとめ）

電 話 番 号 0

盤

3-3880-542

が

3 E-mail mid

整

ori@city.a

備

dachi.toky

さ

o.jp

■　地域住民

れ

や事業者による公園等

た

の自主管理や花植え活

ま

動

■　あだち放課後子

ち

ども教室やサロン豆の

施

木等との連携による講

策

座の実施

■　エリアデ

群

ザイン担当やユニバー

名

サルデザイン担当、ま

1

ちづくり部署との連携

2

による公園の整備

協働

地

・協創
の 取 組 み

【目標

域

】11 住み続けられ

の

るまちづくりを　【タ

特

ーゲット】11.7 

性

2030年までに、女

を

性、子ども、高齢者及

活

び障害者を

含め、人々

か

に安全で包摂的かつ利

し

用が容易な緑地や公共

た

スペースへの普遍的ア

ま

クセスを提供する。　

ち

【関連する理由
ＳＤＧ

づ

ｓが
】民有地の緑化推

く

進や目的に合わせて選

り

べる公園整備により、

を

身近な空間に緑を増や

進

し、誰もが利用できる

め

公園を提
目指す目標

供

る

する。　【評価】緑化

施

活動に取り組む「ひと

策

づくり」、公園整備に

名

よる「まちづくり」に

1

より、公共スペースづ

2

く
（ターゲッ

りを行っ

.

ている。　【目標】1

4

7 パートナーシップ

緑

で目標を達成しよう　

の

【ターゲット】17.

あ

17 様々なパートナ

る

ーシ
ト）との関

ップの

空

経験や資源戦略を基に

間

した、効果的な公的、

の

官民、市民社会のパー

創

トナーシップを奨励・

出

推進する。　【関連
連

や

及び評価
する理由】地

自

域住民による公園等の

然

管理の支援や、民間事

環

業者との連携による公

境

園活用の拡充を推進す

の

る。　【評価

】多様な

保

団体による公園、樹林

全

、事業所等での美化活

自

動がみられ、主体的に

然

イベント等を実施して

や

いる団体もある。

備　

緑

　　考

が豊かなまちになっている。

施策の
目指す姿

■　緑を育むひとづくりを進め、協創を生み出す①身近な緑について知り、関わるきっかけとなる情報提供や普及啓

発の機会を提供するとともに、子どもたちが緑について学び、体験する機会を創出していく。②関連事業に関わる人

材の交流を活発化する仕組みづくりを進め、緑化活動を通じた協創の推進を進めていく。■　魅力ある緑が実感でき

るまちをつくる①建築や開発事業の際の緑化の誘導や助成制度による支援を行うことで、建築行為に伴う確実な緑化
施策の方向

や緑地創出を推進していく。②農地、大木、樹林を守り育て、活用する取組を進め、次世代に確実に引き継いでいく

。■　持続可能な魅力ある公園づくりを進める①公園が不足する地域においては、密集事業やまちづくり事業を通じ

て公園の設置に取り組んでいく。②誰もが安全・安心・快適に利用でき、魅力と個性ある公園を実現するため、地域

の特性や目的に合わせて選べる公園づくりや樹木・花の維持管理を計画的・効率的に推進していく。

【現状1】①緑が充実したまちを実現するには、緑や公園を守り育むために自ら行動し活動する人を増やすとともに

、その活動を広げつなぐ仕組みを作ることが必要である。②緑化活動に参加した区民や、花や緑に関

足

心のある区民を

増やし

立

ていくため、緑と関わ

区

るきっかけづくりを進

　

めていく必要がある。

令

【課題1】緑を育むひ

和

との増加【現状2】①

８

緑は環境・景観だけで

年

なく、防災・減災や人

度

口減少・高齢化に対応

施

した地域づくりなど、

策

地域課題の解決に資す

評

る緑

の効果（グリーン

価

インフラ）がある。②

調

緑が充実したまちづく

書

りを進めるには、農地

(

、大木、樹林の保全の

令

ほか、樹
現状と課題

木

和

被覆地・緑被地の5割

７

以上が分布する民有地

年

の緑を充実させていく

度

必要がある。【課題2

事

】まちの緑の充実【現

業

状3

】①区は、特別区

実

中2位（令和6年4月

施

現在）の区立公園面積

)

（約225ha）であ

1

るが、地域によって公

 

園が偏在している

状況
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値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 4,120,890 4,438,044 4,618,095 4,318,773

人件費 468,615 481,996 412,459 663,380

総事業費 4,589,505 4,920,040 5,030,554 4,982,153

前年比(金額) 4,589,505 330,535 110,514 △48,401

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 【成果指標1】緑化活動に参加した区民の割合

定義等 世論調査で「この1年間に緑を増やしたり、育てる取り組みに参加した」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 16.8 17.1 17.4 17.7 18
(1)

実　績　値 18 16.5 23.6 18.5 R10 18.6

達　成　率 107% 97% 96% 89% 136% 127% 105% 99% -

指標名 【成果指標2】まちなかの花や緑が多いと感じている区民の割合

定義等 世論調査で「まちなかの花や緑の割合が多い」と回答した区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 63.4 63.9 64.4 64.9 65.4
(2)

実　績　値 60.9 60 62.6 62.8 R10 66.4

達　成　率 96% 92% 94% 90% 97% 94% 97% 95% -

指標名 【成果指標3】パークイノベーションの考え方に基づく、改修・新設した公園の数

定義等 パークイノベーションの考え方に基づき、改修・新設した公園の数
指

単　位 か所 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 69 79 89 99 109
(3)

実　績　値 60 69 76 80 R10 129

達　成　率 87% 47% 87% 53% 85% 59% 81% 62% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　
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た

ような整備を検討して

も

いく。

【成果指標3】

の

　

　パークイノベーシ

の

ョンに基づく公園改修

、

の後ろ倒しが今後の整

令

備計画に影響しないよ

和

う、対象になる公園を

5

先にリストアップし

て

年

改修公園数の確保を図

度

る。

【計画の理念】④

ま

人権・多様性の尊重と

で

地域共生社会の実現　

の

　インクルーシブ広場

水

の整備や区の移動円滑

準

化条例に対応していな

か

い公園の改修を優先し

ら

て進める。

　

みると漸増傾向に

あるといえる。

【計画の理念】②やりたいことが叶う

　前年度から緑と関わる

4

きっかけになるイベン

 

トの開催を継続し、こ

担

れまで緑に触れてこな

当

かった子育て世帯など

部

の層に向けて働

きかけ

に

た。

【成果指標2】

　

お

花や緑が多いと回答し

け

た人の割合は前年度か

る

らわずかに増加したも

評

のの、目標値に届かな

価

かった。

【計画の理念

（

】③ウェルビーイング

部

の向上とSDGsの推

長

進

　これまでの世論調

評

査における地域ごとの

価

分析によると、梅田や

－

千住地域など木造住宅

１

密集地域では割合が低

次

くなっており、こう

し

評

た地域では区画整理や

価

地区計画などのまちづ

）

くりが進んだ地域と比

そ

較してみどりを確保で

の

きず、地域によってみ

１

どりを実感しづ

らい状

1

況であるためと考えら

)

れる。

【成果指標3】

施

　パークイノベーショ

策

ンの考えに基づく公園

の

の整備は、令和7年度

達

は4公園となり、目標

成

の10公園を下回った

状

。

【計画の理念】④人

況

権・多様性の尊重と地

と

域共生社会の実現

　エ

そ

リアデザインやまちづ

の

くりによる案件、老朽

原

化した江北公園テニス

因

コートなどの大型施設

の

の更新などを優先した

分

ことにより、

パークイ

析

ノベーションに基づい

【

て改修する公園の計画

成

が後ろ倒しとなってい

果

ることが原因である。

指

2)達成状況と原因分

標

析を踏まえた今後の方

1

向性

【成果指標1】

　

】

人気がある大型イベン

　

トでの体験プログラム

令

など緑と関わるきっか

和

けになるようなイベン

7

トを継続して実施する

年

ほか、令和7年

度から

度

新たに開始した移動式

の

プレーパーク事業を推

目

進し、新しく公園を利

標

用する層を拡大するこ

値

とで緑化活動への関心

を

を持つ区民

を増やす。

達

【計画の理念】②やり

成

たいことが叶う

　地域

し

ごとの分布も考慮しな

た

がらSNSやあだち広

。

報などの媒体で積極的

令

に発信していく。

【成

和

果指標2】

　世論調査

7

のみでは地域ごとの意

年

識分析ができないこと

度

から、区内の緑化活動

は

従事者を対象としたモ

令

ニター調査を令和7年

和

度から

試行している。

6

今後は調査の回答結果

年

から分析を進めていく

度

。

【計画の理念】③ウ

か

ェルビーイングの向上

ら

とSDGsの推進

　梅

数

田や千住地域などの木

値

造住宅密集地域には新

を

しく公園を整備できる

落

場所が少ないため、既

と

存公園の改修時により

し

緑が多いと感

じられる
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

水路の整備事業 道・道路整備課20752 7,938 1,753 9,691 現状維持 Ｂ

水路の整備事業 都市建設課20756 18,433 6,136 24,569 休止・終了 Ａ

緑と公園推進事務 道・パークイノベ課20779 49,651 96,411 146,062 現状維持 Ｂ

公園等の整備事業 道・パークイノベ課20788 571,677 70,032 641,709 現状維持 Ａ

緑の普及啓発事業 道・パークイノベ課20799 31,237 60,474 91,711 改善・変更 Ｂ

民間緑化推進助成事業 道・パークイノベ課20823 29,256 42,944 72,200 改善・変更 Ａ

緑の基金積立金 道・パークイノベ課20832 19,197 2,630 21,827 現状維持 Ａ

公園・親水施設等の設備維持管理事業 道・安全設備課23166 66,978 8,765 75,743 現状維持 Ｂ

公園・親水施設等の維持管理事業 道・公園維持課23307 3,442,516 340,051 3,782,567 現状維持 Ａ

公園等のポンプ類整備事業 道・安全設備課23333 13,440 8,765 22,205 改善・変更 Ｂ

公園等の設備改修事業 道・安全設備課23923 0 2,630 2,630 拡充 Ｂ

水路の整備事業 道・道路維持課24119 61,790 8,765 70,555 拡充 Ｂ

公園等の整備事業 道・公園維持課24123 6,660 14,024 20,684 現状維持 Ａ

合計１３事業 4,318,773 663,380 4,982,153

3)施施策の手段として位置付け
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施

援の実施（マッチング

策

クリエイター、ウェブ

の

活用アドバイザー、事

概

業者なんでも相談員な

要

　

　ど）
主な取組

■　

柱

創業支援施設かがやき

立

・かけはしの活用促進

て

■　経営力アップ支援

1

事業

■　起業家支援塾

7

担 当 課 名 産業政策課（

【

取りまとめ）

電 話 番 号

ま

03-3880-54

ち

64 E-mail sa

】

n-san@city

活

.adachi.to

力

kyo.jp

■　区内

と

産業団体や有識者が参

に

画し、経済活性化会議

ぎ

において区内経済活性

わ

化の計画策定を実施。

い

■　区内金融機関や東

の

京信用保証協会と協働

あ

し、融資を実施。東京

る

商工会議所を通じて日

ま

本政策金融公庫の経営

ち

改善

　資金利用者の利

施

子補給を実施。

協働・

策

協創 ■　１０の創業支

群

援等事業者の協力で特

名

定創業支援等事業を実

1

施。東京電機大学と連

3

携し創業支援施設を運

地

営。

の 取 組 み ■　東京

域

都中小企業振興公社と

経

情報共有しニーズに合

済

わせて区内事業者を支

の

援。

■　東京電機大学

活

と連携し、区内事業者

性

の技術的課題解決を支

化

援。

■　商店街振興組

を

合連合会と協働し消費

進

喚起策を展開。

■　F

め

C足立交流会とブラン

る

ド事業について意見交

施

換を実施。ブランド認

策

定企業が自主的に事業

名

を推進。

【目標】8働

1

きがいも経済成長も、

3

9産業と技術革新の基

.

盤をつくろう

【ターゲ

1

ット】8.3生産活動

区

や適切な雇用創出、起

内

業、創造性及びイノベ

事

ーションを支援する開

業

発重視型の政策を促
Ｓ

者

ＤＧｓが
進するととも

の

に、金融サービスへの

持

アクセス改善などを通

続

じて中小零細企業の設

的

立や成長を奨励する。

な

9.2包括的か
目指す

発

目標
つ持続可能な産業

展

化を促進し、2030

と

年までに各国の状況に

創

応じて雇用及びGDP

業

に占める産業セクター

者

の割合を大幅に
（ター

支

ゲッ
増加させる。

ト）

援

との関
【関連する理由

の

】区内事業者を支援し

充

地域の活力を育むこと

実

で、経済成長の実現や

■

産業の基盤をつくるこ

　

とに繋がる
連及び評価

区

。【評価】区の支援を

内

受けて売上げが向上し

事

た事業者は増加（累計

業

）し、また、創業支援

者

の終了時に事業が成立

が

して

いる割合が高い。

活

引き続き、地域経済の

躍

活性化の基盤に繋がる

し

よう売上げ向上や創業

、

を支援していく。

備　

地

　　考

域経済が活性化している。

施策の
目指す姿

■　見本市出展による販路拡大や先進技術の導入など、ニーズにあった効果的な支援を推進するとともに、新たな製

　品の開発等につながる異業種間の交流・協業を促進し、意欲的な区内事業者の売上げ向上を後押しに取り組む。

■　マッチングクリエイターをはじめとする各種相談員が連携し、利用者に合わせた丁寧な支援を行うことで、区内

　事業者の経営課題解決と環境変化に対する対応力向上に取り組む。
施策の方向

■　区内事業者の経営改善や設備の向上などに必要な補助金や融資制度の活用を促し、ICT・IoTなどの新たな技術の

　導入・活用を支援することで、区内事業者の経営環境の刷新を進めていく。

■　起業家支援塾などを通じて起業家マインドの醸成を図り、スタートアップ期から事業拡大期までの継続的な支援

　を行うことで、創業希望者に選ばれる区を実現し、地域経済の活力と地域の個性・持続可能性を高めていく。

■【現状1】売上げを伸ばすことができている事業者は多くない中、それぞれの事業者の課題に応じて、販路開拓 

    や先進技術の導入、商品価値向上などの支援により、売上げ向上を後押しすることが必要である。【課題1】区 

    内事業者の売上げ向上

■【現状2】物価高騰や円

足

安などにより事業環境

立

の厳しさが増している

区

が、ＩＴツール導入等

　

による業務の効率化

 

令

 　が進んでいない企

和

業も多く、事業環境の

８

大きな変化への対応力

年

に課題がある。【課題

度

2】事業環境変化への

施

課題
現状と課題

　　解

策

決

■【現状3】産業構

評

造の変化や高齢化等に

価

よる事業者数の減少や

調

地域の活力の低下が懸

書

念される状況の中、地

(

域社会

  　を活性化

令

し、地域経済の新たな

和

担い手を生み出すため

７

、若者をはじめとする

年

創業希望者を支援し、

度

起業を促進し

　　てい

事

くことが必要である。

業

【課題3】地域を活性

実

化する創業の促進

■　

施

見本市等助成事業

■　

)

販路拡大支援事業

■　

1

足立ブランドの発信

■

 

　各種相談員による支
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24,951 4,209,871 3,951,040

人件費 282,101 280,328 288,406 425,259

総事業費 4,752,486 4,705,279 4,498,277 4,376,299

前年比(金額) 4,752,486 △47,207 △207,002 △121,978

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 区の支援を受けて売上げが向上した事業者数（累計）

定義等 区の支援を受けて売上げが向上した事業者数の累計
指

単　位 社 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 1,343 1,662
(1)

実　績　値 - 682 1,258 1,722 R10 2,332

達　成　率 0% 0% 0% 29% 0% 54% 128% 74% -

指標名 中長期的な経営方針を「現状維持」と答えた事業者の割合

定義等 中長期的な経営方針を「現状維持」と答えた事業者の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 36 34
(2)

実　績　値 - - 42 37 R10 30

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 71% 97% 81% -

指標名 創業支援事業の支援終了時に事業として成立している事業者の割合

定義等 創業支援事業の支援終了時に事業として成立している事業者の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 100 100
(3)

実　績　値 - 100 100 94 R10 100

達　成　率 0% 0% 0% 100% 0% 100% 94% 94% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 4,470,385 4,4
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ニ

ながら、効果的に周知

ー

を図って活用を促進し

ズ

ていく。

【指標２】中

に

長期的な経営方針を「

対

現状維持」と答えた事

応

業者の割合

マッチング

す

クリエイター等の各種

る

相談によって、個社に

各

寄り添った丁寧な支援

種

を行うことで、経営課

の

題解決と環境変化への

支

対応力

向上に取り組む

援

ほか、中長期的な経営

事

方針に対する「現状維

業

持」志向の理由と考え

を

られる人手不足や物価

実

・原材料高騰に対して

施

、

人材確保の支援、設

し

備投資やデジタル化に

、

よる効率化の支援、相

広

談事業を通した価格転

く

嫁支援などを通じて、

周

事業拡大を目指せる

よ

知

う後押ししていく。

【

を

指標３】創業支援事業

図

の支援終了時に事業と

っ

して成立している事業

て

者の割合

全体として9

活

3.8％と高い事業成

用

立の割合ではあったも

を

のの、目標の100％

促

に届かなかった理由は

す

、起業にあたって前職

こ

との調整が

難航したこ

と

とによる。「創業プラ

に

ンコンテスト」では、

よ

受賞後に事業化に向け

っ

経営相談員による伴走

て

支援を行っていたが、

、

起業断

念の理由は区が

累

介入できない内容であ

計

った。

今後も、これま

1

で実施してきた経営相

,

談員による個別の進捗

7

状況に応じたきめ細や

2

かな伴走支援を継続す

2

ることで、事業成立の

社

確

実性を一層高めてい

と

く。

【計画の理念】①

な

協創の再構築・②やり

り

たいことが叶う・⑥地

目

域特性・地域資源を踏

標

まえた施策の展開

変化

を

の激しい経済環境下に

達

おいても、適切な支援

成

策を講じ、それが必要

し

な事業者に届くよう、

た

引き続き各団体等との

。

協創を深める

ことで日

見

常的に課題把握に努め

4

本

るとともに、団体等を

市

通じた事業の周知も進

出

めていく。また、協業

展

や連携が進むよう事例

助

や効果に

ついて情報提

成

供を図っていく。

金や各相

 

談事業のほか、特に伝

担

統工芸品展や地場工業

当

製品フェアなどのイベ

部

ントに多

くの事業者が

に

参加し、売上向上に寄

お

与した（ただし、事業

け

者からの報告徴収に時

る

間を要する小規模事業

評

者経営改善補助金につ

価

いて

は未集計）。

【指

（

標２】中長期的な経営

部

方針を「現状維持」と

長

答えた事業者の割合

区

評

内事業者へのアンケー

価

トによる結果は37％

－

で目標をやや下回った

１

。事業者なんでも相談

次

や中小企業相談、マッ

評

チングクリエイタ

ーな

価

どの各相談事業によっ

）

て事業環境変化への対

そ

応や経営の改善に向け

の

た相談支援を実施して

１

いるが、人手不足、原

1

材料高騰等に

よって拡

)

大志向に至らなかった

施

ものと思慮する。

【指

策

標３】創業支援事業の

の

支援終了時に事業とし

達

て成立している事業者

成

の割合

令和７年度の創

状

業支援における支援終

況

了時の事業成立率は9

と

3.8%であった。内

そ

訳は「創業支援施設か

の

がやき」が４件、「創

原

業プラ

ンコンテスト」

因

が４件、「創業者経営

の

力アップ支援事業」が

分

８件であったが、うち

析

「創業プランコンテス

【

ト」の受賞者１件が、

指

事

情により起業を取り

標

やめたことで100％

１

達成には至らなかった

】

。

【計画の理念】①協

区

創の再構築・②やりた

の

いことが叶う・⑥地域

支

特性・地域資源を踏ま

援

えた施策の展開

地域の

を

各産業団体や金融機関

受

、大学等と継続的に連

け

携を図ることによって

て

、区内事業者の課題把

売

握、支援策の構築、役

上

割に応じた

支援の実施

が

を可能とし、売上向上

向

や課題解決、創業後の

上

事業成立に繋がったも

し

のと考える。一方で、

た

自社の技術を活かした

事

異業種

交流・協業や、

業

産学連携による付加価

者

値や生産性の向上を、

数

さらに進めていくこと

（

が課題となっている。

累

2)達成状況と原因分

計

析を踏まえた今後の方

）

向性

【指標１】区の支

多

援を受けて売上が向上

様

した事業者数（累計）

な

イベント事業、伴走支

業

援、補助金・助成金、

種

相談支援などニーズや

や

課題に広く対応してい

取

る結果として、区内事

引

業者の売上向上に

繋が

形

っているものと考える

態

。引き続き、事業者の

、

課題を把握してニーズ

課

にあった事業を展開し

題

、売上向上につながる

、

よう事業内容

を見直し
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計２４事業 3,951,040 425,259 4,376,299

3)施施策の手段として位置付け
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産業 産

助

状維持 Ａ

産業振興関係

成

施設改修事業 産業振興

事

課23017 80,3

務

14 3,942 84,

企

256 現状維持 Ｂ

合計

業

２４事業 3,951,

経

040 425,259

営

4,376,299

支援

業

課3606 4

別紙

3)施策の

0

手段として位置付けら

,

れる事務事業の評価結

2

果
事務事業 施策への

事

1

務事業名 事業費 人件費

政

8

総事業費 課長評価 担当

1

課コ ー ド 貢献度

,753 41,9

策

71 現状維持 Ｂ

勤労福

課

祉会館運営事業 企業経

3

営支援課3608 58

6

,058 13,366

0

71,424 現状維持

1

Ｃ

産業振興一般管理事

3

務 産業振興課3623

政 ,

2,359 8,325

2

10,684 現状維持

2

Ｂ

商店街環境整備支援

7

事業 産業振興課362

3

4 33,587 24,

5

454 58,041 現

,

状維持 Ｂ

商店街活動支

0

援事業 産業振興課36

6

25 1,436,35

0

0 33,832 1,4

策 3

70,182 現状維持

8

Ｂ

ものづくり支援事業

,

産業振興課3630 6

2

20,330 43,1

8

62 663,492 現

7

状維持 Ａ

足立ブランド

現

認定推進事業 産業振興

状

課3633 41,61

維

6 12,489 54,

持

105 現状維持 Ａ

農地

一 Ｂ

の維持・整備事業 産業

地

振興課3636 18,

域

836 19,631 3

経

8,467 現状維持 Ａ

済

農業委員会運営事務 産

活

業振興課3637 8,

性

441 16,520 2

化

4,961 現状維持 Ａ

計

地場農産品普及促進事

画

業 産業振興課3640

般

の

583 8,325 8,

推

908 現状維持 Ａ

農業

進

者団体活動支援事業 産

事

業振興課3641 98

業

0 4,777 5,75

産

7 現状維持 Ａ

国有農地

業

管理事務 産業振興課3

政

643 218 5,56

策

6 5,784 現状維持

課

Ｃ

中小企業支援事業 企

管

3

業経営支援課3647

6

13,865 56,7

0

28 70,593 現状

3

維持 Ｂ

中小企業融資事

7

業 企業経営支援課36

4

48 1,169,63

,

9 39,652 1,2

7

09,291 現状維持

2

Ａ

産業振興ホールの利

9

用促進事業 企業経営支

理

2

援課3651 114,

6

784 8,765 12

,

3,549 改善・変更

2

Ｂ

起業家育成事業 企業

9

経営支援課3655 2

5

1,536 12,70

1

7 34,243 現状維

0

持 Ａ

創業支援施設の管

1

理運営事業 企業経営支

,

援課3656 43,8

事

0

54 12,707 56

2

,561 現状維持 Ａ

公

4

衆浴場の活性化等事業

現

助成事務 衛生管理課3

状

820 24,657 7

維

,012 31,669

持

拡充 Ａ

あだち産業セン

Ａ

ターの管理運営事業 企

勤

業経営支援課5654

労

40,257 8,76

務

福

5 49,022 改善・

祉

変更 Ｂ

農業人材育成・

サ

経営支援事業 産業振興

ー

課21085 52,1

ビ

84 4,777 56,

ス

961 現状維持 Ａ

イノ

セ

ベーション推進事業 企

ン

業経営支援課2192

タ

7 50,418 16,

ー

649 67,067 現
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

催

■　産学公技術連携

策

促進事業

担 当 課 名 企業

の

経営支援課（取りまと

概

め）

電 話 番 号 03-3

要

880-5469 E-

柱

mail kigyo-

立

shien@city

て

.adachi.to

1

kyo.jp

　ハロー

7

ワーク足立や東京しご

【

とセンター等の国や都

ま

の専門機関との共催に

ち

より、マンスリー就職

】

面接会や就職支援

セミ

活

ナーを開催している。

力

　公益財団法人産業雇

と

用安定センターと連携

に

協定を締結し、６０か

ぎ

ら７０歳で在職中また

わ

は離職後１年以内の方

い

と人

協働・協創 材を確

の

保したい企業をマッチ

あ

ングする事業を実施し

る

ている。

の 取 組 み 　ま

ま

た、足立成和信用金庫

ち

や東京商工会議所足立

施

支部などを通して、区

策

内中小企業向けの補助

群

金のチラシ等を配布し

名

てもらうなど、民間企

1

業や経済団体とも連携

3

しながら事業周知を行

地

っている。

　

【目標】

域

4質の高い教育をみん

経

なに　8働きがいも経

済

済成長も　17パート

の

ナーシップで目標を達

活

成しよう

【関連性】4

性

：技術的・職業的スキ

化

ルの習得を支援するこ

を

とで、人材の育成・定

進

着や従業員にとっての

め

働きがいのあ
ＳＤＧｓ

る

が
る人間らしい仕事に

施

つながる。8：区内中

策

小企業の人材確保や雇

名

用の継続等を支援する

1

ことで、最終的に国や

3

企業に
目指す目標

とっ

.

ての経済成長、従業員

2

にとって働きがいのあ

就

る仕事につながる。1

業

7：ハローワークなど

支

の専門機関と連携およ

援

び
（ターゲッ

企業や求

と

職者に対する人材確保

人

や就労等の支援を継続

材

して行うことで、地域

確

経済の安定化や活性化

保

につながる。
ト）との

支

関
【評価】ハローワー

援

ク足立との連携による

の

就職面接会や区内中小

充

企業人材採用支援助成

実

金、中小企業人材育成

■

・資格
連及び評価

取得

　

研修費補助金、専門相

仕

談員のコンサルティン

事

グ支援等を通じて、人

を

材確保の支援ができた

通

。引き続き求職者や企

じ

業の声を聞きながら、

て

求職者の就労支援およ

活

び区内中小企業の人材

躍

採用・定着・育成等の

し

支援を行っていく。

備

、

　　　考

地域経済を支えている。

施策の
目指す姿

■　研修や資格取得に対する支援を充実させるとともに、専門的な知識やノウハウの習得に関する機会の提供や支援

　制度の周知を図ることで、就労者・求職者のスキルアップを支援する。

■　人材採用活動や就業規則の整備に対する助成、コンサルティングやセミナーの機会の提供を通して、企業経営を

　支える人材の確保・定着を支援する。
施策の方向

■　就労意欲の高いシニア人材の活用や区内企業での就業を望む求職者に対する就業支援を進めていくことで、雇用

　の安定化を進める。

■【現状１】①業務スキルの承継・定着およびDXをはじめとした事業環境の変化への対応が求められており、従業

　　員の育成や資格取得に取り組む企業が年々増加している。②就労者や求職者においても、リスキリングを含めた

　　スキルアップのニーズが高まっている。【課題１】就労者・求職者のスキルアップ

■【現状２】①区内中小企業では、人材募集を行ってもなかなか採用につながらず、人手不足が深刻化していること

　　に加え、若い人材は、採用に至っても就職後３年以内の離職率が高いなど、人材の定着に課題を抱えている。②
現状と課題

　　人材の確保・定着の対策に時間や費用を費やす余裕がない区内中小企業が多くなっている。【課題２】人材の

足

確

　　保・定着

■【現

立

状３】①求職者の希望

区

業種と人材確保が課題

　

となっている業種のミ

令

スマッチなど、人手不

和

足の解消が難しく

　　

８

なっている。②就労意

年

欲のあるシニア人材の

度

活用や区内企業での就

施

業を望む求職者への支

策

援による就労促進等を

評

　　進めていく必要が

価

ある。【課題３】求職

調

・求人のミスマッチ解

書

消

■　中小企業人材育

(

成・資格取得研修費補

令

助金

■　区内中小企業

和

人材採用支援助成金

■

７

　就業規則作成助成金

年

■　専門相談員による

度

コンサルティング支援

事

の実施

■　マンスリー

業

就職面接会の開催
主な

実

取組
■　シニア人材マ

施

ッチング支援事業

■　

)

シニア・女性向け就労

1

支援セミナー

■　デジ

 

タル人材育成講座の開
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　値標
目　標　値

(6)
実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 161,097 161,259 227,747 289,727

人件費 14,935 22,593 23,245 25,637

総事業費 176,032 183,852 250,992 315,364

前年比(金額) 176,032 7,820 67,140 64,372

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 就業（継続的な就職）に必要な資格を取得できた人数

定義等 中小企業人材育成・資格取得研修費補助金を活用して資格を取得できた人数
指

単　位 人 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 245 300
(1)

実　績　値 211 233 241 279 R10 260

達　成　率 0% 81% 0% 90% 0% 93% 114% 107% -

指標名 補助金を活用して人材を採用できた、または就業規則を整備できた企業数の合計

定義等 区内中小企業人材採用支援助成金による人材の採用および就業規則作成助成金による就業規則を作成した企業数
指

単　位 社 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 195 250
(2)

実　績　値 27 21 192 230 R10 210

達　成　率 0% 13% 0% 10% 0% 91% 118% 110% -

指標名 マンスリー就職面接会やシニア人材マッチング等を通じて、就業につながった人数

定義等 マンスリー就職面接会での充足数や高校生向け企業説明会の採用人数、シニア人材マッチングの成功数の合計
指

単　位 人 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 80 105
(3)

実　績　値 84 60 79 101 R10 80

達　成　率 0% 105% 0% 75% 0% 99% 126% 126% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標
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を

中小企業人材確保支援

上

事業においては、コン

回

サルティング支援を年

る

間５２社に対して累計

こ

回数５６１回実施する

と

ことで、採

用手法や求

が

人票の内容見直し、採

で

用対象を広げる取り組

き

み、人材の定着に関す

た

る取り組みなどが行わ

。

れ、一定の効果は出て

中

いると

考える。ただし

小

、令和７年度に新規で

企

コンサルティング支援

業

を活用した企業は少数

人

にとどまり、多くが令

材

和６年度以前にも活用

育

し

たことのある企業と

成

なっており、新たな支

・

援の拡大に課題がある

資

。

2)達成状況と原因

格

分析を踏まえた今後の

取

方向性

【指標１】就業

得

（継続的な就職）に必

研

要な資格を取得できた

修

人数

　中小企業人材育

費

成・資格取得研修費補

補

助金については、補助

助

金額の上限を上げたこ

金

とで資格取得人数は増

に

加したものの、同じく

つ

補助内容として追加し

い

たリスキリング経費の

て

補助件数は６件にとど

は

まっており、決して多

、

くの企業に利用された

令

とは言えない状況

であ

和

る。引き続き産業情報

７

紙「トキメキ」やＳＮ

年

Ｓ、区ホームページ等

度

の活用をはじめ、関係

か

各課や区内産業団体と

ら

連携しながら

、周知を

補

図っていく。

【指標２

助

】補助金を活用して人

金

材を採用できた、また

額

は就業規則を整備でき

合

た企業数の合計

　区内

計

中小企業人材採用支援

２

助成金については、令

５

和８年度より、申請の

万

上限回数を上限金額の

円

範囲内で、１回から２

の

回に変更し

た。これに

範

より、これまで以上に

囲

企業側が求人広告の掲

内

載や人材紹介会社を介

で

しての採用活動を行う

、

ことが出来るよう支援

申

してい

く。

　就業規則

4

請

作成助成金については

回

、令和７年度末をもっ

数

て現在の制度の補助制

の

度は終了するが、令和

選

８年度より新たに就業

択

規則作

成補助、職場環

制

境整備、熱中症対策の

を

３つの枠組みで、区内

導

中小企業人材定着サポ

入

ート助成金の運用を開

 

し

始した。これにより、

１

人

材の採用、育成、定

回

着の各段階に対し企業

あ

に助成することで、各

た

企業の人材確保支援を

り

強化していく。

【指標

の

３】マンスリー就職面

助

接会やシニア人材マッ

成

チング等を通じて、就

額

業につながった人数

　

担

を

マンスリー就職面接会

拡

については、引き続き

充

ハローワーク足立と協

し

議を行いながら、現在

た

も一部実施している特

結

定の業種に特化

した内

果

容を再検討しつつ、必

、

要に応じて他部署とも

経

連携し、さらに実効度

費

を高める工夫を進めて

当

の

いく。また、周知につ

か

いては、引

き続きあだ

か

ち広報をはじめとし、

る

ホームページやＳＮＳ

大

など、効果的な周知を

型

行っていく。

　シニア

運

人材マッチング事業に

転

ついては、４６人の応

免

募件数に対して雇用に

許

つながった人数が９人

部

等

となかなか雇用につな

の

がってい

ない状況であ

取

る。求人票の件数は１

得

００件以上あることか

な

ら、求職者側の望む職

ど

種の求人募集の不足、

の

求職者と企業とで職種

申

のミ

スマッチが主な原

請

因と考えられる。今後

件

については、引き続き

に

数

東京しごと財団主催の

が

シニア向け就労支援セ

、

ミナーなどを求職者側

令

に周知するとともに、

和

あだち広報やチラシの

６

配布などを活用しなが

年

ら公益財団法人産業雇

度

用安定センターと協力

０

して周知していく

。

【

件

計画の理念】　③ウェ

お

に

ルビーイングの向上と

対

SDGsの推進

　アド

し

バイザリー支援（令和

、

７年度までコンサルテ

令

ィング支援）の活用企

和

業の掘り起こしに関し

７

ては、令和８年度より

年

受付開始す

る区内中小

度

企業人材定着サポート

１

支援助成金を活用する

け

５

ための専門家相談の際

件

に、同時に定着に関す

と

る課題を広くヒアリン

な

グしな

がら、必要に応

っ

じて支援へとつなげて

て

いく。

おり、一

る

定の需要に応えること

評

が出来た結果、全体の

価

資

格取得人数の増加に

（

つながったと考えられ

部

る。

【指標２】補助金

長

を活用して人材を採用

評

できた、または就業規

価

則を整備できた企業数

－

の合計

　目標値及び令

１

和６年度実績を上回る

次

ことができた。区内中

評

小企業人材採用支援助

価

成金については、令和

）

６年度実績を上回るこ

そ

と

ができた。令和７年

の

度から人材紹介会社を

１

活用した経費に対する

1

助成の上限金額を、４

)

０万円から６０万円に

施

拡充したことにより

、

策

助成件数が４２件から

の

５９件と令和６年度比

達

１．４倍に大きく伸び

成

たことが一つの要因と

状

考えられる（令和７年

況

度２０６件、令

和６年

と

度１５８件）。就業規

そ

則作成助成金について

の

は、令和６年度実績を

原

下回ったものの、令和

因

５年度実績は上回って

の

おり、ここ

数年２０件

分

から３０件台の間で推

析

移している（令和７年

【

度２４件、令和６年度

指

３４件、令和５年度２

標

１件）。

【指標３】マ

１

ンスリー就職面接会や

】

シニア人材マッチング

就

等を通じて、就業につ

業

ながった人数

　目標値

（

及び令和６年度実績を

継

上回ることができた。

続

マンスリー就職面接会

的

については、足立ブラ

な

ンドの認定商品を展示

就

した面接

会を開催する

職

など内容を工夫したほ

）

か、ハローワーク足立

に

による開催周知を強化

必

した結果、開催回数は

要

１０回と令和６年度と

な

同様

であったが、充足

資

数は令和６年度実績を

格

上回った（令和７年度

を

９２人、令和６年度７

取

２人）。シニア人材マ

得

ッチングについては、

で

令和７年度より、区が

き

委託する区内中小企業

た

人材確保支援事業の枠

人

組みではなく、公益財

数

団法人産業雇用安定セ

　

ンターと協定を結

び、

目

企業と６０歳以上７０

標

歳以下かつ就労中か離

値

職後１年以内の方とを

及

マッチングさせる体制

び

に移行している。この

令

結果、直接雇

用につな

和

がった人数が令和６年

６

度０名から令和７年度

年

９人となっている。

【

度

計画の理念】　③ウェ

実

ルビーイングの向上と

績

SDGsの推進

　区内
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

就労・雇用支援事業 企業経営支援課3615 145,538 15,995 161,533 拡充 Ａ

シルバー人材センター事業 企業経営支援課17166 144,189 9,642 153,831 現状維持 Ａ

合計２事業 289,727 25,637 315,364

3)施施策の手段として位置付け
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施

事費の増加やさらなる

策

超高齢社会の進行に

伴

の

う社会保障費の増加な

概

ど、区の財政を取り巻

要

く環境は予断を許さな

柱

い状況です。【課題3

立

】健全な財政運営の推

て

進

【課題1に対する取

1

組】①重点プロジェク

8

トの選定による資源の

【

重点配分、②重点プロ

行

ジェクトの継続的な見

財

直し、

③分野・部署横

政

断的なプロジェクトの

】

推進

【課題2に対する

区

取組】①足立区区民評

民

価委員会による外部評

の

価の実施、②施策評価

活

の実施、③事務事業評

躍

価の実施

【課題3に対

と

する取組】①基金と起

ま

債の計画的な活用、②

ち

中期財政計画に基づく

の

予算執行、③行政評価

活

による事業の

精査
主な

力

取組

担 当 課 名 政策経営

を

課（取りまとめ）

電 話

支

番 号 03-3880-

え

5811 E-mail

る

seisaku@ci

行

ty.adachi.

財

tokyo.jp

行政

政

評価を通じて、事業や

施

施策、重点プロジェク

策

トの評価を行うことで

群

、地域課題の解決や区

名

民とのパートナーシッ

1

プを実践している。

協

4

働・協創
の 取 組 み

【目

戦

標】16：平和と公平

略

をすべての人に【ター

的

ゲット】16.6：あ

か

らゆるレベルにおいて

つ

、有効で説明責任のあ

効

る透明

性の高い公共機

果

関を発展させる。【関

的

連性】行政評価を実施

な

し、事業や施策の効果

行

を客観的に高め、業務

財

を改善して
ＳＤＧｓが

政

いくことは区民に対す

運

る説明責任を果たすこ

営

とにつながる。【進捗

を

状況】分かりやすい指

行

標を用いて行政評価を

う

実施
目指す目標

するこ

施

とにより、事業や施策

策

の実施効果を可視化す

名

ることができている。

1

（ターゲッ
【目標】1

4

7：パートナーシップ

.

で目標を達成しよう【

1

ターゲット】17.1

効

7：さまざまなパート

果

ナーシップの経験や資

的

ト）との関
源戦略を基

か

にした、効果的な公的

つ

、官民、市民社会のパ

効

ートナーシップを奨励

率

・推進する。【関連性

的

】区民評価委員
連及び

な

評価
に区民からの公募

区

による委員を採用し、

政

行政評価を実施してい

運

る。【進捗状況】R7

営

.4.1現在、16人

の

の区民評価委員の

うち

推

11人が公募による委

進

員となっており、区民

 

とのパートナーシップ

区

によるPDCAサイク

の

ルが確立できている。

安

 

備　　　考

心と活力が高まっている。

施策の
目指す姿

【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで地域課題を解決する】①地域課題の解決を進める重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを構築することで、ﾎﾞﾄﾙﾈｯｸ的課題

の早期解決と迅速かつ的確な区民ﾆｰｽﾞへの対応を進めていく。②同じ目標やSDGsｺﾞｰﾙを共通項に分野･部署を超えた

連携を促進することで施策全体の最適化や新たなｻｰﾋﾞｽ創出等を進めていく。【行政評価で継続的な事業改善を促進

する】①庁内評価だけでなく外部評価を取入れた行政評価を行うことで、多様な視点を反映した事業改善を実施する
施策の方向

とともに透明性の高い区政運営に取組んでいく。②組織的な施策･事業評価を実施し,継続的な事業の効果検証と職員

の改善意識の向上を進めPDCAｻｲｸﾙをより強固にしていく。【次世代に繋げる持続可能な財政運営を進める】将来に亘

り区民の安全･安心を守り区民生活を支えていくため、将来ｺｽﾄを見据えた計画的な予算の編成･執行を進めるととも

に、既存事業の見直し、公共施設をはじめとした投資的ｺｽﾄの縮減･平準化を進め,健全な財政運営を実現していく。

【現状1】①基本構想に掲げる将来像を実現するには、区が抱えるボトルネック的課題をはじめとする重要課題の早

期解決が必要です。②刻々と変化する

足

課題に柔軟に対応する

立

ため、特に優先的かつ

区

集中的に推進していく

　

「重点プロ

ジェクト」

令

を設定し、全庁を挙げ

和

た取組を推進していま

８

す。【課題1】重点プ

年

ロジェクトによる地域

度

課題の解決

【現状2】

施

①行政評価制度を通じ

策

た基本計画の進捗管理

評

を行っており、各施策

価

重点プロジェクト・事

調

務事業の評価を

毎年度

書

実施しています。②特

(

に、重点プロジェクト

令

については、自己評価

和

に加えて、一般公募区

７

民を含めた第三者機
現

年

状と課題
関である「足

度

立区区民評価委員会」

事

による評価を実施して

業

います。【課題2】行

実

政評価によるPDCA

施

サイクルの推進

【現状

)

3】実質収支額は黒字

1

となっていますが、公

 

共施設の更新に伴う工
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入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 13,872,349 7,042,101 13,423,923 6,954,536

人件費 2,544,940 2,633,328 2,784,240 3,397,265

総事業費 16,417,289 9,675,429 16,208,163 10,351,801

前年比(金額) 16,417,289 △6,741,860 6,532,734 △5,856,362

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 区民評価委員会による重点プロジェクト事業評価結果の平均点（全体評価）

定義等 区民評価委員会が5点満点で評価した、重点プロジェクト事業の評価結果（全体評価）の平均点
指

単　位 点 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 3.98 3.98 3.98 3.98
(1)

実　績　値 - 3.65 3.63 3.75 R10 3.98

達　成　率 0.0% 0.0% 91.7% 91.7% 91.2% 91.2% 94.2% 94.2% -

指標名 経常収支比率

定義等 経常経費充当一般財源等÷経常一般財源等×１００　※低減目標
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 80 80
(2)

実　績　値 75.9 78.6 79.7 80.8 R10 80

達　成　率 105% 105% 102% 102% 100% 100% 99% 99% -

指標名 実質収支比率

定義等 実質収支÷標準財政規模×100（適正水準３～５％）　※低減目標
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5
(3)

実　績　値 7.4 6.7 6.5 6.4 R10 4.5

達　成　率 61% 61% 67% 67% 69% 69% 70% 70% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投
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目

とされる。

【計画の理

標

念】⑦持続可能な区政

値

運営の推進

　物価高騰

で

等の社会状況を注視し

あ

つつ年間10回の補正

る

予算を計上し、区民生

4

活・区内事業者の活動

点

を支援した。一方、健

に

全な財政

運営を推進す

は

るためには、限られた

未

財源の使途である事務

達

事業の「選択と集中」

で

が不可欠であることか

あ

ら、事務事業評価にて

る

事業

の必要性や予算計

も

上の妥当性など多角的

の

な視点で評価を行い、

の

事業の見直しにつなげ

、

たほか、６年度に行っ

前

た補助金全件調査の継

年

続調査として、執行率

度

など課題のある補助金

の

に関し、重点的に内容

3

の見直し・精査を求め

.

た。

2)達成状況と原

6

因分析を踏まえた今後

3

の方向性

【指標１】

　

点

各所管における継続的

か

な事業改善を推進する

ら

とともに、区民評価委

3

員の事業に対する理解

.

を深め、認識の齟齬を

7

防止する観点か

ら、区

5

民評価委員会の提言に

点

対して未実施となって

へ

いる事項等の理由等を

と

説明する機会を設ける

上

など、評価プロセスの

昇

運用に適切

な改善を図

し

り、全体評価を向上さ

、

せていく。

【計画の理

目

念】】⑦持続可能な区

標

政運営の推進

　社会の

に

急激な変化に対応する

対

ため、行政評価の仕組

す

み自体も立ち止まるこ

る

となく進化させる必要

達

がある。区民評価委員

成

との建設

的な対話を通

率

じて、評価指標の妥当

も

性など評価の基準を常

9

にアップデートし、行

0

政評価が「持続可能な

.

まちづくり」を牽引す

8

る羅

針盤として機能し

%

続けるよう、制度全体

か

の質の向上を図ってい

ら

く。

　また、内部での

9

事業改善が高い水準で

3

進んでいる成果を区民

4

.

へ広く還元するため、

8

形骸化しない情報発信

%

戦略を再構築する。行

へ

政のプロセスや成果、

と

課題を区民にとって分

向

かりやすく可視化する

上

ことで、区政に対する

し

区民の理解と信頼を深

た

め、共に地域課題

を解

。

決していくための強固

 

具

な基盤を形成していく

体

。

【指標２・３】

　予

的

算規模が膨らみ続ける

な

なか、今後も物価高騰

客

や人件費上昇等の影響

観

が見込まれるため、行

的

政評価等による既存事

数

業の見直しの

徹底や区

値

政の最優先重要課題を

と

中心とした事業の優先

担

し

順位付け等により持続

て

可能な財政運営を目指

、

していく。

【計画の理

区

念】⑦持続可能な区政

民

運営の推進

　当区が所

評

有する公共施設の約6

価

0％が築30年以上と

委

老朽化が進行している

員

一方で、資材高、エネ

会

ルギー価格の高騰や労

当

か

務単価の引

き上げ等に

ら

より建設コストがここ

の

数年で急騰している。

提

加えて、少子高齢化の

言

進行による社会保障費

・

の増加が見込まれ、自

意

主財源

の比率の低い当

見

区にとってこれまで以

7

上に、事業の必要性の

7

検証、特定財源の確保

部

件

、年度間コストの平準

に

化や計画的な基金積立

対

等

、将来を見据えた財

し

政運営を行っていく必

、

要がある。 

    

改善した取

に

り組みが62件（改善

お

率80.5%）に達し

け

、そのうち51件が「

る

実施済み」となった。

評

　この点数向上の要因

価

は、区民評価委員会の

（

評価（提言や意見）を

部

次の計画立案や事業改

長

善に結びつける「PD

評

CAのマネジメントサ

価

イクル」が庁内で機能

－

したと考える。

【計画

１

の理念】⑦持続可能な

次

区政運営の推進

　現在

評

の行政評価事務は、区

価

の限られた経営資源（

）

ヒト・モノ・カネ）を

そ

真に必要な区民サービ

の

スへ振り向けるための

１

「事業の新

陳代謝」を

1

促す強力なエンジンと

)

して機能している。 

施

第三者機関（区民評価

策

委員会）からの厳しい

の

指摘や提言の大半を、

達

単なる

書類上の見直し

成

に留めず、実際の業務

状

改善等へと結びつけて

況

いる現在の状況は、前

と

例踏襲ではなく、将来

そ

コストを見据えた既存

の

事

業の精査が庁内で着

原

実に進んでいると考え

因

る。

【指標２】

　人件

の

費の上昇や物価高騰へ

分

の対応に加え、小・中

析

学校の教育費負担軽減

【

などの区民の「安全・

指

安心」につながる区独

標

自事業に積

極的な投資

１

を行った結果、前年度

】

比1.1ポイント増と

　

なり、目標をわずかに

区

下回った。

　※　「経

民

常収支比率」とは、生

評

活保護費等の扶助費や

価

職員の人件費等の必ず

委

支払う経費が、特別区

員

税等の毎年度定期的に

会

入って

くる収入でどの

に

程度賄われているかを

よ

示した割合であり、財

る

政の弾力性（ゆとり）

重

を見るための指標とな

点

っている。

【指標３】

プ

　分子となる実質収支

ロ

が前年度より７億円増

ジ

加した一方、分母とな

ェ

る標準財政規模が11

ク

0億円増となったため

ト

、実質収支比率は0.

事

1

ポイント減となり、

業

昨年度に引き続き適正

評

水準にやや近づいたが

価

、目標を下回った。当

結

区では物価高騰対策等

果

の必要な施策を機を

逸

の

することなく実施して

平

いるが、都税収入の増

均

加に伴う財政調整交付

点

金の増収等により、2

（

3区全体の傾向として

全

実質収支比率はや

や高

体

めの水準となっている

評

。

　※　「実質収支比

価

率」とは、自治体の財

）

政規模に対する黒字の

は

割合のことで、一般的

、

に３～５％が望ましい
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計５２事業 6,954,536 3,397,265 10,351,801

3)施施策の手段として位置付け
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政策 経

4

3 39,260 435

1

,980 475,24

1

0 改善・変更 Ａ

住居表

3

示事務 戸籍住民課35

4

74 14,050 21

,

,472 35,522

9

拡充 Ａ

国民年金事務 高

8

齢医療年金課3598

9

3,421 204,2

現

16 207,637 現

営

状

状維持 Ａ

審査・決算事

維

務 会計管理室4011

持

82,651 39,4

Ａ

43 122,094 改

公

善・変更 Ａ

出納事務 会

共

計管理室4013 98

施

,721 39,443

設

138,164 改善・

建

変更 Ａ

一時借入金等利

設

子 会計管理室4014

課

資

0 8,765 8,76

金

5 現状維持 Ａ

選挙管理

積

委員会運営事務 選挙管

立

理委員会事務
局

419

基

0 12,936 17,

金

530 30,466 現

積

状維持 Ａ

選挙管理委員

立

会事務局運営事務 選挙

金

管理委員会事務
局

41

財

91 2,721 12,

3

政

707 15,428 現

課

状維持 Ｂ

明るい選挙推

3

進のための常時啓発事

4

務 選挙管理委員会事務

3

局
4192 1,858

1

21,472 23,3

3

30 現状維持 Ｂ

監査事

6

務 監査事務局4194

2

8,372 54,56

,

1 62,933 改善・

4

4

変更 Ａ

監査事務局運営

1

事務 監査事務局419

9

5 1,013 10,7

8

36 11,749 現状

8

維持 Ａ

議員報酬事務 区

3

議会事務局4196 6

6

16,902 6,13

2

6 623,038 現状

,

維持 Ｂ

区議会運営事務

5

区議会事務局4197

2

0

147,535 90,

7

363 237,898

現

現状維持 Ｂ

区議会事務

状

局運営事務 区議会事務

維

局4198 2,194

持

35,060 37,2

Ａ

54 改善・変更 Ｂ

区民

財

事務所（各種証明書の

政

発行等） 地域調整課1

調

0317 0 1,110

5

整

,467 1,110,

基

467 改善・変更 Ａ

区

金

民事務所改修・開設事

積

業 地域調整課1443

立

0 22,522 4,3

金

83 26,905 現状

財

維持 Ｂ

中長期在留者事

政

務 戸籍住民課1669

課

9 3,873 21,4

3

72 25,345 現状

3

4

維持 Ａ

個人番号カード

3

交付等事務 戸籍住民課

2

21006 233,4

1

23 151,140 3

0

84,563 拡充 Ａ

戸

2

籍住民関係一般管理事

,

務 戸籍住民課2105

4

9 163,024 38

4

,121 201,14

8

5 拡充 Ａ

特別区債元金

,

8

の償還 福祉管理課21

8

617 457 877 1

1

,334 現状維持 Ｃ

参

0

議院議員通常選挙事務

2

選挙管理委員会事務
局

,

22164 279,9

5

71 17,530 29

3

7,501 現状維持 Ｂ

6

災害対策基金積立金 財

現

政課22377 22,

3

状

280 88 22,36

維

8 拡充 Ａ

東京都議会議

持

員選挙事務 選挙管理委

Ａ

員会事務
局

22726

減

258,634 17,

債

530 276,164

基

現状維持 Ｂ

金積立

一 1

金 財政課

別

3

紙

3)施策の手段とし

4

て位置付けられる事務

3

事業の評価結果
事務事

3

業 施策への
事務事業名

1

事業費 人件費 総事業費

8

課長評価 担当課コ ー

6

,

 ド 貢献度

490 88 18,5

4

78 現状維持 Ａ

特別区

3

債元金の償還 財政課3

,

435 2,568,0

8

17 351 2,568

2

,368 現状維持 Ａ

特

5

別区債利子の支払 財政

4

課3436 162,0

7

06 351 162,3

般 ,

57 現状維持 Ｂ

予算超

1

過または予算外支出の

4

予備費 財政課3438

1

0 88 88 現状維持 Ａ

現

総務一般管理事務 総務

状

課3455 10,59

維

0 43,825 54,

持

415 現状維持 Ａ

特別

Ａ

区自治体総合賠償責任

行

保険費用負担事務 総務

管

政

課3456 16,03

評

6 2,191 18,2

価

27 現状維持 Ａ

各種協

事

議会等分担費用負担事

務

務 総務課3458 5,

政

097 2,191 7,

策

288 現状維持 Ａ

表彰

経

事務 総務課3459 5

営

,690 21,913

課

27,603 現状維持

理

3

Ａ

文書管理事務 総務課

4

3461 77,076

2

39,443 116,

6

519 改善・変更 Ａ

庁

1

内印刷事務 総務課34

,

62 53,529 13

8

,148 66,677

9

改善・変更 Ａ

統計調査

7

事務 総務課3463 1

2

5,725 17,53

事

6

0 33,255 現状維

,

持 Ｂ

基幹統計事務 総務

2

課3464 435,9

9

27 99,476 53

5

5,403 現状維持 Ａ

2

車両管理事務 総務課3

8

467 90,564 1

,

6,649 107,2

1

13 改善・変更 Ｂ

法規

9

事務 総務課3468 2

務

2

2,123 56,53

現

2 78,655 現状維

状

持 Ａ

秘書一般管理事務

維

秘書課3469 581

持

26,295 26,8

Ａ

76 現状維持 Ａ

区長交

予

際費 秘書課3470 9

算

13 8,765 9,6

編

78 現状維持 Ｂ

契約管

成

理事務 契約課3520

政

事

6,615 195,8

務

91 202,506 改

財

善・変更 Ａ

区民事務所

政

管理運営事務 地域調整

課

課3561 52,52

3

1 23,884 76,

4

405 現状維持 Ａ

区民

3

事務所維持補修事務 地

0

域調整課3562 1,

3

774 4,383 6,

策

0

157 現状維持 Ｂ

被災

,

者応急支援事務 地域調

9

整課3564 486 2

4

,541 3,027 現

8

状維持 Ｂ

戸籍整備事務

1

戸籍住民課3571 4

0

9,065 270,3

4

71 319,436 現

,

状維持 Ａ

住民基本台帳

0

事務 戸籍住民課357
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衆議 裁

971

東京都議会議員

判

選挙事務 選挙管理委員

所

会事務
局

23993 2

裁

58,634 0 258

判

,634

合計５２事業

官

6,954,536 3

国

,397,265 10

民

,351,801

審査院 事務 選挙管理

別紙

3)施策の手

委

段として位置付けられ

員

る事務事業の評価結果

会

事務事業 施策への
事務

事

事業名 事業費 人件費 総

議 務

事業費 課長評価 担当課

局

コ ー ド 貢献度

22730 306員 ,260 17,530選 323,790 現状維挙 持 Ｂ

参議院議員通常選

・

挙事務 選挙管理委員会

最

事務
局23972 27

高

9,971 0 279,
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施

に求められる能力の向

策

上を図る研修の強化

■

の

　キャリア形成支援（

概

研修· キャリアサポー

要

トブック）

■　職務に

柱

応じた自己啓発や職場

立

研修支援

■　テレワー

て

クの推進

■　生活状況

1

（育児· 介護等）に応

8

じた働き方の支援
主な

【

取組
■　ハラスメント

行

研修等による意識啓発

財

■　定期健康診断· 個

政

別指導

■　ストレスチ

】

ェック· EAP

■　メ

区

ンタルヘルス研修の実

民

施

担 当 課 名 人事課（取

の

りまとめ）

電 話 番 号 0

活

3-3880-583

躍

1 E-mail jin

と

ji@city.ad

ま

achi.tokyo

ち

.jp

■　職場研修（

の

ＯＪＴ）は各所属、複

活

線型人事は専門性の高

力

い職員育成が必要な所

を

属と協働で取り組んで

支

いる。

協働・協創
の 取

え

組 み

【目標】5ジェン

る

ダー平等を実現しよう

行

【ターゲット】5.5

財

政治、経済、公共分野

政

での意思決定において

施

、女性の参画

と平等な

策

リーダーシップの機会

群

を確保する。【関連す

名

る理由】女性職員を部

1

庶務、課庶務や政策経

4

営課、財政課等の
ＳＤ

戦

Ｇｓが
政策部門に配置

略

することは公共部門に

的

おける女性の参画と平

か

等なリーダーシップの

つ

機会確保につながる。

効

【評価】人
目指す目標

果

事配置を通じて、ジェ

的

ンダー平等を実現でき

な

ている。
（ターゲッ

【

行

目標】8働きがいも経

財

済成長も【ターゲット

政

】8.5雇用と働きが

運

いのある仕事、同一労

営

働同一賃金を達成する

を

。【関
ト）との関

連す

行

る理由】職員一人ひと

う

りの職務意欲、知識と

施

能力を高めることは働

策

きがいにつながる。【

名

評価】職層別研修の実

1

連及び評価
施や適切な

4

ジョブローテーション

.

等を通じて、職員が自

2

己成長を感じる、働き

戦

がいのある職場環境の

略

整備を行ってい

くこと

的

ができている。

備　　

な

　考

人事管理・組織運営の推進

■　職員が笑顔で働き、まちを支えている。

施策の
目指す姿

■　自ら学び、考え、行動する職員の育成を推進するため、人材の採用· 育成· 配置· 評価を連動させるとともに、

多岐にわたる取組を強化することで、職員のエンゲージメントを高め、組織のパフォーマンスを向上させていく。

■　職員一人ひとりの個性を尊重し、多様な働き方を推進するための取組を充実させるとともに、ハラスメント防止

に向けた取組を強化することで、全ての職員が能力を最大限発揮でき、誰もが働きやすい職場環境を実現していく。
施策の方向

■　職員が健康でいきいきと働き続けることができるよう、定期健康診断や有所見者に対する個別指導の積極的な受

診を勧めるとともに、職員の健康に悪影響を及ぼす長時間労働の縮減に努める。

■　ストレスチェックの結果に応じた取組や職員支援プログラム（EAP）等の相談窓口支援を充実させ、職員のメン

タルヘルスをサポートしていく。

【現状１】社会経済情勢の急激な変化に対応するには、公務員の倫理意識を心に深く浸透させることに加え、資質の

向上を図り、その可能性・能力を最大限引き出すことで、「安心と活力」の実現に貢献できる職員の育成を進める必

要がある。【課題１】職員の育成【現状２】少子高齢化や価値観の多様化が進む中、区が求め

足

る人材の確保と定着を

立

進めるには、働き方改

区

革やダイバーシティを

　

推進するとともに、職

令

員が成長に応じて能力

和

を発揮できる環境を整

８

える

ことで、全ての職

年

員が働きやすい職場を

度

実現する必要がある。

施

【課題２】働きやすい

策

職場環境【現状３】①

評

職員が心
現状と課題

身

価

ともに健康であり、意

調

欲的に職務を遂行する

書

ためには、職場環境の

(

改善に加え、職員の健

令

康増進やメンタルヘル

和

ス

を支援する仕組みづ

７

くりなどを実施する必

年

要がある。②ストレス

度

チェックにおける健康

事

リスクが120を超え

業

るとハイ

リスクとされ

実

、対応が必要となるが

施

、令和5年度は19所

)

属がハイリスクとなっ

1

た。【課題３】職員の

 

健康増進

■　職層ごと
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円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 389,902 400,297 454,895 506,106

人件費 323,501 327,106 403,677 465,764

総事業費 713,403 727,403 858,572 971,870

前年比(金額) 713,403 14,000 131,169 113,298

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 研修やジョブローテーションを通じて自己成長を感じた職員の割合

定義等 常勤職員500名を無作為に抽出した「職員の育成に関する状況についてのアンケート」で自己成長を感じた職員の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 75 70 75 75 75
(1)

実　績　値 67 71 69 67 R10 75

達　成　率 89% 89% 101% 95% 92% 92% 89% 89% -

指標名 職員（入区１０年間）の定着率

定義等 入区１０年経過時点で在籍している職員の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 80 80
(2)

実　績　値 87 78 78 74 R10 80

達　成　率 109% 109% 98% 98% 98% 98% 93% 93% -

指標名 ストレスチェックにおける健康リスク（職場内の支援）の平均値

定義等 ストレスチェック回答の「上司支援」「同僚支援」を100点を基準として数値化した点数
指

単　位 点 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 100
(3)

実　績　値 100 100 99 97 R10 99

達　成　率 100% 99% 100% 99% 101% 100% 103% 102% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千
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課

な指標や基準がない中

が

、引き続き係長級以上

実

の管理監督者向けの研

施

修では、効果的な褒め

す

方など、部下に

対する

る

声かけの重要性を伝え

「

、自己成長を実感でき

職

る環境づくりを行って

員

いく。

【成果指標２】

の

職員（入区１０年間）

育

の定着率

　職員の人事

成

評価、資格情報、自己

に

申告情報等の人材情報

関

の連携の強化により職

す

員のエンゲージメント

る

を高めることで、職員

状

の定

着率の向上を目指

況

す。

【成果指標３】ス

に

トレスチェックにおけ

つ

る健康リスク（職場内

い

の支援）の平均値

　職

て

員が安心して働きやす

の

い職場環境のため、引

ア

き続きストレスチェッ

ン

クや職員支援プログラ

ケ

ム（EAP）等を活用

ー

して、職場環境

の改善

ト

やメンタルヘルスを支

」

援していく。

【計画の

に

理念】⑦持続可能な区

お

政運営の推進

　引き続

け

き研修や支援プログラ

る

ムを通じて、職員が自

自

己成長を感じ、安心し

己

て働ける職場環境を整

成

備する。また、職員の

長

希望や能

力等に応じた

を

エンゲージメントの強

感

化を図り、職員ひとり

じ

ひとりの働きがいを向

た

上させることで持続可

職

能な区政の運営につな

員

げて

いく。

の割合は前年度より２

ポイント減少し

4

、目標75％を達成す

 

ることはできなかった

担

。勤務時間外の自己啓

当

発や職場研修（ＯＪＴ

部

等）の機会が少なかっ

に

たこ

とに加え、自己成

お

長したか分からないこ

け

とが主な要因であった

る

。自己成長したか分か

評

らないとの回答した職

価

員に対し、その要因分

（

析を行った結果、自己

部

成長の指標や基準がわ

長

からない、個別具体的

評

な評価がなかったとの

価

意見があった。

【成果

－

指標２】職員（入区１

１

０年間）の定着率

　入

次

区１０年間における職

評

員の定着率は74％と

価

前年度より４ポイント

）

減少し、目標である8

そ

0％を達成できなかっ

の

た。仕事へのやり

がい

１

を感じていない理由を

1

調査したアンケートの

)

結果、業務内容、希望

施

以外の所属への異動を

策

理由として挙げている

の

職員が大半を

占めてお

達

り、業務に対するモチ

成

ベーションの低下が定

状

着率低下への一因とな

況

っていると考える。

【

と

成果指標３】ストレス

そ

チェックにおける健康

の

リスク（職場内の支援

原

）の平均値

　個人のス

因

トレスチェック回答か

の

ら所属単位のストレス

分

値を判定するストレス

析

チェック集団分析にお

【

いて、職場内の支援の

成

区平均

値が２ポイント

果

減少し、健康リスクが

指

低くなった。集団分析

標

により高ストレスと判

１

定された所属の所属長

】

への臨床心理士による

研

面

接や職場環境改善へ

修

の取り組み、新規採用

や

職員や入区４年目職員

ジ

、管理職昇任者等の職

ョ

場環境に変化のある職

ブ

員を対象とした面接

実

ロ

施により、職場環境や

ー

メンタルヘルスが改善

テ

された。

【計画の理念

ー

】⑦持続可能な区政運

シ

営の推進

　職員アンケ

ョ

ート結果から自己成長

ン

を感じた職員の割合や

を

入区１０年間における

通

職員の定着率が減少し

じ

た。自己成長の指標や

て

基準

が不明、業務に対

自

するモチベーションの

己

低下などが課題となっ

成

ている。

　一方で、職

長

員のストレスチェック

を

結果から集団分析にお

感

いて健康リスクは低下

じ

した。臨床心理士によ

た

る面接や職場環境への

職

取組

などの実施により

員

、職場環境やメンタル

の

ヘルスが改善された。

割

2)達成状況と原因分

合

析を踏まえた今後の方

　

向性

【成果指標１】研

毎

修やジョブローテーシ

年

ョンを通じて自己成長

人

を感じた職員の割合

　

事

自己成長に対する明確
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ら

71,870

れる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

特別区人事・厚生事務組合費用負担事務 人事課3471 108,460 877 109,337 現状維持 Ｂ

人事管理事務 人事課3473 69,863 178,366 248,229 改善・変更 Ａ

職員研修事業 人事課3475 30,468 51,626 82,094 改善・変更 Ａ

東京都教職員互助組合費用負担事務 人事課3477 221 8,983 9,204 現状維持 Ｃ

東京都職員共済組合業務経理費用負担事務 人事課3478 42,421 21,472 63,893 現状維持 Ｃ

東京都職員共済組合事務従事職員給与費負担事務 人事課3479 38,356 8,983 47,339 現状維持 Ｃ

職員寮の管理運営事務 人事課3481 2,254 7,889 10,143 現状維持 Ｂ

職員施設維持補修事務 人事課3482 410 6,136 6,546 現状維持 Ｂ

足立区職員互助会費用助成事務 人事課3483 26,700 12,707 39,407 現状維持 Ｂ

東京都人材支援事業団費用交付事務 人事課3485 4 2,630 2,634 現状維持 Ｃ

会計年度任用職員の報酬 人事課3488 0 109,122 109,122 現状維持 Ａ

職員の公務災害補償事務 人事課3515 1,680 2,191 3,871 現状維持 Ｂ

地方公務員災害補償費用負担事務 人事課3517 55,760 7,450 63,210 現状維持 Ｂ

職員の健康管理事務 人事課3518 108,275 17,530 125,805 改善・変更 Ａ

職員の安全衛生教育事務 人事課3519 452 7,012 7,464 改善・変更 Ｂ

コンプライアンス推進事業 総

3

務課8119 20,5

)

77 8,765 29,

施

342 現状維持 Ａ

内部

施

統制事務 総務課219

策

05 0 8,765 8,

の

765 現状維持 Ａ

人権

手

意識向上事務 人事課2

段

2060 87 877 9

と

64 改善・変更 Ａ

公立

し

学校共済組合事務費負

て

担事務 人事課2404

位

8 118 4,383 4

置

,501 現状維持 Ｃ

合

付

計１９事業 506,1

け

06 465,764 9
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施

【課題３】データ利活

策

用の推進

【取組１】

①

の

オンライン申請可能手

概

続の拡充　②電子通知

要

ツールの導入・拡充　

柱

③書かない窓口の拡充

立

【取組２】

①ＲＰＡの

て

拡充　②ＡＩ－ＯＣＲ

1

の推進　③先端技術の

8

研究・活用

【取組３】

【

主な取組
①ＢＩツール

行

の活用　②データ利活

財

用推進会議の開催　③

政

ＥＢＰＭの推進

担 当 課

】

名 ＩＣＴ戦略推進担当

区

課（取りまとめ）

電 話

民

番 号 03-3880-

の

5648 E-mail

活

ictsenryak

躍

u@city.ada

と

chi.tokyo.

ま

jp

データ分析やＥＢ

ち

ＰＭの推進において、

の

大学・研究機関等との

活

連携を推進しています

力

。

業務改善やデジタル

を

技術の専門知識を有す

支

る外部人材や団体との

え

協働・協創を進めてい

る

ます。

包括連携協定を

行

締結したグーグル・ク

財

ラウド・ジャパン合同

政

会社と生成AIの業務

施

活用の検討を進めてい

策

ます。

協働・協創
の 取

群

組 み

【目標】８：働き

名

がいも経済成長も【タ

1

ーゲット】８.２：商

4

品やサービスの価値を

戦

より高める産業や、労

略

働集約型

の産業を中心

的

に、多様化、技術の向

か

上、イノベーションを

つ

通じて、経済の生産性

効

をあげる。【関連性】

果

庁内のＤＸ推
ＳＤＧｓ

的

が
進で業務を効率化・

な

最適化し、限られた人

行

員の中で行政サービス

財

の質の向上を進めてい

政

る。【進捗状況】オン

運

ライン
目指す目標

申請

営

やＲＰＡ等のデジタル

を

技術を活用し、内部業

行

務の生産性の向上に努

う

めている。
（ターゲッ

施

【目標】17：パート

策

ナーシップで目標を達

名

成しよう【ターゲット

1

】17.17：さまざ

4

まなパートナーシップ

.

の経験や資
ト）との関

3

源戦略を基にした、効

Ｄ

果的な公的、官民、市

Ｘ

民社会のパートナーシ

（

ップを奨励・推進する

デ

。【関連性】課題解決

ジ

のた
連及び評価

め専門

タ

家の知見を活用し、大

ル

学・研究機関等と連携

・

している。【進捗状況

ト

】区データ適正利活用

ラ

推進会議やデータ分

析

ン

・ＥＢＰＭの推進にお

ス

いて、大学や有識者等

フ

と連携している。

備　

ォ

　　考

ーメーション）の推進

業務を効率化して快適なサービスを提供している。

施策の
目指す姿

【方向１】デジタル技術により区民サービスを向上させる：デジタル技術を活用し、「書かない窓口」やオンライン

申請手続を拡充します。デジタルツールの効果的な活用により、住民との接点であるフロントヤードを改革し、区民

の利便性と行政サービスの質を高めます。【方向２】ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）による業務効率

化を進める：①ＲＰＡやＡＩ－ＯＣＲなどで業務を自動化・最適化し、効率化を実現。コア業務への集中とサービス
施策の方向

向上時間を創出します。②生成ＡＩなど最先端技術の適切な活用により、バックヤード業務の改革に取り組みます。

【方向３】データを活用し、戦略的な行政運営を進める：①保有データの見える化や連携・分析を進め、地域課題を

早期発見。ＥＢＰＭ（証拠に基づく政策立案）推進と戦略的な行政運営を実現します。②行政課題解決のため、専門

家の知見を活用し、大学・研究機関などとの連携に取り組みます。

【現状１】①デジタル技術の進展によりサービスのデジタル化が飛躍的に高まる中、地方自治体の住民サービスにつ

いてもデジタル化の推進に本格的に取り組むことが求められています。②区では、区民サービスの向上を目的として

足

、各種手続のデジタル

立

化や支払いに関するデ

区

ジタル化などを進めて

　

います。【課題１】デ

令

ジタルによる区民サー

和

ビス

の向上

【現状２】

８

将来的に人口減少によ

年

る労働力不足が深刻化

度

する中で、現在の業務

施

を従来通りのやり方で

策

高い品質を維持
現状と

評

課題
することには限界

価

があるため、ＤＸを推

調

し進め、さらなる業務

書

効率化を実現すること

(

が必要です。【課題２

令

】デジタ

ルによる業務

和

効率化

【現状３】①限

７

られた労働力や財源の

年

中で適切に経営資源を

度

投資していくには、こ

事

れまで以上にデータに

業

基づく精緻

な現状把握

実

や課題分析による効果

施

的な政策立案・評価が

)

必要となります。②デ

1

ータの利活用や ＥＢ

 

ＰＭを進めてい

ます。
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標
目　標　値

(5)
実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 7,904,770 7,188,667 5,948,286 7,939,636

人件費 263,181 237,986 311,044 304,319

総事業費 8,167,951 7,426,653 6,259,330 8,243,955

前年比(金額) 8,167,951 △741,298 △1,167,323 1,984,625

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 ＩＣＴを活用した区民サービス向上

定義等 足立区世論調査で「ＩＣＴ活用」に満足・やや満足と回答した方の割合
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 5.1 5.4 5.7
(1)

実　績　値 - 4.8 4.8 4.7 R10 6.3

達　成　率 0% 0% 0% 76% 94% 76% 87% 75% -

指標名 オンラインで申請· 届出ができる手続の割合

定義等 申請・届出手続のオンライン搭載の割合（法令等によりオンライン化が困難な手続を除く）
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 31.5 48.6 73
(2)

実　績　値 - 23.2 32 37.2 R10 100

達　成　率 0% 0% 0% 23% 102% 32% 77% 37% -

指標名 RPA で効率化して生み出した時間（年間）

定義等 RPAシナリオの稼働時間を３倍にした時間
指

単　位 時間 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 6,038 6,748 7,458
(3)

実　績　値 - 5,328 7,072 11,082 R10 8,880

達　成　率 0% 0% 0% 60% 117% 80% 164% 125% -

指標名 EBPMの考え方を身につけた職員の割合

定義等 EBPM研修後のアンケートで実施したテストにおいて正答率が８割以上の職員の割合
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 100 100 100
(4)

実　績　値 - 97.8 100 71.3 R10 100

達　成　率 0% 0% 0% 98% 100% 100% 71% 71% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値
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上

指標1】中・長期的な

に

方向性としては、限ら

努

れた人員の中で行政サ

め

ービスを維持・向上さ

て

せていくため、住民接

き

点となる対面・

非対面

た

チャネルのサービスの

。

あり方を見直す。短期

し

的な方向性としては、

か

処分通知等の電子化の

し

対象拡大により、申請

、

から通知ま

で「スマホ

実

で完結」できる手続を

績

増やす。「足立区オン

値

ライン申請システム」

は

及び「書かない窓口」

4

の利用者視点でのUI

.

改善を継

続し、広報・

7

SNS等を活用したP

に

Rを強化し満足度の向

留

上を図る。

【指標2】

ま

令和１０年度までにオ

っ

ンライン化率１００％

た

（法令等によりオンラ

。

イン化できないものを

こ

除く）を目標にオンラ

れ

イン化

推進基準を策定

は

し、計画的にオンライ

、

ン化を進めていく。オ

デ

ンライン化未実施の手

ジ

続を所管する部署に対

タ

して、オンライン化に

ル

向

けた案内やヒアリン

ツ

グを行い、各課任せに

ー

しない形でオンライン

ル

登載率の確実な向上を

の

目指す。

【指標3】全

導

庁共通で利用可能な汎

入

用シナリオの展開に重

は

点を置き、開発コスト

進

の抑制と効率化時間の

ん

最大化を両立させる。

だ

AI-OC

R等との連

も

携も強化し、さらなる

の

時間創出を目指す。

【

の

指標4】テスト結果の

、

誤答傾向を分析し、理

区

解が不十分なポイント

民

を重点的に補強するよ

が

う研修内容を改善する

日

。また、現在は

係長級

常

以上としている対象範

的

囲を他の職層へも拡大

に

する。これにより、組

「

織全体におけるEBP

利

Mの意識定着とデータ

便

リテラシーの向

上を推

性

進していく。

【計画の

が

理念】持続可能な区政

向

運営の推進

①幅広い区

4

上

民参画の促進：テクノ

し

ロジーの利便性を追求

た

するだけでなく、誰も

」

がその恩恵を享受でき

と

るよう利用者視点での

実

UI改善

を継続し、不

感

確実性の高い社会状況

で

においても次世代に豊

き

かな社会を引き継げる

る

区政運営を目指す。

②

 

ま

進化するテクノロジー

で

の積極的な活用：申請

の

手続のオンライン化で

周

は、年間取扱い件数や

知

若年層等の対象世代に

や

焦点を当て、「

選択と

、

集中」によるオンライ

U

ン化を進める。また、

I

職員業務の効率化につ

/

いては、生成AI研修

担

U

を年6回実施しAIの

X

業務活用を積極

的に進

（

める。

③EBPM（証

操

拠に基づく政策立案）

作

の推進：「足立区の未

性

来協創に向けた包括連

）

携協定」を締結してい

の

るグーグル・クラウド

改

・ジャ

パン合同会社や

善

パートナー企業との連

当

が

携によりによるデータ

十

分析を推進し、政策形

分

成における透明性の確

で

保と戦略的な事業展開

な

を

加速させる。

かったこと

部

が要因と考えられる。

に

【指標2】オンライン

お

からでも手続ができる

け

よう、請求書等への押

る

印省略の取扱いを全庁

評

的に整理し、令和7年

価

11月から運用を開始

（

した。また、年間を通

部

じて各所管課へのヒア

長

リングを実施してきた

評

。しかし、実績値は3

価

7.2％だった。主な

－

原因として、年間件数

１

の多い手続から優先的

次

にオンライン化を進め

評

る等の具体的な方針整

価

理が図れず、結果とし

）

てオンライン化の進捗

そ

を各所管課の自主

的な

の

取り組みに委ねる形と

１

なったことが、全体の

1

登載率が伸び悩んだ要

)

因と考える。

【指標3

施

】全庁的な対象業務の

策

精査により、定型業務

の

の自動化を推進した。

達

稼働時間の増加に伴い

成

、職員が対人サービス

状

等の付加

価値の高い業

況

務へ注力できる環境が

と

整いつつある。

【指標

そ

4】係長級を対象にE

の

BPMの基礎を学ぶ動

原

画研修を実施した。研

因

修効果の測定手法を従

の

来のアンケートによる

分

主観的な自己評

価から

析

確認テストにしたとこ

【

ろ、全3問に正解した

指

方の割合が73.1%

標

だった。また、データ

1

を取扱う業務に携わる

】

職員向けに、ワー

クシ

「

ョップ研修を実施しB

書

Iツールによる可視化

か

や分析手法など、より

な

実務に即した演習を取

い

り入れた。

【計画の理

窓

念】持続可能な区政運

口

営の推進

①幅広い区民

」

参画の促進：区民ニー

の

ズを的確に把握し実効

拡

性の高い取組を構築す

充

るため、デジタルを活

や

用した利便性向上に努

生

めて

いるが、現時点で

成

は区民がその恩恵を十

A

分に享受できている（

I

満足している）とは言

に

い難い状況である。

②

よ

進化するテクノロジー

る

の積極的な活用：将来

業

的な労働力不足を見据

務

え、行政サービスの質

効

を担保しつつさらなる

率

区民ニーズに応

えるた

化

め、RPAや生成AI

を

等のテクノロジー活用

継

を進めてきた。

③EB

続

PM（証拠に基づく政

し

策立案）の推進：財源

、

や人的資源が限られる

サ

中、より効率的で効果

ー

的な施策を展開するた

ビ

め、EBPM研修を

実

ス

施し、データを適切に

品

活用できる職員の育成

質

を進めている。

2)達

の

成状況と原因分析を踏

向

まえた今後の方向性

【
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

情報システムの構築、改造事業 情報システム課3448 1,514,328 157,770 1,672,098 拡充 Ａ

電子計算組織管理運営事務 情報システム課3449 6,406,274 85,634 6,491,908 現状維持 Ａ

東京電子自治体共同運営事務 情報システム課3450 15,380 4,383 19,763 現状維持 Ａ

ICT戦略推進事務 政策経営課23035 3,654 56,532 60,186 拡充 Ａ

合計４事業 7,939,636 304,319 8,243,955

3)施施策の手段として位置付け
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施

いて各債権の徴収に関

策

する情報共有を行って

の

いる。

協働・協創
の 取

概

組 み

【目標】17パー

要

トナーシップで目標を

柱

達成しよう【ターゲッ

立

ト】17.1課税及び

て

徴税能力の向上のため

1

に国内資源を動

員する

8

。【関連する理由】課

【

税課や4公金担当課に

行

おいて、賦課、徴収能

財

力の向上に向けた様々

政

な取組みを行ってい
Ｓ

】

ＤＧｓが
る。【評価】

区

アクションプラン等に

民

基づく滞納対策により

の

、徴収強化に取組んだ

活

。収納率向上対策委員

躍

会において各
目指す目

と

標
債権所管課の収納率

ま

向上策や好事例を共有

ち

し、徴収知識の庁内全

の

体への蓄積を図った。

活

（ターゲッ
ト）との関

力

連及び評価

 

備　　　

を

考

支える行財政

施 策 群 名 14 戦略的かつ効果的な行財政運営を行う

施 策 名 14.4 適正な賦課と収納対策の推進

税・保険料が公平に負担されている

施策の
目指す姿

■　ターゲットを絞った周知・啓発を強化するとともに、スマホ決済など納付しやすい環境づくりを進めることで、

　納期内納付の定着と特別区民税の現年分収納率の向上に取り組んでいく。

■　国民健康保険料は、現年分収納率向上のため納期内納付の促進を行っていくとともに、差押え・執行停止等の

　対応強化を進める。
施策の方向

■　後期高齢者医療保険料は、納付忘れ防止となる口座振替の重点的な勧奨と未納となった際の繰越債権の減少に努

　めていく。

■　介護保険料は、口座振替勧奨による滞納予防や初期滞納者への早期対応、長期滞納者への差押え等の滞納整理を

　進めていく。

【現状1】区が自らの権能を行使して調達することができる自主財源のうち、約半分を特別区民税が占めている。【

課題1】特別区民税現年分収納率の向上。

【現状2】国民健康保険制度や後期高齢者医療制度、介護保険制度の安定的運営と被保険者間の負担の公平性を保つ

ために、保険料の収納率向上は極めて重要である。【課題2】医療・介護保険料滞納対策の強化。

【現状3】庁内に収納率向上対策委員会を設置し、4公金（特別区民税、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介
現状と課題

護保険料）に対する横断的な滞納整理の取組やノウハウの共

足

有・蓄積を図っている

立

。【課題3】人材育成

区

と組織的対

応。

【課題

　

1及び2に対する取組

令

】①口座振替勧奨の実

和

施、②預貯金等の電子

８

照会の実施、③差押え

年

等滞納整理の早期着手

度

。

【課題3に対する取

施

組】①専門員によるO

策

JTの実施、②専門員

評

による4課合同研修の

価

開催、③収納率向上対

調

策委員会の

開催。

主な

書

取組

担 当 課 名 納税課（

(

取りまとめ）

電 話 番 号

令

03-3880-58

和

50 E-mail no

７

uzei@city.

年

adachi.tok

度

yo.jp

■　納税課

事

、国民健康保険課、高

業

齢医療・年金課、介護

実

保険課の4公金担当課

施

で収入確保に向けた連

)

携を深める。

■　関係

1

14課で構成する収納

 

率向上対策委員会にお
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和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 1,132,762 1,135,803 5,154,679 3,677,135

人件費 1,178,007 1,204,742 1,291,263 1,607,251

総事業費 2,310,769 2,340,545 6,445,942 5,284,386

前年比(金額) 2,310,769 29,776 4,105,397 △1,161,556

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 【成果指標1】特別区民税収納率

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 97.2 97.44 97.68 97.79 97.91
(1)

実　績　値 96.9 96.95 96.95 97.31 R10 98.08

達　成　率 100% 99% 99% 99% 99% 99% 100% 99% -

指標名 【成果指標2】国民健康保険料収納率

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 81.04 82.23 83.6 85.13 83.5
(2)

実　績　値 79.04 78.28 78.38 76.81 R10 86.5

達　成　率 98% 91% 95% 90% 94% 91% 90% 89% -

指標名 【成果指標3】後期高齢者医療保険料収納率

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 98.98 99 99 98.9 98.99
(3)

実　績　値 98.96 98.93 98.79 98.69 R10 99.08

達　成　率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名 【成果指標4】介護保険料収納率

定義等 収納金実収入額÷収納金調定金額
指

単　位 % 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 96.51 97.02 97.4 97.6 97.8
(4)

実　績　値 96.89 97.2 97.56 97.69 R10 97.6

達　成　率 100% 99% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令
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現

た周知活動

を着実に実

年

施してきた。今後も期

分

限内納付キャラクター

は

を活用したポスターに

、

よるバス車内広告や庁

期

用車マグネット、町会

限

自治会

への掲示等を実

内

施し、更に強化してい

納

く。また、ICTを活

付

用した業務改革の推進

勧

やグループ制を深化さ

奨

せていくことで、滞納

の

整理

体制の強化を図る

取

。

２．令和8年6月か

組

ら令和11年5月を計

み

画期間とする「第四次

や

足立区滞納対策アクシ

差

ョンプラン（国民健康

押

保険料）」を策定した

件

。

本プランで掲げてい

数

る基本方針である、①

の

納期内納付を促進し、

増

”滞納者”にさせない

に

、②滞納者と早期接触

よ

し、高額化を防ぐ、

③

り

滞納整理の適正化、に

、

従い、滞納対策に取り

調

組み、収納率の向上と

定

国保財政の健全化を推

額

進していく。

３．後期

が

高齢者医療保険料につ

約

いては、納付漏れ防止

6

となり、区の収納手数

0

料が安価な口座振替の

億

勧奨通知を納入通知前

円

に送付す

る「資格情報

増

のお知らせ」または「

加

資格確認書」等に同封

し

することで、加入促進

て

を図る。令和7年度か

い

ら開始した財産調査電

る

子化

を活用し、高額滞

に

納者の財産調査を早期

も

に着手し、差押えや執

か

行停止・即時欠損など

か

の滞納整理につなげる

わ

。

４．介護保険料につ

ら

いては、令和8年度に

ず

滞納整理担当係長の新

、

設に伴い、介護保険料

令

滞納専門員が滞納整理

和

により専念できる体

制

6

が整備できた。督促・

年

催告後も納付がない滞

度

納者に対し、財産調査

並

を早期着手することで

み

、差押えか執行停止か

を

を早い段階で判

断し、

維

滞納繰越分の圧縮に努

持

めていくとともに、メ

4

で

リハリのある滞納整理

き

を実施し収納率向上を

た

図っていく。

【計画の

。

理念】⑦持続可能な区

滞

政運営の推進

　各公金

納

ともに安定的な収入の

繰

確保を行うためには、

越

これ以上滞納を累積さ

分

せない取組みを推進し

は

ていくことが重要とな

 

、

る。今後

も、滞納とな

適

った際には催告を早期

切

に実施していくととも

な

に、各公金に導入済み

執

の預貯金等の電子照会

行

を積極的に活用してい

停

くこ

とで、各事案の状

止

況に応じて、適切かつ

等

円滑に滞納整理を進め

に

ていく必要がある。ま

担

取

た、複線型人事制度の

り

活用や債権管理・滞納

組

整理専門員による4公

ん

金合同研修を通じて、

だ

ノウハウの共有を図っ

こ

ていく。

とで、約

当

6ポイントの増を実現

部

した。これにより、合

に

計収納率は97％を上

お

回ることができた。

２

け

．国民健康保険料の令

る

和7年度5月末時点の

評

収納率は76.81%

価

となり、目標値を下回

（

った。現年分について

部

は、令和7年度の保険

長

料

率が令和6年度より

評

引き下がったことなど

価

から、令和6年度実績

－

を0.18ポイント上

１

回ったが、滞納繰越分

次

については、物価高騰

評

の影

響などから、令和

価

6年度実績を1.16

）

ポイント下回った。

３

そ

．後期高齢者医療保険

の

料の令和7年度5月末

１

時点の収納率は98.

1

69%となり、目標値

)

を下回った。現年分は

施

、新規加入者への口座

策

振

替勧奨を行い、滞納

の

時には、納付案内セン

達

ターや職員による電話

成

・訪問等の重層的な催

状

告を実施。滞納繰越分

況

は、財産調査電子化

に

と

より業務を効率化し、

そ

財産調査、差押、執行

の

停止の件数が大幅増と

原

なった。収納率は、被

因

保険者数増に伴う調定

の

額の上昇や物価

高等の

分

影響を受け、前年度比

析

0.1ポイント減とな

１

った。

４．介護保険料

．

の令和7年度5月末時

特

点の収納率は97.6

別

9%となり、目標値を

区

上回った。令和7年度

民

から預貯金の電子照会

税

を開始した

ことで、効

の

率的な財産調査により

令

差押件数及び差押取立

和

額について、前年度よ

7

り増やすことができた

年

。その効果もあり、令

度

和7年

度の収納額及び

5

収納率は、現年、滞納

月

繰越ともに令和6年度

末

の実績を上回ることが

時

できた。

【計画の理念

点

】⑦持続可能な区政運

の

営の推進

　安定的な区

収

政運営を推進していく

納

ためにも、各公金にお

率

いて収納率の一層の向

は

上と収入未済額の縮減

9

に向けた取り組みを推

7

進し

ていき、自主財源

.

を確保していく必要が

3

ある。各公金において

1

、対象者の年齢や各制

%

度の特性などに応じた

と

課題もあるため、滞納

な

整理に関するノウハウ

り

の共有や滞納整理業務

、

等に精通した人材の確

目

保・育成が今後も課題

標

となる。

2)達成状況

値

と原因分析を踏まえた

を

今後の方向性

１．令和

下

7年6月から実施した

回

「第四次足立区滞納対

っ

策アクションプラン（

た

特別区民税）」に基づ

。

き、期限内納付に向け
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

課税事務 課税課3590 206,080 656,449 862,529 拡充 Ａ

納税事務 納税課3592 366,069 579,281 945,350 改善・変更 Ａ

介護保険料徴収事務 高・介護保険課4268 67,706 84,564 152,270 現状維持 Ａ

国民健康保険料徴収事務 国民健康保険課10499 801,389 136,997 938,386 改善・変更 Ａ

後期高齢者医療保険料徴収事務 高齢医療年金課21159 76,132 52,765 128,897 現状維持 Ａ

収納対策事務 特別収納対策課22577 19,033 62,135 81,168 拡充 Ａ

定額減税一体支援給付の支給事務 課税課23892 2,140,726 35,060 2,175,786 休止・終了 Ａ

合計７事業 3,677,135 1,607,251 5,284,386

3)施施策の手段として位置付け
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施

、ＰＰＰ／ＰＦＩの活

策

用

主な取組

担 当 課 名 資

の

産管理課（取りまとめ

概

）

電 話 番 号 03-38

要

80-5841 E-m

柱

ail shisan@

立

city.adach

て

i.tokyo.jp

1

■　大規模区有地を定

8

期借地により貸付けし

【

、地域需要の高い特養

行

施設や地域住民の要望

財

を踏まえたスーパーマ

政

ー　

　　ケットの誘致

】

を進めることができた

区

。また低・未利用の区

民

有地について、民間経

の

験のある区職員を通じ

活

て事業者

　　にヒアリ

躍

ングをした結果、駐車

と

場として需要があるこ

ま

とを確認し貸付けする

ち

ことができた。地域の

の

駐車場所の需

協働・協

活

創 　　要に応えるとと

力

もに、自主財源の確保

を

に貢献できた。

の 取 組

支

み

【目標】11 包摂

え

的で安全かつ強靭（レ

る

ジリエント）で持続可

行

能な都市及び人間居住

財

を実現する。17 持

政

続可能な開発

のための

施

実施手段を強化し、グ

策

ローバル・パートナー

群

シップを活性化する。

名

ＳＤＧｓが
【ターゲッ

1

ト】11.7 203

4

0年までに、女性、子

戦

ども、高齢者及び障が

略

い者を含め、人々に安

的

全で包摂的かつ利用が

か

容
目指す目標

易な緑地

つ

や公共スペースへの普

効

遍的アクセスを提供す

果

る。17.17 様々

的

なパートナーシップの

な

経験や資源戦略を基に

行

し
（ターゲッ

た、効果

財

的な公的、官民、市民

政

社会のパートナーシッ

運

プを奨励・推進する。

営

ト）との関
【関連する

を

理由】公有財産の活用

行

と長寿命化の促進によ

う

り、住み続けられるま

施

ちづくりを構築する。

策

連及び評価
【評価】持

名

続可能な行政サービス

1

を提供するため、低・

4

未利用地を駐車場とし

.

て暫定活用し、自主財

5

源の確保に貢献

した。

公

【関連する計画など】

有

公共施設等総合管理計

財

画、一般施設のマネジ

産

メント計画、一般施設

の

の工事計画（別冊）、

活

区有

備　　　考 地等利

用

活用基本方針【指標】

と

指標３については、令

公

和６年度に目標を上回

共

る７件を貸し付けたた

施

め中間目標を上方修

正

設

した（２３→２５件）

マ

。

ネジメントの推進

■　将来を見据えた計画的な施設運営をしている。

施策の
目指す姿

■　区民ニーズの変化に応じた施設配置の最適化を進める。

    「地域分散型」と「駅周辺型」の２つの視点から施設配置を進める。

    施設総量抑制の基本的方針を設定する。施設特性等を踏まえた複合化に取り組む。

■　将来の財政状況を見据えた効率的な施設管理を行う。
施策の方向

    建替え時に転用や改修工事がしやすい設計を検討する。建物の予防保全を効率的に行う仕組みづくりを進める。

    仮設建物を作らない仕組みを検討する。工事の実施時期の調整により財政負担の分散化・平準化を図る。

■　区の資産や民間活力を活用して財源を確保する。

    財産特性（立地・市場性・希少性）に応じた区有地や建物を利活用し、長期的に安定した財源の確保を目指す。

■　【現状１】区の将来人口は、令和５２年には現在より約１１万人（１６％）減少すると推計している。一方で、

　   築６０年以上の公共施設が出現するなど老朽化が進行し、今後多くの施設で建替えの検討が必要となる。

　　【課題１】人口減少・人口構造を踏まえた行政サービスの提供

■　【現状２】多くの公共施設で建替え時期が到来することで財源不足が見込まれるため、改修・更新コストの削減

　　 や

足

平準化が必要である。

立

そのためには工事の進

区

め方の工夫や改善が必

　

要である。
現状と課題

令

　　【課題２】将来の

和

公共施設にかかる維持

８

管理コストの増大

■　

年

【現状３】区として利

度

活用が見込めない低・

施

未利用の公有財産は、

策

定期借地等による貸付

評

や売却を進め、自主財

価

　   源の確保に努

調

めている。

　　【課題

書

３】持続可能な行政サ

(

ービスの提供に向けた

令

財源の確保

■　公共施

和

設の適正配置、デジタ

７

ル技術を活用した行政

年

サービス提供方法の多

度

様化、公共施設の総量

事

抑制と複合化の

　  

業

推進

■　建築物の長寿

実

命化、建築物の予防保

施

全の実施、工事方法の

)

工夫や改善

■　サウン

1

ディング型市場調査、

 

公有財産の売却・貸付
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)
実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 3,428,991 6,619,080 5,728,532 4,218,613

人件費 516,156 553,544 637,065 783,933

総事業費 3,945,147 7,172,624 6,365,597 5,002,546

前年比(金額) 3,945,147 3,227,477 △807,027 △1,363,051

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 令和４年度末に対する施設総面積の割合　※低減目標

定義等 区が所有する施設の令和６年度（令和４年度固定資産台帳）の施設面積を100%としたときの各年度の施設面積の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 100 100 100
(1)

実　績　値 - - 100 99.2 R10 100

達　成　率 0% 0% 0% 0% 100% 100% 101% 101% -

指標名 一般施設の工事計画（別冊）のうち、大規模改修工事の履行率

定義等 一般施設の工事計画（別冊）で定めた施設数のうち、工事に着手した施設数の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - 15.8 18.4 28.9 55.3
(2)

実　績　値 - 15.8 18.4 23.7 R10 89.5

達　成　率 0% 0% 100% 18% 100% 21% 82% 26% -

指標名 低・未利用の公有財産（土地・建物）の利活用目標の達成件数（累計）

定義等 売却または貸付など利活用することができた公有財産（土地・建物）の件数
指

単　位 件数 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 15 21 23
(3)

実　績　値 - 13 20 21 R10 25

達　成　率 0% 0% 0% 52% 133% 80% 100% 84% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6
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、

と原因分析を踏まえた

旧

今後の方向性

【成果指

本

標１】令和４年度末に

木

対する施設の総面積（

東

低減目標）

令和７年３

小

月に改訂した「足立区

学

公共施設等総合管理計

校

画」に定めた「原則、

の

新しい公共施設は建設

解

しない」「建替え時の

体

施設規

模に上限を設定

に

」「複数の機能を集約

よ

する複合化を推進」な

る

どの具体的な取り組み

減

を着実に進めていくこ

と

とで、『いつまでも「

西

安

全・安心」の公共施

新

設と行政サービスを提

井

供し続ける』ため、施

セ

設保有面積を抑制して

ン

いく。

【計画の理念】

タ

⑥地域特性・地域資源

ー

を踏まえた施策の展開

の

、⑦持続可能な区政運

竣

営の推進

足立区人口推

工

計では、令和19年以

に

降、人口が減少し少子

よ

超高齢社会が進行する

る

と予測されており、そ

増

れに伴う税収減により

の

将来的

に公共施設の更

差

新等に充当できる財源

引

が不足すると見込まれ

に

る。これに対応するべ

よ

く、複合化など施設保

り

有面積を抑制する必要

、

が

あるものの、特に小

区

・中学校は、教育環境

が

の向上や避難所機能の

所

確保等、今後も建替え

有

に伴う延べ床面積の増

す

加は避けられないこ

と

る

から、建物に求められ

令

る条件を十分に精査し

和

増加をできるだけ抑え

５

ていく必要がある。

【

年

成果指標２】一般施設

度

の工事計画（別冊）の

末

うち、大規模改修工事

の

の履行率

「足立区公共

施

施設等総合管理計画」

設

や「足立区一般施設の

総

マネジメント計画」、

面

「足立区中期財政計画

積

」に基づき、施設の劣

は

化状

況に応じた計画的

1

な保全を着実に履行す

,

ることで、安全で快適

1

な施設環境を維持し、

7

長期的な視点で維持管

4

1

理コストの縮減を目指

,

す。技術者不足に伴う

1

入札不調の増加や物価

9

高騰に伴う工事費の上

1

昇傾向が続いているた

㎡

め、施工時期を見極め

と

ていく。

【計画の理念

な

】⑥地域特性・地域資

り

源を踏まえた施策の展

、

開、⑦持続可能な区政

 

令

運営の推進

令和４年度

和

末時点で、築30年以

４

上の公共施設が約６割

年

と多くの施設で老朽化

度

が進行しており、計画

末

的に大規模改修工事を

の

実施して

いく必要があ

1

る。一方、入札不調の

,

増加や建設コストの上

1

昇などにより計画的な

担

8

工事実施が担保されな

0

い現状にある。また、

,

仮設

建物を設置できず

7

居ながら工事となるこ

6

とで工事が長期化する

8

などの課題も散見され

㎡

る。そのため、仮設建

と

物を作らない工事の仕

比

組みの検討など、工事

較

の進め方を工夫しなが

当

し

ら着実に実施していく

た

必要がある。

【成果指

割

標３】低・未利用地の

合

公有財産（土地・建物

は

）の利活用目標の達成

9

件数（累計）

「区有地

9

等利活用基本方針」に

.

おいて、本指標の対象

2

である未利用財産（5

％

00㎡以上）計15か

部

と

所の利活用方針の決定

、

を、最優先課

題と位置

目

付けている。引き続き

標

、エリアデザイン計画

値

を軸に、最有効となる

を

活用を推進していく。

上

【計画の理念】⑥地域

回

特性・地域資源を踏ま

っ

えた施策の展開、⑦持

た

続可能な区政運営の推

に

。

進

人口減少社会に突入

【

し、区民ニーズが大き

計

く変化する中、持続的

画

なサービス提供を行う

の

には、限られた資源で

理

ある区有地等を最大

限

念

に活かす必要がある。

】

令和８年２月に改定し

⑥

た「区有地等利活用基

地

本方針」に基づき、将

お

域

来を見据え、真に区の

特

発展につながる

利活用

性

を見極め、推進してい

・

く。

地域資源を踏

け

まえた施策の展開、⑦

る

持続可能な区政運営の

評

推進

「足立区公共施設

価

等総合管理計画」では

（

、『いつまでも「安全

部

・安心」の公共施設と

長

行政サービスを提供し

評

続ける』という区の将

価

来像を目指している。

－

そのための取り組みの

１

方向性として「令和4

次

6年度末までに約13

評

.5万㎡の削減を目指

価

す」としており、令和

）

18

年までは人口の増

そ

加が見込まれるため、

の

「現状維持」を目標と

１

している。

【成果指標

1

２】一般施設の工事計

)

画（別冊）のうち、大

施

規模改修工事の履行率

策

令和７年度は予定どお

の

り「江北コミュニティ

達

センター」と「長門住

成

区センター」の大規模

状

改修に着手したが、「

況

ギャラクシティ」

を令

と

和９年度着手に延期、

そ

「鋸南自然の家」を工

の

事中止したため、実績

原

値は目標を下回った。

因

【計画の理念】⑥地域

の

特性・地域資源を踏ま

分

えた施策の展開、⑦持

析

続可能な区政運営の推

【

進

「足立区公共施設等

成

総合管理計画」では、

果

『いつまでも「安全・

指

安心」の公共施設と行

標

政サービスを提供し続

１

ける』という区の将

来

】

像を目指している。そ

令

のため、分野別個別計

和

画である「足立区一般

４

施設のマネジメント計

年

画」「足立区一般施設

度

の工事計画（別

冊）」

末

で定めた工事計画に基

に

づき、計画的かつ着実

対

に大規模改修工事を実

す

施していく。

【成果指

る

標３】低・未利用地の

施

公有財産（土地・建物

設

）の利活用目標の達成

の

件数（累計）

旧こども

総

家庭支援センター等跡

面

地の利活用方針を決定

積

し、目標値を達成した

（

。

【計画の理念】⑥地

低

域特性・地域資源を踏

減

まえた施策の展開、⑦

目

持続可能な区政運営の

標

推進

低・未利用地の利

）

活用は、社会情勢の変

令

化や地域ニーズ等を踏

和

まえつつ、将来を見据

７

えた判断をする必要が

年

ある。そのため、方針

度

の決定までには長期間

は

を要するが、利活用を

、

推進するうえでの基本

旧

的な考え方や取り組み

高

の指針をまとめた「区

野

有地等利活用基本

方針

小

」に基づき、順次、検

学

討を進めているところ

校

である。

2)達成状況
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

区有財産管理事務 資産管理課3544 7,471 45,578 53,049 現状維持 Ａ

区有財産取得・活用事務 資産管理課3545 99,759 66,174 165,933 拡充 Ａ

元利償還相当額等貸付金 資産管理課3547 250,395 22,789 273,184 現状維持 Ａ

本庁舎改修事務 庁舎管理課3552 1,292,827 71,901 1,364,728 現状維持 Ａ

庁舎管理事務 庁舎管理課3553 1,045,819 142,389 1,188,208 現状維持 Ａ

庁舎維持補修事務 庁舎管理課3554 58,270 69,824 128,094 現状維持 Ｂ

施設保全事務 中部地区建設課5169 32,601 35,060 67,661 現状維持 Ａ

施設営繕事業 中部地区建設課19155 1,367,771 221,096 1,588,867 現状維持 Ａ

施設営繕一般管理事務 中部地区建設課19341 62,757 61,355 124,112 現状維持 Ａ

公共施設マネジメント管理事務 公共施設推進課24167 943 47,767 48,710 拡充 Ａ

合計１０事業 4,218,613 783,933 5,002,546

3)施施策の手段として位置付け
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施

政情報へのアクセシビ

策

リティの向上　■　区

の

民意見へのフィードバ

概

ックの実

施

■　あだち

要

広報の発行による区の

柱

魅力や正確な情報の発

立

信■　デジタル媒体を

て

活用した情報発信の推

1

進■　情報発信

力強化

8

研修の実施

■　区ホー

【

ムページの多言語化に

行

よる情報へのアクセシ

財

ビリティ向上■　保有

政

データのオープンデー

】

タ化の推進

■　意見表

区

明機会の提供の推進（

民

「区民の声」制度、「

の

きかせて！みんなのい

活

けん」の実施など）■

躍

　区政に関する

世論調

と

査の実施
主な取組

担 当

ま

課 名 報道広報課（取り

ち

まとめ）

電 話 番 号 03

の

-3880-5815

活

E-mail kouh

力

ou@city.ad

を

achi.tokyo

支

.jp

広報において、

え

根強い需要のある広報

る

紙や需要が高まってい

行

るホームページ、ＳＮ

財

Ｓなどを活用して区の

政

魅力を発信

し、区に対

施

する愛着や誇りを高め

策

、区をよりよくするた

群

めに何かしたいと思え

名

る区民の増加を目指し

1

ていく。

　広聴におい

5

ては、世論調査や区政

区

モニター、区民の声な

の

どにより区民の要望を

イ

把握し、事業へ反映さ

メ

せることで、

協働・協

ー

創 区民の区政参画意識

ジ

を高めることに繋げて

を

いく。

の 取 組 み

【目標

高

】16平和と公正をす

め

べての人に【ターゲッ

、

ト】16.6あらゆる

選

レベルにおいて、有効

ば

で説明責任のある透明

れ

性の

高い公共機関を発

る

展させる。【関連性】

ま

区の情報を積極的かつ

ち

スピーディーに発信し

に

ていくことは、区政情

な

報の透明
ＳＤＧｓが

化

る

を高めることにつなが

施

る。【評価】区に関す

策

る情報をプラスの情報

名

やマイナスの情報をト

1

リアージせずに発信す

5

る
目指す目標

ことで、

.

区の情報発信に関する

1

満足度を向上すること

効

ができた。
（ターゲッ

果

【目標】17パートナ

的

ーシップで目標を達成

な

しよう【ターゲット】

情

17.17：さまざま

報

なパートナーシップの

発

経験や資源
ト）との関

信

戦略を基にした、効果

と

的な公的、官民、市民

区

社会のパートナーシッ

政

プを奨励・推進する。

情

【関連性】区民からの

報

意見
連及び評価

を募り

の

、区政に反映している

透

。【評価】世論調査や

明

区民の声などを通じて

化

区民ニーズを的確に把

区

握し、寄せられた多

様

政

な意見や提言を事業へ

が

反映させるよう努めた

信

。

　

備　　　考

頼されている。

施策の
目指す姿

【正確な情報を伝え、区の魅力を届ける】■　区の魅力を伝える広報紙発行に加え、SNSやLINEなどを活用した情報

発信を進めていきます。■　研修などを通じ、情報発信スキルを向上させ、積極的な実践により情報発信ノウハウの

蓄積を進めていきます。【情報へのアクセシビリティを向上させる】■　誰にとっても見つけやすく・分かりやすい

情報発信を進めていきます。■　情報検索やコールセンターの活用を促進し、「情報が得られない」ことの解消を進
施策の方向

めていきます。【区民の声を聞き、区政運営に活かす】■　届いた意見・要望に対する三現主義を徹底し、迅速な現

場確認や実現が困難なケースでも代替案を検討するなど、区民に寄り添った対応を実施します。■　「区民の声」な

どの対応結果を分析し、サービスアップや対応力向上につなげていきます。

【現状】■　区政情報を透明化し、区にプラスの印象を与える情報とマイナスの情報を選別することなく情報発信を

行っています。■　令和5年度区政に関する世論調査の結果では、区に関する情報の入手先として「あだち広報」と

回答する割合が最も高く、次いでインターネット（ホームページ、LINE、SNS 等）となっています。■　令和5年度

区政に関する

足

世論調査の結果では、

立

「必要なときに必要と

区

する区の情報が得られ

　

ている」と回答した割

令

合は74.1％と

なっ

和

ています。■　「得ら

８

れていない」と回答し

年

た区民は、「情報の探

度

し方が分からない（3

施

7.4％）」、「情報

策

が探
現状と課題

しにく

評

い（26.4％）」を

価

理由の上位に挙げてい

調

ます。■　区では、区

書

政についての意見・要

(

望を今後の施策に反映

令

し

ていくことを目的と

和

して、個別広聴である

７

「区民の声」のほか、

年

集団広聴、調査広聴を

度

実施しています。■　

事

「区民

の声」は、区長

業

が全て対応方針・回答

実

内容を確認の上、申出

施

者や担当所管へフィー

)

ドバックを行っていま

1

す。

【課題】■　情報

 

発信力の強化　■　区
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入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 366,597 584,179 413,156 448,588

人件費 190,831 192,464 198,007 249,781

総事業費 557,428 776,643 611,163 698,369

前年比(金額) 557,428 219,215 △165,480 87,206

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 区の情報提供に「満足している」区民の割合

定義等 世論調査で区の「情報提供」に「満足」と答えた区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 78 78 50 50 50
(1)

実　績　値 78.4 38 41.4 43.1 R10 50

達　成　率 101% 157% 49% 76% 83% 83% 86% 86% -

指標名 「必要なときに必要とする情報が得られない」と答えた区民の割合　※低減目標

定義等 世論調査で「必要なときに必要とする情報」が「得られない」区民の割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 10 10 10 10 10
(2)

実　績　値 10.8 11.2 15.8 15.1 R10 9

達　成　率 93% 83% 89% 80% 63% 57% 66% 60% -

指標名 「区民の声」に対して区長が確認の上で回答した割合

定義等 区民から寄せられた「声」を区長自ら目を通して回答した割合
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 100 100 100 100 100
(3)

実　績　値 100 100 100 100 R10 100

達　成　率 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(4)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(5)

実　績　値 R10

達　成　率

指標名

定義等
指

単　位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値
(6)

実　績　値 R10

達　成　率

単位:千円

3 投
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て

である。区の情報入手

い

手段として最も割合の

る

高いあだち広報での発

の

信をこれまで

と同様に

は

重視していくとともに

4

、ホームページやSN

3

Sでの情報発信につい

.

ても引き続き注力し、

1

紙媒体・電子媒体の両

％

輪で正しい

情報を迅速

で

に発信していく。7年

、

度は新たにInsta

前

gramを開設。区の

回

魅力発信にもこれまで

の

以上に力を入れ、情報

4

提供の満足度向上

をめ

1

ざす。

【指標②】

「必

.

要なときに必要とする

4

情報が得られない」と

％

する理由のうち「情報

か

の探し方がわからない

ら

」と答えた区民の割合

上

は3割を超え

ており、

昇

例年高い傾向にある。

し

情報を探しやすくする

た

ためには、紙媒体・電

。

子媒体の双方において

L

、それぞれの特性を活

I

かした情

報発信が重要

N

である。区民が必要と

E

する情報を把握しなが

機

ら、紙媒体においては

能

引き続き正確な情報を

拡

見つけやすい紙面構成

充

で発

信する。電子媒体

や

においては、開設した

I

Instagram等

n

のSNSに加え、特に

s

機能を拡張したLIN

t

Eを重点的に活用し、

a

区民が探している

最新

g

の情報をタイムリーに

r

、かつこれまで区の情

a

報を取得していなかっ

m

た層にも情報が届くよ

の

うに発信していく。

【

新

指標③】

多様化・複雑

規

化する区民の声に対し

開

、今後も「区長による

設

全件確認・回答体制」

に

を堅持し、区政への満

よ

足度向上を図る。件数

る

が増

加傾向にある中、

デ

問い合わせに対する説

ジ

明責任を果たすととも

タ

に、寄せられた多様な

ル

意見から潜在的な区民

面

ニーズを的確に把握し

で

ていく。

今後は滞りの

の

ない回答サイクルを維

4

情

持するだけでなく、サ

報

ービスアップ推進会議

発

等を通じて各部との情

信

報共有を強化する。寄

を

せら

れた提言を単なる

充

回答で終わらせず、施

実

策改善に繋げる「対応

さ

の質の向上」を追求し

せ

、限られた人員体制の

た

中で、より実効性の高

 

こ

い区政運営に向けた工

と

夫を検討していく。

【

の

計画の理念】⑦持続可

効

能な区政運営の推進

　

果

コンサル等による伴走

が

支援の委託を踏まえ、

現

まずは、レシピのリー

れ

ル投稿を継続する。今

て

後、リール投稿を主軸

い

に、投稿内容の

追加と

担

る

ブラッシュアップを図

。

っていく。

一方で、「区の

情

当

報入手手段」として「

部

あだち広報」が71.

に

7％と、他の媒体より

お

も突出していることを

け

鑑みると、紙媒体での

る

「あだち広報」の発

行

評

の継続が、満足度を維

価

持・向上につながって

（

いる。

【指標②】

　前

部

年比0.7％減で、僅

長

差ではあるものの改善

評

した。「必要なときに

価

必要とする情報が得ら

－

れない」とする理由の

１

うち、「情報が

探しに

次

くい」が28.0％、

評

「情報の探し方がわか

価

らない」が37.2％

）

である。区のお知らせ

そ

やイベント情報等のL

の

INEによるプッシュ

１

通

知、あだち広報の全

1

戸配布など、「自分で

)

調べなくても」情報が

施

手に入る仕組みが、情

策

報の得られやすさにつ

の

ながっている。

【指標

達

③】

　令和7年度の受

成

付件数は3,577件

状

と、前年度から702

況

件（24.4%）大幅

と

に増加した。このよう

そ

な負荷が増大した状況

の

下においても、

区長が

原

全件を直接確認し回答

因

する体制を完遂し、指

の

標の実績値100％を

分

継続して達成した。こ

析

れにより、区民の声を

【

直接区政に反

映させる

指

姿勢を鮮明にし、区政

標

の透明性と信頼性の向

①

上に寄与した。

また、

】

担当所管との緊密な連

　

携により、早期のレス

世

ポンスを徹底した結果

論

、受付から回答まで平

調

均4.3日という即応

査

性の高い対応

を実現し

に

た。

【計画の理念】⑦

よ

持続可能な区政運営の

る

推進

　より効果的な情

と

報発信を通じて、区民

、

一人ひとりが誇りを持

「

てるまちを実現するた

広

め、令和7年4月に区

報

公式Instagra

や

mを開設し

た。Ins

ホ

tagramの認知度

ー

向上のため、あだち広

ム

報での周知や区のイベ

ペ

ント（千本桜まつり）

ー

でキャンペーンを実施

ジ

し、年度末時点

で5,

な

062人のフォロワー

ど

を獲得した。一方で、

に

Instagramの

よ

特性を生かしきれてい

る

るとは言えず、フォロ

区

ワー数等伸び悩んでい

政

る。

2)達成状況と原

情

因分析を踏まえた今後

報

の方向性

【指標①】

　

の

区民の満足度を向上さ

提

せるためには、あだち

供

広報やホームページ、

」

SNSなど、区が保有

に

するさまざまな媒体で

満

、区民が必要とす

ると

足

きに情報を取得できる

し

ようにすることが重要
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

「あだち広報」製作等運営事業 報道広報課3440 267,474 108,153 375,627 現状維持 Ａ

情報公開・個人情報保護制度運営事務 区政情報課3442 3,519 35,060 38,579 改善・変更 Ａ

区政資料室運営事業 区政情報課3443 23,744 33,739 57,483 現状維持 Ｂ

コールセンター事業 区民の声相談課3444 111,111 8,765 119,876 拡充 Ａ

世論調査事業 区政情報課3445 9,500 13,148 22,648 改善・変更 Ａ

区民相談運営事業 区民の声相談課3447 28,474 20,591 49,065 現状維持 Ａ

報道事務 報道広報課6855 4,766 30,325 35,091 改善・変更 Ａ

合計７事業 448,588 249,781 698,369

3)施施策の手段として位置付け
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施

実施
主な取組

■　自治

策

体SDGsモデル事業

の

■　戦略に基づくメデ

概

ィア・SNSの活用

■

要

　プレスリリースサイ

柱

トを活用した情報発信

立

・拡散

■　区民意見等

て

の募集・発信

担 当 課 名

1

シティプロモ課（取り

8

まとめ）

電 話 番 号 03

【

-3880-5803

行

E-mail city

財

-pro@city.

政

adachi.tok

】

yo.jp

区内企業・

区

団体、鉄道事業者、大

民

型商業施設などとの連

の

携

協働・協創
の 取 組 み

活

【目標】16 平和と

躍

公正をすべての人に／

と

17 パートナーシッ

ま

プで目標を達成しよう

ち

【ターゲット】透明性

の

の高い公共機関を発展

活

させる／効果的な公的

力

・官民・市民社会のパ

を

ートナーシップを推進

支

する
ＳＤＧｓが

【関連

え

する理由】区の情報発

る

信力の向上は、区政の

行

透明性の向上に資する

財

ため。／区のイメージ

政

向上や区民参画総量
目

施

指す目標
の増加には、

策

行政だけでなく、区民

群

・企業・団体・組織等

名

との協働・協創による

1

地域課題の解決やまち

5

の魅力創出・
（ターゲ

区

ッ
発掘が不可欠である

の

ため。
ト）との関
連及

イ

び評価

備　　　考

メージを高め、選ばれるまちになる

施 策 名 15.2 魅力の発掘・創出とプラスイメージへの転換

さらに誇れるまちへ。

施策の
目指す姿

■　区への気持ちを高めるプロモーションを強化する

シティプロモーション的視点を強化することで、区の課題解決やプラスイメージ創出の取組を加速させる。

■　まちへの関わりを増加・加速させる

①まちで輝く人の取組や助成などの情報を積極的に発信する。②活動やつながりの場を創出するとともに、区民・企
施策の方向

業・団体の「やりたい」をコーディネートする。

■　区外からの評価を高めるプロモーションを進める

区外に向けて区の「先進性」やまちの「魅力」などの「プラスイメージ」に寄与する情報を発信・拡散するとともに

、区民・企業・団体も巻き込んだムーブメントを醸成する。

【現状１】①区民の「愛着」と「誇り」のギャップを縮めるため、マイナスイメージの払拭とイメージアップの取組

を進めている。②令和2年度に「区に誇りをもっている」区民の割合は過去最高となって以降、減少に転じている。

【課題１】マイナスイメージ払拭・プラスイメージ創出

【現状２】①区に対する「誇りに思う気持ち」などを高めるだけでなく、「まちへの関わり」にステップアップさせ

ていくための取組を進めている。②「良いまちにするために何かしたいと思う」区民の割合は令和2年度に過去最高
現状と課題

を記録して以降減

足

少しており、「良いま

立

ちにするために何かの

区

行動をした」区民の割

　

合は調査開始時点（令

令

和3年度

）から減少し

和

ている。【課題２】区

８

民参画総量の増加

【現

年

状③】①区外在住者を

度

対象とした足立区に対

施

するイメージ調査の結

策

果では、区のイメージ

評

が「悪い」と思う割合

価

が「良い」と思う割合

調

を大きく上回っている

書

。②区内へのプロモー

(

ションに加え、区外か

令

らの評価を高めるプロ

和

モー

ションも推進して

７

いく必要がある。【課

年

題③】区外へのプロモ

度

ーション

■　職員の情

事

報発信力の向上

■　協

業

働・協創による新たな

実

魅力創出

■　戦略的な

施

広報・報道の実施

■　

)

ビューティフル・パー

1

トナーとの連携

■　N

 

PO等への活動支援の
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24.6 30.3 31.1 R10 28

達　成　率 0% 90% 0% 88% 119% 108% 119% 111% -

指標名 足立区のイメージが「良い」と思う区外在住者の割合

定義等 足立区に対するイメージ調査
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 24 27.3 30.6
(6)

実　績　値 24.1 20.7 25.4 26.7 R10 37

達　成　率 0% 65% 0% 56% 106% 69% 98% 72% -

単位:千円

3 投入コスト 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業費 158,655 557,862 680,548 896,853

人件費 62,228 85,354 99,004 154,247

総事業費 220,883 643,216 779,552 1,051,100

前年比(金額) 220,883 422,333 136,336 271,548

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R10年度目標値に対する達成率

指標名 足立区に「愛着」をもっている区民の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 69.1 70.2 71.3
(1)

実　績　値 70.1 68 71.8 72.2 R10 73.5

達　成　率 0% 95% 0% 93% 104% 98% 103% 98% -

指標名 足立区に「誇り」をもっている区民の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 39.5 41.3 43.2
(2)

実　績　値 42.5 37.6 43.5 44.7 R10 47

達　成　率 0% 90% 0% 80% 110% 93% 108% 95% -

指標名 足立区を「人に勧めたい」と思う区民の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 41.1 42.6 44.1
(3)

実　績　値 41.7 39.6 44.4 47.1 R10 47

達　成　率 0% 89% 0% 84% 108% 94% 111% 100% -

指標名 足立区を「良いまちにするために何かしたい」と思う区民の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 47.1 48.7 50.3
(4)

実　績　値 48.1 45.5 49.9 52.2 R10 53.5

達　成　率 0% 90% 0% 85% 106% 93% 107% 98% -

指標名 足立区を「良いまちにするために何かの行動をした」区民の割合

定義等 世論調査
指

単　位 ％ 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度
目　標　値標

目　標　値 - - 25.4 26.1 26.8
(5)

実　績　値 25.1
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３

区民等の「やりたい」

つ

を支援・実現し、表現

の

する場をさらに増やし

指

ていく必要がある。

　

標

2)達成状況と原因分

は

析を踏まえた今後の方

全

向性

【指標１～３、６

て

】

　コロナ禍から上昇

上

に転じた区民のまちに

昇

対する気持ちを更に上

し

昇させるため、区内・

、

区外のプロモーション

目

を更に推し進めてい

く

標

。

①区内・区民に対す

値

るプロモーション

　業

を

務効率化も視野に入れ

上

た、職員の情報発信力

回

向上の検討を進めてい

っ

く。

　千住宿開宿40

た

0年により新たに築い

。

た地域との関係性や企

　

画を一過性のものとせ

区

ず、持続的な区の魅力

外

にしていくため、積極

在

的

にサポート・支援し

住

ていく。加えて、新た

者

にできた大型商業施設

の

との連携など、新たな

足

関係構築にも引き続き

立

取り組むことで、事

業

区

効果の向上や足立区の

の

魅力向上に取り組んで

イ

いく。

②区外プロモー

メ

ション

　波及効果の大

ー

きいメディアで「足立

ジ

区の魅力」を露出させ

に

ていくため、新たにメ

つ

ディアへの直接的な働

い

きかけによる情報露出

て

（

業務委託）に取り組

は

むとともに、WEB媒

、

体のプレスリリースサ

目

イトを用いたリリース

標

を積極的に行い、まず

値

は、足立区の「イメー

に

ジが良い」と答える区

届

外在住者の割合が、「

か

イメージが悪い」と答

な

える区外在住者の割合

か

を上回ることを目指し

っ

ていく。

【指標４】

　

た

引き続き、地域で活躍

も

する人を積極的に紹介

の

することで、「自分も

の

何かしてみたい」と思

、

う区民の増加を目指し

1

ていく。

【指標５】

　

.

区民・企業・団体の「

3

やってみたい」を引き

ポ

続きサポート・コーデ

4

イ

ィネートしていく。ま

ン

た、「やってみたい」

ト

を実現する場と

して、

上

新たに竹の塚に「たけ

昇

のつカー＆パーク」を

し

開設することで、これ

た

まで以上に区民の「や

。

ってみたい」想いを後

　

押ししてい

く。

　NP

千

O活動支援センターで

 

住

は、区民の行動変容を

宿

促すような講座の引き

開

続きの開催に加え、Ｎ

宿

祭においては、区民が

4

地域活動をよ

り身近に

0

感じ、団体のより良い

0

活動発表の場となるよ

年

う開催方法や時期を見

に

直すことで、まちへの

伴

関わりを増加させてい

担

う

く。

　

【計画の理念】

芸

①協創の再構築 ②や

能

りたいことが叶う ③

人

ウェルビーイングの向

を

上とSDGsの推進 

活

⑦持続可能な区政運営

用

の推進

　足立区各事業

し

の成果を向上させるた

た

め、今後もメリハリを

プ

つけながらも、関わり

当

ロ

のない事業にも能動的

モ

に関わっていくととも

ー

に

、地域の原動力であ

シ

る区民等の「やりたい

ョ

」を応援する取り組み

ン

を全庁を挙げて進めて

や

いくことで、持続可能

、

な区政運営に繋げて

い

足

く。

立

部

区や区民・企業・団体

に

などの様々な企画によ

お

る魅力創出が大

きく影

け

響したと考えられる。

る

またこうした千住地域

評

の加熱に伴い、テレビ

価

など波及力の大きいメ

（

ディア露出が続いたこ

部

とも、区内

外のイメー

長

ジに好影響をもたらし

評

たと推察している。

【

価

指標４・５】

　「良い

－

まちにするために何か

１

したい」「何かの行動

次

をした」の割合は大き

評

く上昇し、目標値を上

価

回った。指標との相関

）

の度合い

の判断は難し

そ

いものの、以下の活動

の

により、上昇している

１

区民のまちに対する気

1

持ちを地域参画に結び

)

つけるという良い循環

施

が形

成できていると推

策

察される。

　・広報紙

の

や区外プロモーション

達

特設サイト、各事業の

成

広報物などを通じて、

状

足立区で活躍する人を

況

積極的に紹介すること

と

で、区

民の地域参画の

そ

意向に繋げることがで

の

きた

　・令和7年度、

原

シティプロモーション

因

課では企業・団体等の

の

計77企画をサポート

分

・コーディネートを実

析

施。あやセンター ぐ

【

るぐ

るでは、令和7年

指

度の区民等の「やって

標

みたい」企画の相談件

１

数165件のうち6割

～

以上を実現（103件

３

）まで伴走支援した。

、

こうした

取り組みによ

６

り、地域参加意向を参

】

画まで繋げることがで

　

きた

　・NPO活動支

区

援センターの登録団体

民

は過去最高を更新し、

の

相談件数も高止まりの

ま

状況であることから、

ち

区民活動に関する講座

に

や

助成、活動支援など

対

の取り組みが、地域活

す

動の増加に貢献した

【

る

計画の理念】①協創の

気

再構築 ②やりたいこ

持

とが叶う ③ウェルビ

ち

ーイングの向上とSD

を

Gsの推進 ⑦持続可

計

能な区政運営の推進

上

る

述のとおり、企業・団

「

体当のサポート・コー

愛

ディネートや、区民の

着

やりたいことの実現な

」

どを伴走支援すること

「

で、新たな魅力

創出等

誇

に取り組んだ。

足立区

り

のイメージを向上させ

」

るためには、区の取り

「

組みを通じたボトルネ

人

ック的課題の解決や、

に

新たな魅力創出などが

勧

不可欠であ

り、今後も

め

足立区各事業の成果向

た

上に取り組む必要があ

い

る。

また、高まった街

」

への気持ちを、地域参

の

画に繋げていくため、
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

足立区観光交流協会助成事務 産業振興課3619 686,411 3,506 689,917 現状維持 Ｂ

提携都市交流促進事業 産業振興課3620 168 877 1,045 現状維持 Ｂ

大学連携推進事業 シティプロモ課10056 5,142 17,530 22,672 現状維持 Ｂ

シティプロモーション事業 シティプロモ課11273 107,258 98,595 205,853 拡充 Ａ

SDGs未来都市推進事業 未・ＳＤＧｓ・協創
課

23415 97,874 33,739 131,613 現状維持 Ａ

合計５事業 896,853 154,247 1,051,100

3)施施策の手段として位置付け
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